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表紙の写真：オオタカ（猛禽類） 

 

 

 里山から丘陵地に生息し、近年では都市部の緑地にも姿を現すようになったオオタカ（猛禽類）

は、食物連鎖の最上位種であり、好適な自然環境の指標ととらえられています。そのため猛禽類

の生息状況を把握したり、生息環境を保全したりすることは、その食物となる昆虫や動物、植物

等が生息、生育できる環境全体の理解や保全につながっていくことが期待されます。 

 

 当研究室では、道路やダム、鉄道、空港、都市開発など、様々な公共事業において実施される

環境アセスメントや環境保全措置の研究に取り組んでいます。特に、猛禽類は頻繁に環境アセス

メントの対象となるため、その生息環境を定量的・効率的に把握するための手法開発として、猛

禽類の生息予測モデルの試作と改良を行っています。また猛禽類調査を効率的・効果的に実施す

るために、新たな調査技術の開発も行っています（猛禽類に関する調査の詳細は p21 に掲載）。 

また猛禽類（オオタカ）は、首都圏を含む大都市圏にも生息しています。どのような環境が猛

禽類を含む多くの動植物にとって重要であるのかを、東京都内の緑地で調査しました。緑地周辺

の都市化度の程度の違いや、緑地の規模、緑地内の植生構造等が生物多様性にどのように影響す

るかを分析し、都市の現状把握や将来ビジョンに応じた効果的な緑地保全・創出方策に関する研

究や解説資料を作成に取組んでいます（詳細は p13 に掲載）。 
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概要 

 平成 26年度に緑化生態研究室が実施した、以下のテーマに基づく研究の成果報告である。  

   ・地球温暖化対策に関する研究   

   ・樹木の管理と更新に関する研究                       

   ・生物多様性の確保に関する研究  

   ・良好な景観の形成に関する研究  
   ・公共空間の分析と計画に関する研究 

キーワード：地球温暖化、緑化、生物多様性、景観、都市計画 
 
Synopsis 

The Landscape and Ecology Division conducted researches on the following technological 
themes, global warming, street tree's management, biodiversity, landscape planning and urban 
planning. This annual report is the outcome of the Landscape and Ecology Division for FY 2013. 

Key words: global warming, technologies for planting, biodiversity, landscape planning, and       
      urban planning 





まえがき  

 

 緑化生態研究室は、環境と調和した社会の実現に向け、地球温暖化対策や生物多様性の確保等の地球環境  
問題への対応から、身近な社会基盤の質的充実や、豊かな国民生活を実現する緑の保全・創出まで、環境分 
野等における研究を行っております。 
本報告書は、緑化生態研究室が平成26年度に行った調査・研究の概要ならびに、当研究室のスタッフが

平成26年度に学会や雑誌などで発表した論文を収録したものです。 

平成26年度に実施した調査・研究課題は、大きく以下の5テーマに分類されます。 

① 地球温暖化対策に関する研究 

② 樹木の管理と更新に関する研究 

③ 生物多様性の確保に関する研究 

④ 良好な景観の形成に関する研究 
⑤ 公共空間の分析と計画に関する研究 

 

「① 地球温暖化対策に関する研究」では、樹木のCO2固定に関する研究を実施しました。 

「② 樹木の管理と更新に関する研究」では、街路樹の保全・再生手法に関する研究を実施しました。 

「③ 生物多様性の確保に関する研究」では、都市における生物多様性に関する研究、地域性植物による緑

化手法に関する研究、河川管理による外来植物の分布抑制に関する研究、猛禽類等に対する環境保全措置及

びモニタリング手法に関する研究、生物多様性の評価・予測モデルに関する研究を実施しました。 

「④ 良好な景観の形成に関する研究」では、歴史的風致を支える伝統技術の効果及び活用に関する研究、

道路空間の再編・利用に関する研究を実施しました。 

「⑤ 公共空間の分析と計画に関する研究」では、緑の基本計画の策定、公園緑地による防災・減災事例、

都市公園の質的向上に関する研究を実施しました。 

    

 末尾ながらこれまでの関係の皆様のご指導、ご協力に感謝するとともに、緑化生態研究室に対する変わら   

ぬご支援をお願いする次第です。 

 

 

 

平成28年1月 

 

 

国土交通省 国土技術政策総合研究所 

                           防災・メンテナンス基盤研究センター 

 緑化生態研究室長 

                                    栗原 正夫 
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1.研究成果





 

1.1 地球温暖化対策に関する研究

 
1) 都市緑化樹木の CO2固定量算定における精度向上に関する研究 

【国営公園等事業調査費】 .................................................................................................... 5 

 





都市緑化樹木の CO2固定量算定における精度向上に関する研究 
Research on improvement of the method to estimate the amount of CO2 fixed by planted trees in cities  

（研究期間 平成 23～27 年度） 

 
防災・メンテナンス基盤研究センター 室長 栗原 正夫 
Research Center for Head Masao KURIHARA 
Land and Construction Management 主任研究官 武田 ゆうこ 

緑化生態研究室                Senior Researcher Yuko TAKEDA 
Landscape and Ecology Division  

                      
We investigated the amount of growth of planted trees in cities using stem analysis to estimate the 

amount of CO2fixed by planted trees in cities. 
 

［研究目的及び経緯］ 

京都議定書において、日本は第１約束期間（2008

～2012 年）の温室効果ガス排出量を 1990 年比で 6%

削減することを義務づけられており、毎年「排出・

吸収量の目録（インベントリ）」を国連気候変動枠組

条約事務局へ報告している。第２約束期間(2013～

2019 年)には参加しないものの、国際的な枠組に基

づき報告を継続する必要がある。 

温室効果ガスの吸収源となる都市緑化等について

は、京都議定書第３条４項の対象となる「植生回復」

活動として位置づけられており、国土交通省では都

市緑化等の植生回復による CO2固定量を取りまとめ

ることとしており、日本独自の樹種について吸収係

数を設定する等、算定精度の向上が課題となってい

る。そのため、これまで国土技術政策総合研究所で

は、伐倒・掘り取りにより得たデータを用いて、イ

チョウ、ケヤキ、クスノキ、シラカシについて CO2

固定量の算定式の作成を行ってきたが、伐倒と掘り

取りに時間と費用を要することから、伐倒を行わず

に非破壊で樹木の CO2固定量を推定するための研究

を行っている。 

 [研究内容] 

 今年度は、過年度に抜倒・掘り起こしにより計測

した樹木の形状寸法、重量データ及び測量により計

測した樹木の形状寸法、重量、体積、比重等のデー

タを用いて樹種毎の CO2 固定量予測式を作成すると

ともに、これらのデータ及び既往資料を整理分析し、

簡便な相対成長式の作成についても検討を行った。 

［研究結果］ 

１．樹木データ及び樹木特性の整理 

 国総研が過年度(平成 2～25 年)に調査した樹木

(21 種 223 本)のデータを整理し、全樹木のデータを

一覧にした調査木シート及び 1本毎に情報を記載し

た調査木カルテを作成した。 

 また、都市緑化に一般的に用いられる樹種として、

国総研資料 No.780「わが国の街路樹Ⅶ」の全国樹種

別高木本数の上位樹種 500 種について、樹形、最大

樹高、成長速度、比重等の情報を文献から整理した。 

２． 樹種毎の CO2固定量予測式の作成 

既往研究では、どの樹種も胸高直径は毎年一定量

増加するという結果が得られているため、調査対象

木の胸高直径と樹齢のデータを用いて、樹種毎に樹

齢と胸高直径の直線回帰式を求めた。表-1 に、樹種

毎の樹齢と胸高直径の直線回帰式、その決定係数及

び解析に使用した本数を示す。 

表-1 樹齢(X)と胸高直径(Y)の直線回帰式 

樹種 回帰式 R2 n 

クロガネモチ Y = 0.473X+5.259 0.954 6 

シラカバ Y = 0.200X+16.533 0.029 3 

ソメイヨシノ Y = 1.185X+0.691 0.902 12 

トウカエデ Y = 0.700X+3.323 0.836 12 

ハナミズキ Y = 0.467X-0.600 0.960 3 

プラタナス Y = 1.065X+1.798 0.900 8 

マテバシイ Y = 0.962X-1.832 0.937 12 

メタセコイア Y = 5.350X-153.450 0.914 3 

モチノキ Y = 5.100X-251.200 0.999 3 

モミジバフウ Y = 0.844X+11.250 1.000 2 

ヤマモモ Y = 0.337X+16.084 0.440 8 

ユリノキ Y = 3.213X-10.763 0.500 5 

次に、樹木の各器官の重量等の物理量(Y)と樹木の

形状寸法(X)との間には、 

相対成長式 Y=aXb (a、b は定数) 
が成り立つため、既往研究にならい胸高直径と木質

部乾重の相対成長式を作成した。なお、ここで、解

析に必要である木質部乾重のデータが不足する樹種

－ 5－



については、木質部乾重の推定値を用いる。地上部

乾重のデータがある場合には、IPCC ガイドラインで

示された地上部に対する地下部の比率 0.26 を乗じ

て根の乾重を推定し、地上部乾重と合わせて木質部

乾重の推定を行った。また、地上部体積のデータが

ある場合には、地上部体積に比重を乗じて地上部乾

重を推定し木質部乾重の推定を行った。表-2 に、樹

種毎の胸高直径と木質部乾重の相対成長式、その決

定係数及び解析に使用した本数を示す 

表-2 胸高直径(X)と木質部乾重（Y）の相対成長式 

樹種 回帰式 R2 n 

クロガネモチ Y = 0.051X2.689 0.969 6 

シラカバ Y = 14.683X0.802 0.484 3 

ソメイヨシノ Y = 0.214X2.208 0.775 12 

トウカエデ Y = 0.097X2.474 0.973 12 

ナナカマド Y = 0.195X2.266 0.880 3 

ハナミズキ Y = 0.122X2.423 0.775 7 

プラタナス Y = 0.057X2.714 0.983 8 

マテバシイ Y = 0.154X2.412 0.742 12 

メタセコイア Y = 0.007X3.112 0.998 3 

モチノキ Y = 5.372X1.347 0.996 4 

モミジバフウ Y = 0.211X2.271 0.894 6 

ヤマモモ Y = 0.093X2.481 0.896 8 

ユリノキ Y = 0.299X1.899 0.990 5 

次に、直線回帰式と相対成長式の両方が作成でき

た樹種について、作成した式から樹種毎の年間木質

部乾重成長量予測式を作成し、木質部乾重中の炭素

の含有量とCO2とCの分子比からCO2固定量に換算し、

年間 CO2 固定量予測式を作成した（表-3）。 

表-3 樹種毎の年間 CO2固定量予測式 

樹種 年間 CO2固定量予測式 

クロガネモチ Y = 0.943{(X+0.473) 2.689-X2.689} 

シラカバ Y = 26.944{(X+0.200) 0.802-X0.802} 

ソメイヨシノ Y = 0.393{(X+1.185)2.208-X2.208} 

トウカエデ Y = 0.178{(X+0.700)2.474-X2.474} 

ナナカマド Y = 0.358{(X+0.847) 2.266-X2.266} 

ハナミズキ Y = 0.224x{(X+0.467) 2.423-X2.423} 

プラタナス Y = 0.104{(X+1.065)2.714-X2.714} 

マテバシイ Y = 0.283{(X+0.962)2.412-X2.412} 

メタセコイア Y = 0.013{(X+5.350) 3.112-X3.112} 

モチノキ Y = 9.857{(X+5.100) 1.347-X1.347} 

モミジバフウ Y = 0.387{(X+0.844)2.271-X2.271} 

ヤマモモ Y = 0.494{(X+0.337)2.209-X2.209} 

ユリノキ Y = 0.549{(X+3.213)1.899-X1.899} 

X:胸高直径、Y：年間年間 CO2 固定量  

４．簡便な式の作成 

 次に、全ての樹種を統合して式を作成したところ、

樹齢と胸高直径の直線回帰式は図-１、胸高直径と木

質部乾重の相対成長式は図-2 のとおりとなった。 

なお、測量データにより作成した式の傾きが大き

くなったが、これは全体の式の傾きが、相対的に木

質部乾重の小さかった大径木 4本の影響を受けたた

めと思われる。 

 

 

 

 

 

図-1 樹齢と胸高直径との直線回帰式（全樹種） 

 

 

 

 

図-1 樹齢と胸高直径の直線回帰式（全樹種） 

 

 

 

 

 

図-2 胸高直径と木質部乾重の相対成長式（全樹種） 

また、21 樹種を、樹木タイプ（常緑樹と落葉樹等）、 

 

 

 

 

図-2胸高直径と木質部乾重の相対成長式(全樹種) 

 

また、樹木タイプ別（落葉樹、常緑樹、落葉広葉

樹、常緑広葉樹等）と樹形別（広円柱形、球形、狭

円錐形）に分類した相対成長式を作成した。 

次に、作成した式から推定した木質部乾重と実際

の木質部乾重の推定誤差 RE を算出した。 

 

   n : 標本数、 w : 実測値、  : 推定値 

樹種毎に作成した式では樹種により RE が 0.02％～

37％と大きく差があった。全ての樹種を統合した式

では RE が 27％、樹木タイプ別では 14%～26%、樹形

別では 17～21％となり、樹形別の当てはまりが最も

よかった。 

５．今後の課題 

 不足している樹種、樹齢の調査を行い、CO2固定量

予測式の精度を高める必要がある。 
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街路樹の保全・再生手法に関する研究 
Study on maintenance method of street trees  

 
（研究期間 平成 25～26 年度） 

防災・メンテナンス基盤研究センター 緑化生態研究室  室長  栗原正夫 
Research Center for Land and Construction Management  Head  Masao Kurihara 
Landscape and Ecology Division 主任研究官  飯塚康雄 

Senior Researcher Yasuo Iizuka  
  

In this study, it verified a street tree restoration method that permits reaching an agreement with surrounding 
residences while maintaining pleasant road space by surveying methods of surveying the state of Street trees, 
greening technologies for street tree conservation or redevelopment, and methods of cooperating with residents 
in cases where conservation and redevelopment projects were done to counter problems with street trees. 
 
［研究目的及び経緯］ 

 街路樹は、これまでの積極的な整備推進により、全国

で平成4年に約478万本であったものが平成14年には約

679万本と、10年間に約200万本の増加となった。しか

し、平成24年では約674万本と一転して若干の減少傾向

を示したことでわかるように、今後は大きく成長した街

路樹の維持管理に重点がおかれていくことが予想される。  

 このような状況の中、街路樹が生育できる空間には制

限があることから、その生育空間よりも大きく成長する

樹種が植栽されている場合には、樹形縮小のための剪定

や、樹勢維持・回復対策、倒伏や根上り対策等の保全対

策が必要不可欠となる。  

 また、街路樹の植栽時から半世紀程度経過した都市等

では、周辺の土地利用が大きく変化していることもあり、

街路樹の必要性を再確認した上で、街路樹の整備方針を

転換するなどの再考が求められている。  

 そのため、街路樹のニーズ変化の把握や、緑化機能を

十分に発揮する観点から緑化方針を再考するための判断

基準、その方針に対応する保全・再生手法の確立が必要

となっている。  

［研究内容］ 

１．街路樹の保全･再整備に関する事例調査 

 歴史・文化的価値等が高い街路樹において保全対策が

行われた事例、街路樹に生育上の問題点や植栽環境の変

化等により再整備（更新）が行われた事例について、主

に以下の項目について調査を行った。 

 ①街路樹整備の背景、現在の位置づけ 

 ②街路樹における問題点 

 ③具体的な対策 

 ④住民等との合意形成 

２. 道路緑化方針における近年の動向調査 

 過去 10年程度の間に、自治体等の道路管理者がとりま

とめた道路緑化に関する指針類を収集するとともに、道

路緑化の現況をヒアリングし、道路緑化における近年の

動向を把握した。 

３．街路樹の保全･再整備方法の検討 

 １．の結果から街路樹の保全･再整備において効果的な

方法について検証を行うとともに、２．の道路緑化に新

たに求められている方針等を踏まえた上で、道路空間を

快適に維持しつつ周辺住民等の要求にも対応できる街路

樹の再生方法について検討した。 

［研究成果］ 

主な研究成果の概要を以下に示す。 

１．街路樹の保全・再整備に関する事例調査 

 調査対象事例は、保全が 21 箇所、再整備が 22 箇所

であり、主な樹種としては落葉樹でソメイヨシノ、ケ

ヤキ、イチョウ、常緑樹でクスノキが多かった。対策

を行うことの要因としては、保全では生育不良が多く、

再整備では生育不良の他に倒木・落枝や根上り、道路

再編が多かった。具体的な対策としては、保全では植

栽基盤改良、間伐・剪定、補植等、再整備では異樹種

や同樹種への植え替えや撤去が多く行われていた。ま

た、住民等との合意形成では、説明会の実施や行政広

報誌やインターネットによる情報提供等があった。 

２．道路緑化方針における近年の動向調査 

 道路緑化において新たに求められている方針等として

は、緑化機能では「ヒートアイランドや地球温暖化」、「地

域振興」等への対応、緑化計画では「道路空間・都市空

間との連携」や「生物多様性保全」等への対応、管理で

は「道路緑化の評価」、「倒木等のリスクマネジメント」

等への対応があげられた。 

 また、全般に関連するものとして「住民参加」、「コス
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ト縮減」、「データ管理」、「専門技術者の活用」、「発生材

のリサイクル利用」等が求められていることがわかった。 

３．街路樹の保全･再整備方法の検討 

 調査結果を基にとりまとめた効果的な街路樹の保全・

再整備方法を以下に示す。 

３．１ 街路樹の保全･再整備の手順 

 街路樹の保全・再整備においては、はじめに街路樹

に発生した問題を的確に把握して評価を行った上で、必

要に応じて住民との合意形成を図りながら、対応方針及

び計画について決定する（図-1）。この際、周辺住民の街

路樹への愛着にも配慮して、まずは存続させるための保

全対策を優先することを検討し、問題を解消することが

困難な場合には、伐採して必要に応じて再度植栽を行う

ことを検討する。対策の実施は、その内容に応じて専門

技術者により実施し、その後は効果の発現状況までを確

認することが望ましい。可能であれば、周辺住民等との

協働による体制を構築することが必要である。 
３．２ 街路樹の保全方法 

 街路樹の保全方法としては、大径木化や過密化した樹

木に対して、剪定や間引きによる樹形再生がある。また、

生き物である街路樹の活力を良好に維持するために、十

分な養水分を吸収できる植栽基盤に改良するとともに、

根系の根上りによる縁石や舗装の持ち上がりが生じてい

る場合には植栽空間を拡大するなどの対策が必要となる。 

さらに、老木化した街路樹には木材腐朽病や害虫等の被

害を受けているものもあり、樹勢を回復するための薬剤

注入･散布や罹患部の物理的切除等の対策が必要となる

ことがある（図-2）。 
３．３ 街路樹の再整備方法 

 街路樹の再整備方法としては、発生している問題が解

消できない場合に伐採して同樹種を植栽する、あるいは

樹種転換をする方法がある。また、問題が生育不良であ

った場合には、植栽時に植栽基盤の改良を行う必要があ

る。なお、歩道幅員が非常に狭い道路に大径木となる

高木が植栽されている場合や山地部等の自然環境が

豊かな環境の中に街路樹が植栽されている場合等に

おいては、周辺住民等の合意を得た上で街路樹を撤去

することが、安全で快適な歩行者空間の形成や街路樹

管理の効率化に寄与する解決策の一つの選択肢とな

ることもある（図-3）。 
３．４ 住民等との合意形成 

 街路樹の保全・再整備にあたっては、当該街路樹と密

接に関わることが多い沿道や地域の住民等との間でその

対応方針や対応策について、あらかじめ合意を図ること

が円滑に対策を実施する上で重要となる。住民との合意

形成を図るためには、主に以下の方法がある。 
 ①検討会や委員会への住民代表の参加 
 ②アンケート等の実施による意見収集 
 ③現地開催を含めた住民説明会の実施 
 ④説明資料配布、看板設置等による情報提供 

 
図-1 街路樹の保全･再整備の手順 

 

図-2 街路樹の保全 

 

図-3 街路樹の再整備 

［成果の活用］ 

 本研究の成果は、街路樹の保全・再整備方法が道路構

造や樹種特性等の条件に加え、街路樹と住民等との結び

つきの深さなどにも大きく影響されることに考慮して、

道路管理者が現場状況等に応じた対応方法を適切に検討

できるように、調査事例の紹介を含めたガイドラインと

してとりまとめる予定である。 

日常点検等

各種問題に対する現状把握と評価

当該街路樹に係る対応方針の決定

問題あり

問題なし

（対応方針等の
検討体制の構築）

＜保全・再整備計画の立案＞

保全計画 再整備計画

通常管理

（検
討
会
等
へ
の
参
画
・
ア
ン
ケ
ー
ト
等
に
よ
る
意

見
収
集
・説
明
会
の
実
施
等
）

住
民
と
の
合
意
形
成

保全・再整備対策の実施
（実施後の状況確認及び評価）

植栽基盤の改良

＜歴史的な街路樹（樹勢の衰弱）＞

剪定・間引き

＜シンボル的な街路樹（大木化・過密化）＞

害虫の除去

花壇へ
の転換

樹高の低い樹種に更新

＜通行障害（根上り・倒木の危険性）となっている街路樹＞

＜剪定作業（樹高が高い）が困難な街路樹＞

幹腐朽

根上り
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都市における生物多様性の確保に資する緑地の効果的な保全・創出

方策に関する研究 
Research on effective methods of conserving and creating greenery for ensuring urban biodiversity 

（研究期間 平成 25～26 年度） 
 
 防災・メンテナンス基盤研究センター  室長   栗原 正夫  
 Research Center for     Head   Masao KURIHARA 
 Land and Construction Management  研究官   曽根 直幸 
 緑化生態研究室    Researcher   Naoyuki SONE 

Landscape and Ecology Division  研究官   上野 裕介 

      Researcher   Yusuke UENO 
           

To clarify effective methods of conserving and creating greenery ensuring urban biodiversity for the 
variety of municipalities, we conduct research on the effect of area, vegetation structure and 
surrounding environment to the biodiversity of urban greenery, from the center of Tokyo to the Tama 
area. 
 
［研究の背景及び目的］ 
 国土交通省では、地方公共団体による生物多様性に

配慮した公園緑地行政を支援するため、「緑の基本計画

における生物多様性の確保に関する技術的配慮事項

（平成 23 年 11 月）」や「日本版・都市の生物多様性指

標（素案）（平成 25 年 5月）」を公表してきた。 

 本研究の目的は、さまざまな環境(都市化度)を有す

る東京都心～多摩地域から調査対象地域気を選定し、

緑地の規模、植生構造、周辺環境等が生物多様性にど

のように影響するかを分析し、多様な都市の現状やビ

ジョンに応じた効果的な緑地保全・創出方策を明らか

にすることである。 
［研究内容］ 
 平成 25 年度には、調査対象地を選定し、秋・冬のフ

ィールド調査を行い、調査結果を整理した。平成 26

年度には、春・夏のフィールド調査を継続し、1 年間

の結果として解析を行い、成果をとりまとめた。 

１．調査対象地の選定 

 調査対象地として、大規模緑地（10ha 以上）9箇所、

中規模緑地（2-10ha）21 箇所、小規模模緑地（0.1-2ha）

31 箇所、屋上緑化地 16 箇所、道路植栽地 30 箇所の計

107 箇所を選定した。選定にあたっては、第 2次地域

区画コードで 5339-41（東京首部）、5339-42（東京西

部）、5339-43（吉祥寺）、5339-44（立川）、5339-45

（拝島）の図幅に、それぞれの種類の緑地がバランス

よく配置されるよう配慮した。選定した調査対象地の

位置を図-1 に示す。 

２．鳥類及び昆虫類に関する調査 

 調査対象地における鳥類及び昆虫類の生息・生育状

況を確認するため、フィールド調査を行った。分類群

ごとの調査方法については、表-1 に示す。 

３．植生構造等に関する調査 

 調査対象地における鳥類及び昆虫類の生息・生育状

況と、それぞれの緑地内の植生構造、水面の有無など

の環境条件との関係を分析するためのデータとして、

調査対象地の植生構造等を調査した（表-1）。 

４．調査結果と今後の予定 

１）都市化の程度との関係 

 全般的な傾向として、鳥類及び昆虫類については、

都市化度が高くなるほど種数が少なくなる傾向が見ら

れた。ただし、その影響の度合いについては、分類群

ごとに差があるように思われた。 

２）確認された種の生態的特性 

 野外での調査結果を基に、個々の種の広域での確

認状況を整理した。また各種の生息環境、生活史、

食性、移動能力等の生態に関する情報については、

学術論文や図鑑等を参考に整理し、解析用のデータ

ベースを作成した。これらの整理結果は、今後、具

体的に公園緑地行政の指標となる種、都市の生物多

様性のモニタリングに適した種を検討する際の有益

な資料となる。 

３）都市内緑地で確認された重要種 

 本調査では、個々の緑地ごとの調査時間はごく限ら

れていたものの、秋・冬の調査において、東京都レッ

ドデータブックに掲載された種も確認された。 

５．解説資料の作成 
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 一連の調査成果を基に、「緑の基本計画における生

物多様性の確保に関する技術的配慮事項（平成 23 年

11 月）」や「日本版・都市の生物多様性指標（素案）（平

成 25 年 5月）」との関係も意識し、地方公共団体等に

おける緑地保全・創出方策の検討に活用していただけ

るよう解説資料を作成した。 
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図-1 調査対象地のタイプ（大規模・中規模・小規模緑地、屋上緑化地、道路植栽地）と位置 

表-1 鳥類及び昆虫類に関する調査方法 

調査対象 調査時期 調査方法 

鳥類 秋 1 回目 

秋 2 回目 

冬 1 回目 

冬 2 回目 

春 1 回目 

春 2 回目 

夏 1 回目 

夏 2 回目 

H25. 9.17～10. 1 

H25.10.11～10.30 

H25.12. 2～12.20 

H26. 1.20～ 1.31 

H26. 4.25～ 5.20 

H26. 5.19～ 5.31 

H26. 6. 5～ 6.21 

H26. 6.23～ 7.17 

 あらかじめ定められたルートを持続 2km の速度で歩き、ルートを中心に

100m 範囲（片側 50m）に出現した鳥類の種名、個体数、確認時刻、確認方法

（目視・鳴き声）、確認場所（上空・樹上・林床・草地・裸地・水辺・水

上）、行動（静止・飛行・歩行・採餌・水浴び・巣材運び・上空通過）、と

まり木、エサの種類を記録した。 

 同定は目視および鳴き声により行った。 

 調査は、鳥類の囀りや活動が活発な日の出から正午頃までを目安に行った。 

飛翔性昆虫類 

トンボ類 

チョウ類 

バッタ類 

秋 

春 

夏 

H25. 9.30～10.11 

H26. 4.25～ 5.20 

H26. 6.17～ 7.18 

 あらかじめ定められたルートを時速 2km の速度で歩き、ルートを中心に 10m

範囲（片側 5m）に出現した飛翔性昆虫類の種名、個多数、時速、確認場所

（上空・樹上・林床・草地・裸地・水辺・水上）、行動（静止・飛翔・採

餌・歩行・鳴き声）、餌の種類、止まり木を記録した。 

 同定は原則として目視および鳴き声により行った。目視による同定が困難な

種については捕虫網で捕獲し、同定後放逐するようにした。 

 調査は、昆虫の活動が活発になる日中午前 9字から午後 4 時の間に行った。 

地表徘徊性昆虫類 

オサムシ類 

シデムシ類 

秋 

夏 

H25. 9.30～11.1 

H26. 6. 2～ 6.30 

 プラスチックカップ（口径 7cm、深さ 9cm）を使用し、カップの縁が地表面

と水平になるように設置した。トラップ内には、殺虫のために水で 5%程度

に薄めた無香料の洗剤を 50ml 程度注いだ。これを調査地点 1箇所につき 30

個、樹林地、草地、水辺など多様な環境を含むように設置した。 

 トラップを設置した箇所では、環境条件として、気温、照度、地表面温度、

地下 2cm の温度、リター層、土壌水分率、土性を記録した。 

 トラップは 7昼夜設置した後、捕獲されたサンプルを回収した。サンプルは

持ち帰り、室内で分析し、出現種、個体数を記録した。 

植生構造等 秋 H25. 9.30～11.22  10m×10m のコドラートを設定し、階層毎の被度、立木密度、主要な種の種

名・植被率・高さ、その他確認種を記録した。またコドラート設置箇所の環

境条件として、地形、草刈りの有無、剪定の有無、リター層を記録した。 

 コドラートの数は、2ha 以上の公園は 10箇所、2ha 未満の公園及び屋上緑化

地は 1箇所とした。また、道路植栽地については、コドラートではなく調査

区間を焼く 50m の小区間に分割して調査を行った。 
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地域性植物による緑化手法に関する研究 
Research on vegetation method using native plants（研究期間 平成 26～28 年度） 

 
防災・メンテナンス基盤研究センター 室長 栗原 正夫 
Research Center for Head Masao KURIHARA 
Land and Construction Management 主任研究官 武田 ゆうこ 

緑化生態研究室                Senior Researcher Yuko TAKEDA 
Landscape and Ecology Division  

                      
Germination and seeding test were performed on some native wild grass, with the aim of 

revegetation considering  local ecology. 
 

［研究目的及び経緯］ 

道路や公園、河川等の公共事業で生じる裸地は、浸

食防止や周辺環境や景観への配慮から早期緑化が求め

られるため、コストや入手のしやすさから外来牧草に

よる緑化が主流となっている。 

外来生物法等を背景に、公共事業で使用する緑化植

物についても地域生態系への配慮が求められており、

近年、一部ではススキ等の在来植物が利用されるよう

になってきている。しかし、国外由来の在来植物（中

国産のススキ等）が用いられ、日本に生育する系統と

の遺伝的かく乱が懸念されており、地域性緑化植物の

確保が課題となっている。そのため、国総研では望ま

しい種を選定するための地域性緑化植物リストを作成

するとともに、市場生産による供給が困難な種につい

ては事業者が自ら又は地域と連携して簡便に採取・生

産する手法の開発を目指している。 

表-1 緑化植物の位置づけ 

（H18 環境省・農水省・国交省による調査報告書） 

 

 [研究内容] 

 今年度は、在来植物（草本）による緑化に関する既

往資料等の収集・整理を行い、公園やのり面等に導入

する際の種選定の目安となる地域性緑化植物リストを

作成した。また、それらの種の発芽特性及び生育特性

を明らかにし、種子生産の可能性を検討するため、種

子を採取して発芽試験を行うとともに、プランターを

使用して播き出し実験を行った。 

［研究結果］ 

１．地域性緑化植物リストの作成 

関東地方において良好な植生を構成している二次草

原（ススキ型草地、シバ型草地等）と二次林の林床植

物の群落内の出現草種を抽出し、分類、自然分布、形

態、繁殖生態、開花期、結実期等の基本的な情報の他、

レッドリストの記載、花の美しさ等の観賞性、季語等

の文化的価値、生育特性、自然侵入促進工における出

現実績等を整理した地域性緑化植物リストを作成した。 

選定の手順は図-1 に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 植物リスト（200 種）選定 フロー 

 
群落構成種（α）の抽出 

 「日本植生誌 関東」より、二次草原（ススキ型・シバ型）、二次林床（コナラ林・

アカマツ林）における出現草種をリストアップ（リストアップ種は以下参照） 
 

除外植物の検討 
 以下に示す植物は、人々に親しまれる「地域性植物を用いた法面緑化」検討候補種

として、生態的影響や生育特性の観点より不適当と考えられるため、除外種とした。 

 

◆有害植物（周辺生態への悪影響や駆除困難性が報告されている種） 
◆有害植物（人体への深刻な悪影響が報告されている種） 
◆帰化植物・外来種             ◆既存緑化種 
◆園芸種の実績を多く有する種        ◆湿生植物 
◆低木類（樹高 1m 以上に成長するもの）    ◆タケ/ササ類 

林床草本のリストアップ種 
① 群集区分種  
② 群落区分種  
③ 下位単位区分種  
④ 群集標徴種および区分種  
⑤ 群団・オーダー標徴種  
⑥ クラス標徴種  
⑦ ススキクラスの種  
⑧ 随伴種  

二次草原のリストアップ種 
① 群集標徴種および区分種  
② 亜群集区分種  
③ 変群集区分種  
④ 亜変群集区分種  
⑤ ヤブツバキクラスの種  
⑥ ブナクラスの種  
⑦ 随伴種  
⑧ その他の種  

低優先植物（予備候補種）の検討 
多様な地域性植物を用いた緑化検討を行うため、以下に示す植物種については、個々

に検討を行い、適応性の高い植物種を緑化対象種として選定した。 

◆つる植物 
他の植物に悪影響を及ぼす旺盛な繁殖力が予想される種は、予備候補種として、当面

の植物リスト対象種からは除外した。 
◆近縁種 
 近縁種が数種リストアップされた場合は、より一般性の高い生育特性を有する種を優

先手的に選定した。 

植物リスト対象種の絞り込み 
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２．種子採取及び発芽試験 

リストの中から複数の群落において出現が確認さ

れ、文化的価値や鑑賞性、定着性等に優れた緑化植

物として有望と思われる 50 種について、採取場所、

時期、採取方法を検討し、今年度はそのうち 20 種に

ついて種子を採取した。（写真 1） 

 

写真 1 袋かけ及び種採取作業 

採取した種子は、綿毛の除去等の精選作業を行った

後、無処理及び種に応じた発芽処理（低温乾燥、低

温湿層）を行い、発芽試験を実施した。（写真 2） 

 

写真 2 発芽試験実施状況 

 発芽試験期間は、「依頼検査技術マニュアル」

（（独法）育苗管理センター）に準じ 28 日としたが、

期間終了後も経過観察したところ、発芽する種も見

られた。（図-2） 

 最終的には 7種については発芽が見られず、他

は発芽率 1～63％であった。発芽試験の結果は表-2

のとおりである。 
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図-2 発芽状況の例（オカトラノオ） 

３．撒き出し実験 

発芽実験結果を踏まえて播種量等の条件を変え、

国総研内温室においてプランターへの播きだし、モ

ニタリングを行っている。（写真 3） 

４．今後の課題 

 在来草本については発芽特性等についての既存知

見が少なく、データを積み重ねていく必要がある。 

 また、屋外での栽培についても検討していきたい。 

表-2 発芽試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3 撒き出し試験の状況 
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河川管理による外来植物の分布拡大抑制に関する調査 
Research on Control of Distribution Expansion of Alien Plants by river management in Rivers 

（研究期間 平成 26～28 年度） 

We have been conducting research on the prevention of distribution expansion of alien plants using 
soil seed bank in rivers since fiscal 2014. In fiscal 2014, we conducted the survey of vegetation on the 
ground and soil sampling around the areas of six domestic rivers where alien including invasive alien 
species(plants) such as lanceleaf tickseed and bur cucumber has grown. We also conducted 
germination experiment in a greenhouse using parts of the soil samples collected in the autumn. 
 
［研究目的および経緯］ 

「生物多様性国家戦略 2012-2020」（平成 24 年 9 月）

では、愛知目標注）の達成に向けたわが国の国別目標を

設定しており、外来種対策の具体的な施策のひとつと

して、河川における外来種の急速な分布拡大を踏まえ

た外来種対策の推進、外来植生等に関する調査研究お

よび効果的な対策の検討を行うとしている。 
さらに、「生物多様性国家戦略 2012-2020」では、

愛知目標を踏まえ、防除の優先度の考え方を整理し、

計画的な防除等を推進するとともに、各主体における

外来種対策に関する行動や地域レベルでの自主的な取

組を促すための行動計画を策定することを国別目標の

一つとしており、これを受けて策定された「外来種被

害防止行動計画（平成 27 年 3 月：環境省、農林水産

省、国土交通省」においては、外来種対策として蔓延

防止のために侵入初期段階を重視している。 
外来植物対策においては、地上の植生状況のみなら

ず、種子供給源および発芽可能な埋土種子集団である

土壌シードバンクの有無が重要となる。土壌シードバ

ンクの形成状況を把握することによって、外来植物の

侵入段階及び今後の分布拡大等の植生変化を把握する

ことができ、それを踏まえた効率的な管理方針の立案

が可能となる。しかし、外来植物の河川における土壌

シードバンクの形成については、十分なデータの蓄積

がない。 
そこで、本調査では、土壌サンプルの撒き出し実験

により、河川空間における土壌シードバンクの分布特

性を分析し、土壌シードバンクの種組成から外来植物

の侵入動向を把握するための指標を構築するとともに、

それらを用いた効率的な特定外来植物等の対策方法に

ついてとりまとめることを目的としている。また、近

年実施されている防除対策工についてもとりまとめる。 
 
［研究内容］ 

 平成 26 年度は、３ヶ年計画の初年度として以下の

調査を行った。なお、本研究を実施するにあたり、

環境省に特定外来生物による生態系等に係る被害の

防止に関する法律第 5 条の規定に基づく特定外来生

物飼養等の許可を得て実施した。 

１．調査方法 

1.1 外来種の分布拡大及び対策工に関する調査 

 対象とする外来種は、オオキンケイギク、オオハン

ゴンソウ、ナルトサワギク、オオカワヂシャ、アレチ

ウリ、セイタカアワダチソウ、シナダレスズメガヤ、

ハリエンジュの 8 種とした。 

1.1.1 河川における外来種の分布拡大に関する調査 

全国および個別河川における外来種の分布拡大の状

況について、河川水辺の国勢調査の植物調査（1～4巡

目）の成果をもとに取りまとめた。 

河川水辺の国勢調査の対象河川のうち、植物データ

が存在しない五ヶ瀬川水系北川を除く 109 水系 140 河

川ごとに、1～4 巡目の植物データ（「確認種詳細デー

タ」）を使用して、調査地区を単位として対象とする外

来種の確認状況（データ件数）を経年的に整理した。

また、調査地区ごとに整理されたデータをもとに、「確

認頻度」「連続確認回数」「出現率」を表す集計項目を

設定した。その集計項目をもとに、各河川の各種ごと

に増加傾向・定着傾向を把握するための評価指標を独

 防災・メンテナンス基盤研究センター 緑化生態研究室  室長 栗原 正夫 
 Research Center for Land and Construction Management  Head Masao KURIHARA 
 Landscape and Ecology Division  主任研究官 山岸 裕 
   Senior Researcher Yutaka YAMAGISHI 

   招聘研究員 畠瀬 頼子 
   Visiting Researcher Yoriko HATASE 

注）「愛知目標は、戦略計画 2011-2020 で、2050 年までに「自然と共生する世界」を実現することをめざし、2020 年までに生物多様
性の損失を止めるための効果的かつ緊急の行動を実施するという 20 の個別目標です。戦略計画 2011-2020 は、生物多様性条約の 3 つ
の目的、(1)生物多様性の保全、(2)生物多様性の構成要素の持続可能な利用、(3)遺伝資源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配
分、を達成するため、COP10 で採択された 2011～2020 年の新たな世界目標です。」１） 
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自に設定した。 

1.1.2 河川における外来種対策工に関する調査 

①国土交通省河川部局、②全国の国土交通省地方整

備局、北海道開発局及び沖縄総合事務局、及び②の河

川事務所、③全国の都道府県の外来種対策部局、④環

境省、⑤国立環境研究所及び農業環境技術研究所の

web サイトを確認し、対象とする外来種について主に

河川管理者が主体となって実施している対策工に関す

る情報を収集した。 

1.2 河川における外来植物等分布調査及び土壌採取 

特定外来生物の植物種の生育が確認されている北上

川、荒川、鬼怒川、多摩川、木曽川、吉野川の 6河川

おいて、外来種の分布状況を把握するための現地調査

を実施するとともに、撒きだし実験のための土壌サン

プルを採取した。ここで対象とした調査の外来種は、

オオキンケイギク、オオハンゴンソウ、ナルトサワギ

ク、オオブタクサ、アレチウリ、シナダレスズメガヤ

の 6 種である。1河川あたり 3 地区、計 18 地区の調査

地区を選定し、調査を実施した。 

1.2.1 調査地区の選定 

(1)調査地区の選定方法 

対象種のうち、ナルトサワギクは吉野川、オオハン

ゴンソウは北上川以外において確認が難しい可能性が

高いため、これらの種については、それぞれの河川で

集中的にデータを取得することとした。アレチウリや

オオブタクサ等、多くの河川で一般的に生育している

種については、調査分析における地域性に由来する偏

りを回避するために、複数の河川で調査を実施するこ

ととした。 

「河川環境データベース」ウェブサイトで提供され

ている河川水辺の国勢調査による直近の植生図 GIS デ

ータおよび植物相データ等に基づき、対象種が分布す

る可能性の高い場所を把握した。北上川、荒川、木曽

川の 3河川では、上流と下流は管轄事務所が異なるた

めに別個のデータとなっているが、北上川および荒川

では、いずれも上流管内のデータにおいて、使用に不

都合なエラーが確認されたため、下流管内のデータを

用いて調査地区を選定した。また、木曽川は、下流管

内が感潮区間となり、本業務の対象種は主に上流管内

に分布するため、上流管内のデータを用いて調査地区

を選定した。 

なお、各河川の 3 地区は、対象種の分布状況、 植

生の状況、地形の状況、外来種の侵入しやすさ、 流

程の多様さ・調査地区間の距離等の観点から選定した。 

(2) 植生調査箇所の選定 

1 地区内で 6 地点を設定した。なお、植生調査箇所

の設定にあたっては、①対象種の代表的な生育地点 2

地点程度）、②調査地区の典型的な在来植生の地点（1

地点程度）、③対象種の代表的な生育地点から近い水際、

または種子が流れ着きやすそうな水際（1 地点程度）、

④対象種の代表的な生育地点の近傍等で、対象種が侵

入・拡大しつつあるとみられる地点（1地点程度）、⑤

調査地区内で遷移がやや進んだ地点（1地点程度） の

６地点とし、高木林内および堤防上には地点を設定し

ないこととした。 

1.2.2 調査方法 

1.2.1 で選定した各地区・植生調査箇所において、

以下の方法により、ルートセンサス調査、植生調査、

土壌採取を実施した。ルートセンサス及び植生調査は

平成 26 年 10 月に、土壌採取は平成 26 年 10 月及び平

成 27 年 2月下旬～3 月上旬に行った。 

（１）ルートセンサス調査の方法 

堤防上等の見通しのよい場所から地区を見渡し、植

生・地形・外来種の侵入可能性に関する状況（流路形

態や堤内地側の土地利用、流入支川の状況等）などに

ついて概略を把握した上で、調査地区ごとに設定した

主たる対象種が典型的に生育する場所を含むように、

河川縦断方向 200ｍ程度の区間において、堤外地側の

堤防法肩から水際まで、多様な環境を巡るように任意

に踏査し、ルートの片側 2m を観察範囲として対象種の

確認を行った。 

（２）植生調査の方法 

各地点において、ブラウン－ブランケ法による植生

調査を実施した。方形区の大きさは 3×3ｍを標準とし、

水際等の狭長な群落では、3×3ｍ相当の面積を保ちつ

つ、2×4m など縦横を適宜調整した。 

 各植生調査地点について、河川管理者より提供され

た河川管理計測データ等をもとに、年間の冠水日数を

推計した。 

（３）土壌採取の方法 

 植生調査を実施した 108 箇所および任意に設定した

対照区 2箇所の計 110 箇所において、以下の方法によ

り土壌採取を行った。対照区以外ではコドラート枠内

に土壌採取地点を設定した。 

採取を実施する地点において、縦 30cm×横 30cm×深

さ 5cm 程度の範囲で、土壌を採取した。地上部の植生

は、地際から刈り取り除去した。 

 掘り取った土壌は目開き 11.2mm の試験用ふるいに

かけ、ふるいを通過した土壌をよく撹拌し、軽量カッ

プを用いて１箇所あたり 2.5 リットル分を採取した。 

採取した土壌サンプルは、厚手のビニール袋に 2重

に入れて厳重に扱い、地点名を明記し、調査地区ごと

に 1つのダンボールに梱包して搬出し、国土技術政策

総合研究所緑化温室倉庫内において、ダンボールに梱
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包したまま常温で保管した。 

1.3 秋期撒きだし実験 

 調査地区における秋・冬発芽の土壌中の埋土種子を

確認するため、秋期撒きだし実験を行った。 

1.3.1 実験区の作成 

平成 26 年 10 月の現地調査で採取した土壌サンプル

110 個および資材を用いて実験区を作成した。作成は

平成 26 年 11 月 6 日および 7 日に実施した。 

１）実験用プランターおよび基盤材の準備 

 プランター（内径：縦 57cm×横 17cm×高さ 18cm 容

量：約 13L）を 110 個用意した。プランターの底に、

透水性能をもつ防根シートを敷設した。基盤材は、適

切な土壌支持機能と保水・透水機能が発揮できるよう、

バーミキュライトと川砂の混合割合を 1：1とし、よく

混合した上でプランター1個につき 5L 分を入れ、均一

な厚さに均した。採取した土壌サンプル 110 個分の実

験区に加え、対照区として基盤材のみの実験区（以下、

基盤材区と表記）を 2つ設けることとし、計 112 個の

実験区を作成した。 

２）プランターの設置 

 基盤材を充填したプランターの上面縁に、各河川の

植生調査・土壌採取地点の番号を記入し、緑化温室の

スチール台（縦 1.3m×横 2.4m 程度；6台）に敷き並べ

た。実験区の配置は、乱数に基づくランダム配置とし

た。対照区および基盤材区の計 4つの実験区は、別途

小さな台の上に配置した。 

３）土壌サンプルの撒きだし 

 各土壌サンプルをプランター上に全量撒きだし、厚

さにムラが出ないよう均一に敷き均した。2.5L 分の撒

きだし厚さは、基盤材上面でのプランター内径（55.0cm

×14.0cm）に基づく計算および、数個の実験区の実測

によると、いずれも 3.2cm であった。 

 対照区のサンプルは、緑化温室の恒温器を用いて、

約 80℃で約 24 時間熱処理した後に撒きだした。 

４）温度計（データロガー）の設置 

温度計を用いて地温及び気温を計測した。 

気温を計測する温度計は、地温と同じ温度精度で比

較できるよう、同一機種を使用し、温室内の北側およ

び南側の壁面に各 1個をフックで吊り下げた。 

計測間隔は地温・気温とも 1 時間、計測期間は平成

26 年 11 月 8 日～平成 27 年 1 月末までとした。 

５）寒冷紗の設置 

温室の窓は冬期のため常時閉め切り、出入口以外の

場所から種子が温室内に侵入する可能性はないため、

寒冷紗は 2カ所の出入口に吊り下げ、扉を開閉して出

入りする際に種子の混入が生じないようにした。 

1.3.2 撒きだし実験 

１）調査期間 

撒き出し実験は、出現実生調査法により行った。調

査は実験区作成後、2014 年 11 月 17 日、27 日、12 月 8

日、12 月 18～19 日、2015 年 1 月 8～9 日、1月 28～29

日の計 6回、10～20 日おきに行った。 

２）調査方法 

実生の同定は、本葉 1～2枚にまで成長したものを対

象に行った。実験区ごとに各植物種の個体数、同定時

の生育状況（生育段階）を記録した。同定済みの実生

は抜き取ることとした。同定不能なものについては、

発生時期や形態等から同一種とみなされるもののうち

3 本程度に、番号を記したペグを立てて残し、同定可

能な生育段階まで生長させた。ペグを立てた個体以外

は、個体数を計測の上、他の実生の生育の妨げになら

ないよう抜き取ることとした。 

さらに各調査回で、新たな実生発生（子葉段階を含

む）がみられた個体数を記録した。同定不能な子葉段

階の個体にはペグを立てず、調査回ごとに個体数を記

録し、累積の発芽個体数とみなした。そのため、調査

期間中に枯死した子葉段階の個体がある場合は、実際

よりも計測された個体数が少ない可能性がある。 

本調査では、根茎から発芽したものは調査対象から

除いた。ノビル・コモチマンネングサは無性芽からの

発芽の可能性がある。 

３）実生の同定根拠 

 実生の同定は、以下の文献およびウェブサイトを参

考に行った。 

・浅井元朗．2015．植調雑草大鑑．pp357．株式会社全国
農村教育協会，東京 
・浅井元朗．2013．身近な雑草の芽生えハンドブック．
pp120．文一総合出版，東京 
・浅野貞夫．1996．原色図鑑芽生えとたね－植物３態／
芽ばえ・種子・成植物－．pp280． 
株式会社全国農村教育協会，東京 
・大野啓一．2000．芽生えをさがそう（生態園観察ノー
ト NO.8）、．pp14．千葉県立中央博物館，千葉 
・加藤紀子．2013．実生の観察．pp268．橋本印刷，埼玉 
・森田弘彦・浅井元朗．2014．原色雑草診断・防除事典．
pp191．一般社団法人農山漁村文化協会，東京 
・雑草生物情報データベース検索システム 
(http://weeddb.narc.affrc.go.jp/DbMain/) 
・芽ばえ図鑑 
（http://www.ffpri-skk.affrc.go.jp/mebaezukan/） 

1.4 土壌シードバンクと植生等の関係の分析 

1.4.1 シードバンクと植物群落との関係の分析 

1.2 および 1.3 の結果をもとに、シードバンクと植

物群落との関係の分析を実施した。分析の項目は、（１）

地下部のシードバンクと地上部の植物群落との関係分

析、（２）近い将来に成立すると予想される地上部の植

物群落と地下部のシードバンクとの関係分析、（３）地
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下部のシードバンクに基づく、地上部の外来種に関す

る近い将来の侵入段階の変化予測に関する分析である。 

1.4.2 河川攪乱とシードバンクとの関係の分析 

1.4.1 で用いたシードバンクのデータをもとに、各

植生調査地点（土壌採取地点）の冠水頻度の算出結果

を踏まえ、河川攪乱とシードバンクとの関係を分析し

た。 

２．結果と考察 

2.1 外来種の分布拡大及び対策工に関する調査 

2.1.1 河川における外来種の分布拡大に関する調査 

 表-1 に全国および地方部における対象植物の出現

割合を示す。表-1 は、単に出現率を表したものである

が、植物種は全国での出現率が高い順に並べてある。

必ずしも、全国域すべてが潜在的定着可能区域ではな

い場合もありうるが、セイタカアワダチソウ、シナダ

レスズメガヤ、ハリエンジュの順で出現割合が高かっ

た。シナダレスズメガヤ、オオキンケイギクは、本調

査では分布が見られなかったが、オオハンゴンソウは、

北海道の全ての対象河川で分布が見られた。 

2.1.2 河川における外来種対策工に関する調査 

調査の結果、61 件の事例が収集された。対象種別の

内訳は、オオキンケイギク 14 件、オオハンゴンソウ 5

件、ナルトサワギク 1件、オオカワヂシャ 1件、アレ

チウリ 15 件、セイタカアワダチソウ 6件、シナダレス

ズメガヤ 4件、ハリエンジュ 19 件であった（複数の種

が対象とされている対策工は、それぞれの種の件数と

して重複計上した）。対策工の種類としては抜取、刈取、

伐採、抜根、表土はぎとり、天地返し、覆土(チップ被

覆、シート被覆含む)、地盤高下げ(河道掘削)などが見

られた。対策工実施の理由としては、河原固有植物、

在来種への悪影響、外来種駆除、さらにハリエンジュ

に関しては、樹林化防止、河川環境の保全(河川機能、

景観含む)、洪水時の流下阻害の解消(流木の悪影響含

む)、河川巡視時の支障除去、有効利用などの実施理由

が見られた。 

2.2 河川における外来植物等分布調査及び秋期撒き

だし実験結果  

 表-2 は、1.2 で設定した調査対象の外来植物の分布

調査の結果と秋期撒きだしの発芽調査の結果である。 

 事前に想定していた各河川における主たる対象種で

ルート調査及び植生調査で確認されなかった外来種も

見られた。 

 発芽結果では、オオキンケイギクでは、地区による

偏りはあったものの木-3地区では209の発芽が見られ

た。アレチウリでは、発芽時期が春期からであるため、

1 個体しか発芽が見られなかった。なお、発芽調査に

ついては、来年度予定している春期撒きだし調査結果

も合わせて検討を行う予定である。 

2.3 土壌シードバンクと植生等の関係の分析 

 土壌シードバンクと植生等の関係の分析についても、

発芽調査結果が時期による偏りがあるため、来年度予

定している春期撒きだし実験の結果も合わせて検討を

行う予定である。 

 

［成果の活用］ 

 河川管理の現場で活用しやすい外来植物対策の解説

書の作成を予定。 

 

［参考文献］ 

1) 環境省ホームページ 
http://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/ 

2) 西廣淳・西廣美穂（2010）「湿地の土壌シードバン 
ク調査法」，鷲谷ほか編『保全生態学の技法』，東

京大学出版会，297-313． 

表-2 主たる対象種の植生調査結果及び発芽結果 

植物種名
セイタカアワダチソウ 7 47% 17 100% 18 100% 15 100% 19 100% 15 100% 13 100% 8 100% 20 100% 132 94%
シナダレスズメガヤ 0 0% 17 100% 17 94% 15 100% 19 100% 15 100% 13 100% 8 100% 20 100% 124 89%

ハリエンジュ 13 87% 17 100% 17 94% 15 100% 16 84% 14 93% 10 77% 5 63% 8 40% 115 82%
アレチウリ 1 7% 17 100% 18 100% 7 47% 17 89% 14 93% 13 100% 6 75% 12 60% 105 75%

オオキンケイギク 0 0% 13 76% 13 72% 15 100% 16 84% 13 87% 13 100% 6 75% 16 80% 105 75%
オオハンゴンソウ 15 100% 16 94% 3 17% 8 53% 4 21% 3 20% 3 23% 0 0% 0 0% 52 37%
オオカワヂシャ 0 0% 3 18% 12 67% 5 33% 7 37% 14 93% 7 54% 3 38% 0 0% 51 36%
ナルトサワギク 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 3 16% 5 33% 0 0% 1 13% 0 0% 9 6%
対象河川数 15 17 18 15 19 15 13 8 20 140

表-1　対象植物種の全国および地方部における出現割合
中国 四国 九州 全国

注）植物種毎の地方及び全国の数値は、左が出現河川数、右が出現割合で対象河川数は各植物とも同じ。

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿

確認さ

れた対
象種数

発芽総

個体数

発芽

種数

北-1 ● ● 2 379 24
北-2 ● 5 ○ ● 3 736 32
北-3 ● 2 ● 1 ● 3 959 27
荒-1 ● 3 1 715 23
荒-2 ● 8 ● 1 2 1054 28
荒-3 ● ● 2 1724 35
鬼-1 ○ ○ ● 39 3 566 29
鬼-2 ● ○ ● 3 773 27
鬼-3 ○ ● 2 124 20
多-1 ● ● ● ● 4 764 36
多-2 ● 1 ● ● ● 6 4 1434 44
多-3 ● 1 ○ 2 1658 31
木-1 ○ ○ ● ● 2 4 892 45
木-2 ● ● ● 3 598 34
木-3 ● 209 ● 2 1391 28
吉-1 ○ ● ● 2 3 240 21
吉-2 ● ● 2 2 523 35
吉-3 ● ● 2 2309 29

6 2 0 13 15 11 18

注１）網掛セルは、事前に設定した「主たる対象種」を表す。

注２）●は植生調査箇所、○はルートセンサスのみで確認されたことを表す。

注３）同じ植物種の右側は発芽個体数。

オオキン

ケイギク

オオハン

ゴンソウ

ナルト

サワギク

オオ

ブタクサ
アレチウリ

シナダレ

スズメガヤ

確認地区数

北上川

荒川

鬼怒川

多摩川

木曽川

吉野川
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猛禽類等の生息環境の定量的な把握手法 

及び効率的な環境保全措置の検討 
Research on developing technologies for habitat evaluation and a method of efficiently environmental 

conservation measures for rare raptors
（研究期間 平成 25～27 年度）

 防災・メンテナンス基盤研究センター 室長   栗原 正夫 

 Research Center for     Head   Masao KURIHARA 
 Land and Construction Management  研究官   上野 裕介

 緑化生態研究室    Researcher   Yusuke UENO 
Landscape and Ecology Division  

          
This study aims to make improvements to the monitoring of raptors on environmental assessment, 

which takes a lot of cost and time. The authors try to construct “species distribution models (SDMs)” to 
estimate the raptor’s habitat conditions more effectively and quantitatively. The SDMs is derived from 
statistical analysis of the relationship between the position of distribution of raptors and environmental 
factors at the landscape level (e.g., vegetation, geography). In addition, new monitoring techniques for 
aerial animals are rapidly developing (e.g., Radar, Full spectrum camera, bio-logging technologies). 
Thus, we will try to efficiently monitor raptors using these techniques and SDMs. 

［研究目的及び経緯］ 

国土技術政策総合研究所では、頻繁に環境アセスメ

ントの対象となる猛禽類について、効果的な環境保全

措置と効率的・効果的なモニタリング手法の確立を目

指している。猛禽類については、生息環境を定量的・

効率的に把握するための手法が確立されておらず、道

路事業においてもその保護・保全のために未だ多くの

人員と期間を必要としている現状がある。また、現場

間で情報の蓄積・共有が十分に行われておらず、今後

も調査が必要な情報と既存知見から予測可能な情報

（調査の縮小が可能な項目）を峻別する必要が生じて

いた。これらの情勢をふまえ、H25 年度に、既存情報

を用いて猛禽類の営巣環境ならびに餌場環境を定量的

に評価する『生息適地モデル（Species distribution 
model）』を試作した。

今年度は、１）試作済みの『生息適地モデル』に新

たにデータを追加し、モデルの精度検証と改良を行い、

既存情報を用いた環境把握技術の向上を図った。また、

２）道路事業現場における実際のモニタリングの効率

化を目的に、近年発展著しい新技術を用いた猛禽類調

査の可能性と技術的課題について整理した。

［研究内容］ 

1.データ基盤の整備と予測モデルの検証・改良 

『生息適地モデル』は、生物種の分布/非分布情報と

環境要因との関係を、GIS（地理情報システム）と統

計的手法によって分析し、予測式を構築する。そのた

め精度の高い予測には、十分な数の生物の分布情報（猛

禽類の営巣位置や餌生物の分布）に加え、予測対象範

囲の環境要素（植生、地形等）の情報が必要となる。

生物情報については、全国の直轄道路事業等におけ

る調査業務報告書（平成 21～25 年度）を収集し、生物

の確認位置情報を抽出した。また生物多様性保全基礎

調査の結果（環境省生物多様性センター）を入手した。

環境情報は、インターネット上で公開されている基

盤地図（国土地理院）や植生図（環境省生物多様性セ

ンター）を入手した。これらを用いて、猛禽類の営巣・

餌場適地の予測モデルの作成・改良に必要な全国の生

物情報及び環境要因のデータセットを GIS に統合した。

猛禽類の営巣適地の予測には、確認位置情報（在情

報）のみで比較的、精度の高い予測が可能な MaxEnt
法（機械学習の一種）を採用した。予測の対象は、頻

繁に環境アセスメントの対象となる猛禽類 5 種（オオ

タカ、サシバ、ミサゴ、クマタカ、ハチクマ）とし、

全国、地方、地域の 3 階層で行った。

2. 新技術等を用いた猛禽類調査手法の効率化の検討 

現状の道路事業における猛禽類調査は、目視による

定点観察が主体であり、調査には多くの人員と期間を

必要としている。また精度の高い調査のためには、経
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図-1 東北地方のサシバを対象とした予測結果の比較

右図は H25 年度の予測結果、左図は H26 年度の改良後の

予測結果。営巣適地図は、赤いほど営巣のポテンシャルが

高く、青や白に近づくほど低い。データの当てはまりを示

す ROC 曲線（赤線：予測モデルの作成用データ、青線：検

証用データ）から求めた AUC 値は、H25 年に比べ H26 年の

予測モデルで高く、推定精度が向上したことがわかる。 

験豊かな調査員が必要である。これら猛禽類調査を効

率化・高度化するため、まず現状の猛禽類調査におい

て必要とされる技術（手引き等に規定されている調査

項目）を整理した。次に、既に猛禽類以外の動物調査

で使用中または実証段階の新技術の中から、道路事業

での猛禽類調査への援用が見込まれる技術を抽出し、

援用する上での技術的課題について検討した。

 

［研究成果］ 

1. データ基盤の整備と予測モデルの検証・改良 

昨年度整理した全国の 1800 か所超の猛禽類の営巣

位置情報に、今年度新たに収集した全国の直轄道路事

業における調査業務報告書（平成 25 年度）等から、計

849 か所の営巣情報を追加し、予測の改良を図った。

また、予測に使用する環境変数を増やし、より猛禽類

各種の生態的特性を考慮した予測モデルへと改良した。

例えばサシバは、森林と水田・畑が細かく入り組ん

だ里山景観を代表する中型の猛禽類である。図-1 は、

東北地方におけるサシバの営巣適地を、1×1ｋｍの範

囲ごとに予測したものである。図-1 の右図は、H25 年

度に試作した予測モデルによる結果であり、左図は

H26 年度に改良した予測モデルによる結果である。

H25 年度の予測適地図では、全体的に似た色合い（い

ずれの場所も似たようなポテンシャル値）であったの

に対し、H26 年度の改良モデルでは、ポテンシャルの

高い場所（赤色）と低い場所（青色・白色）が明瞭に

区別され、予測の判別性能が上がっていることが示さ

れた。このことは、予測の当てはまりを定量的に示す、

ROC 曲線と AUC 値からも示された。同様の分析、改

良は、東北以外のサシバや他種（オオタカ、ミサゴ、

クマタカ、ハチクマ）についても実施し、いずれも予

測モデルの改良ができた。

2. 新技術等を用いた猛禽類調査手法の効率化の検討 

整理の結果、現状の猛禽類調査では、(1)個体の位置

を確認する技術、(2)繁殖状況を確認する技術、(3)個体

の生息を確認する技術、(4)個体を識別する技術、が求

められていることがわかった。これらの整理に基づき、

レーダーやマルチスペクトルカメラ、位置追跡装置な

ど 23 種類の新技術等を取り上げ、個々について、猛禽

類調査における実用化の段階（研究・開発段階～実用

化済）、技術の長所・短所、使用にあたっての必要な準

備、制約などの技術的課題を明らかにした（図-2）。
 

［成果の活用］ 

予測モデルと新技術によるモニタリングを併用する

ことにより、環境アセスメントにおける猛禽類調査の

効率化（調査地点の絞り込みや、モニタリング機器の

使用等）や環境保全対象地域の優先順位付けを定量的

評価基準により行うことが可能になる。今後も本業務

の成果をブラッシュアップし、次回改訂の「道路環境

影響評価の技術手法」に反映するとともに、事業現場

に広く情報提供していきたい。 

 
H26 予測適地 サシバ H25 予測適地 サシバ 

 

ROC 曲線（H26） ROC 曲線（H25） 

図-2 新技術の特徴を整理した表（例） 

猛禽類調査における実用化の段階、技術の長所・短所、

必要な準備、制約などについて整理した。
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自然共生型社会の実現に向けた生物多様性の評価・予測モデルの 

開発と国土政策への反映 
Research on the development of evaluative and predictive models of biodiversity and the application to 

national land policy for the realization of society co-existing with nature 

（研究期間 平成 26～27 年度） 
 
 防災・メンテナンス基盤研究センター  研究官   上野 裕介  
 Research Center for     Researcher   Yusuke UENO 
 Land and Construction Management   
 緑化生態研究室     

Landscape and Ecology Division  
           

This study aims to make improvements to the evaluation and prediction of the potential of 
biodiversity and key sites for conservation using statistical models. The author tries to construct 
“species distribution models (SDMs)” to estimate the habitat conditions and biodiversity more 
effectively and quantitatively. The SDMs is derived from statistical analysis of the relationship between 
the position of distribution of organisms and environmental factors at the landscape level (e.g., 
vegetation, geography). In addition, the author tests new surveying techniques of environmental 
factors (i.e., aerial photograph using UAV, and air-photo interpretation using SfM analysis).  
 
［研究目的及び経緯］ 

本研究は、自然環境をはじめ国土に関する基盤情報

（ビッグデータ）を共有し、それらを活用した効率の

良い国土管理や環境保全計画の策定を目指す「課題解

決型」の研究である。特に、道路などのインフラ整備

計画や都市計画策定の際に、生物多様性や希少種の保

全上重要な地域を回避できるような計画手法や行政的

なしくみを担保する学術的基盤の構築を目的に、統計

的手法により全国、地方、地域などの様々な規模で保

全上重要な場所を予測・評価する数理モデルを開発す

る。あわせて、予測の精度・頑健性・汎用性の検証、

重要地域の明示、現実的なロールモデルの提案を行う

ことを目的としている。 
本年度は、これまでに収集した希少生物種（動植物）

の分布位置情報を GIS に入力するとともに、解析に必

要な全国の植生等の環境情報を整備した。あわせて既

存の生物分布情報を用いて対象種の生息環境を定量的

に評価する『生息適地モデル（Species distribution 
model）』を構築し、試行した。また、小型 UAV（ドロ

ーン）を用いた環境調査についても取組みを開始した。 
 

［研究内容］ 

1.環境データベースの整備と数理モデルの開発・検証 

『生息適地モデル』は、生物種の分布/非分布情報と

環境要因との関係を、GIS（地理情報システム）と統

計的手法あるいは数理モデルによって分析し、予測式

を構築する手法である。そのため精度の高い予測には、

十分な数の生物の分布情報に加え、予測対象範囲の環

境要素（植生、地形等）の情報が必要となる。 
生物情報については、全国の直轄道路事業において

平成 21～25 年度に実施された環境調査業務の報告書

や、環境省が実施した生物多様性保全基礎調査の結果、

地方自治体による生物調査結果（出版物）などを収集

し、生物の確認位置情報を整理した。環境情報は、イ

ンターネット上で公開されている基盤地図（国土地理

院）や植生図（環境省生物多様性センター）などを入

手した。これらを用いて、全国の生物および環境のデ

ータセットを GIS に統合し、データベースを整備した。 
 

2. 小型 UAV を用いた環境調査手法の開発 

上記、予測モデルの精度の向上には、詳細な環境情

報の取得が欠かせない。この点で、近年の急速な小型

UAV（Unmanned Aerial Vehicle，別名：ドローン、マル

チコプター）の進歩と普及は、実務や研究の現場を変

えつつある。特に防災分野での導入が先行しているが、

自然環境分野においても、空撮写真を利用した河川や

湿地の環境把握や、森林の植生判読に UAV を用いた

例が出てきた。そこで本研究では、最新の UAV を用

いた空撮と写真測量技術を組み合わせた地形や植生の

立体計測を試行している。 
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［研究成果］ 

1. 環境データベースの整備と数理モデルの開発・検証 

現在進行中の研究であるため、一部を紹介する。 
その一つは、東京都における過去 40 年間の鳥類の分

布変遷予測である。これは東京都が 1970 年代と 1990
年代に行った鳥類の繁殖分布調査の結果と、当時およ

び現在の土地利用情報を基に、都内全域の生息ポテン

シャルを 1×1ｋｍの範囲ごとに予測した。予測には、

一般化線形モデルを用い、クロスバリデーションによ

る精度検証を行った。その結果、生息適地の分布傾向

は、種の生態的特性に応じて変化していた（例：森林

性鳥類であるウグイスと草地・農耕地性鳥類のヒバリ、

農耕地・住宅地性のスズメ：図-1）。特にヒバリは、経

年的に分布域が大幅に減少していることがわかった。 
現在、より過去の土地利用情報を用い、長期間の土

地利用変化が鳥類相に及ぼす影響を解析している。ま

た、鳥以外の分類群や他地域についても解析を進め、

生物多様性の評価・予測モデルの開発と、予測を実務

に活用する上での課題検討を行っている。 
今後は予測精度の向上を目指し、各種の統計解析手

法（例：データの確率分布型を考慮した手法（GLM：

一般化線形モデル）や非線形モデル（GAM：一般化加

法モデル）、ベイズ推定、機械学習（マシンラーニング）

を活用した予測手法）の数学的特性を精査し、最適な

予測手法を検討する。 
 

2. 小型 UAV を用いた環境調査手法の開発 

実機を用いた試験の結果、これまでに UAV を用い

ることの 2 つの利点が明らかになった。 
第 1 の利点は、高精細な空撮が、安価で繰り返し撮

影可能なことである。従来の航空機や衛星による空撮

では、撮りためてあるアーカイブ画像を購入、もしく

はその都度、空撮を依頼する必要があった。前者は必

要な時期の情報が得られず、後者は費用が高額になる。

この点、UAV では、撮影範囲は限られるものの、必要

な時期に必要な範囲を自分で撮影することができた。 
第 2 の利点は、回転翼式の UAV（マルチコプター）

を用いることで、低空でのホバリング（空中静止）や

上下前後左右への自由な移動が可能となるため、複雑

な形状をした対象物であっても様々な角度から撮影を

行うことが可能な点である。樹林に覆われた小河川や

水平方向からの樹木撮影など、これまでに得られなか

った空撮画像を手に入れることができるようになった。 
今後は、空撮と写真測量技術を組み合わせた SfM 技

術（Structure from Motion：対象物の 3 次元構造を異な

る方向から撮影した複数の写真から復元する手法）を

活用し、既存の GIS 情報と、人の手による詳細計測の

間にあった壁、すなわち景観レベルでの効率的な環境

計測技術の開発と計測精度の向上を図る予定である。 
 

［成果の活用］ 

これらの研究を通じ、効率の良い国土管理や環境保

全計画の策定を支援する学術的基盤を構築し、産官民

の各分野で現実的なロールモデルの提案につなげたい。 

図-1 1970 年代、90 年代、2010 年代の東京の土地利用と予測された鳥類 3種の生息ポテンシャル（未発表） 

 
図-2 空撮に使用している小型 UAV 

4 枚羽式の機体。カメラは機体下部に装着されている。 
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歴史的風致を支える伝統技術の効果分析及び活用手法に関する研究 
Research on the use of traditional construction techniques and its effect on historic landscape 

（研究期間 平成 25～26 年度） 
 
 防災・メンテナンス基盤研究センター  室長   栗原 正夫 
 Research Center for     Head   Masao KURIHARA 
 Land and Construction Management  研究官   曽根 直幸 
 緑化生態研究室    Researcher   Naoyuki SONE 
 Landscape and Ecology Division  研究官   西村 亮彦 
              Researcher   Akihiko NISHIMURA 

           
This study aims to establish basic information about the use of traditional construction techniques in 

historic district. The authors try to reveal regional characteristics of Japanese traditional construction 
techniques used in urban equipment such as pavement, stone masonry, brick masonry, clay wall, 
hedge and wind break. The authors carry out several case studies in order to evaluate the effect which 
the use of traditional construction techniques has on the historic value of urban landscape. 
 
［研究目的及び経緯］ 

国交省では、平成 20 年の「地域における歴史的風

致の維持及び向上に関する法律」（通称：歴史まちづく

り法）成立以降、全国における歴史まちづくりの取り

組みを支援してきた。国総研でも、歴史まちづくり法

の運用改善に資する技術的支援を進めるべく、歴史的

風致の維持向上に係る技術的配慮事項、歴史的風致維

持向上計画の進行管理・評価制度の設計、災害時にお

ける歴史的風致の維持に関する研究等を行ってきた。 
本研究は、様々な歴史的風致を支える基盤、及び歴

史まちづくりの評価につながる伝統的な土木技術、造

園技術等に関する効果の分析、活用手法の検討を行う

とともに、歴史的風致維持向上計画に関する情報収集

を行いデータベース化し、計画内容や各種制度の活用

状況、その効果発現の事例を一元的に把握・情報提供

できる体制を整えることを目的とする。 
 

［研究内容］ 

１．土木施設等に係る伝統工法 

わが国における歴史的価値の高い土木施設等に適用

される伝統工法の内、舗装、石積み、土塀・石塀、生

垣・屋敷林、煉瓦の 5 項目について、歴史的変遷、技

術的な特徴、地域的特徴、適用上の課題をそれぞれ整

理した。平成 25 年度は西日本、平成 26 年度は東日本

を中心に、文献調査とヒアリングに基づく情報収集を

行った。 
２．歴史的価値の高い土木施設の整備 

歴史的風致維持向上計画認定都市における歴史的価

値の高い土木施設の補修・整備について、まちづくり

上の効果を検証した。歴まち計画認定都市の歴史まち

づくり担当部局に対するアンケート調査を実施し、平

成 26 年度は 16 都市における 31 事業、平成 27 年度は

14 都市における 37 事業について回答が得られた。 
３．歴史的風致維持向上計画認定都市データベース 

平成 25 年 5 月時点の全認定都市 38 市町について、

認定都市の基本情報、認定都市のタイプ、維持向上す

べき歴史的風致、重点区域、歴史的風致維持向上施設、

歴史的風致形成建造物、歴史的風致維持向上支援法人

に関する情報を収集し、データベースとして整理した。 
 

［研究成果］ 
１．土木施設等に係る伝統工法 

 舗装の伝統工法としては、波板上凹凸面、敷葉工法、

掘り込み地業、版築盛土工法、V 字型掘割道等が確認

されたが、その地域的な特徴・差異は今回の調査では

見受けられなかった。近年、歴史地区における石畳舗

装、石畳風舗装が全国的に整備されているが、歴史的

には、石畳舗装はわが国の道路において一般的に採用

されていた工法とは言えないことが確認された。 

 石積みについては、城郭建設を通じて全国へ普及し

た代表的な工法である穴太積みのほか、大谷石や阿波

青石等、地域固有の材料に由来する固有の技術が存在

することが確認された。石積みの適用については、空

積みの技術基準がないこと、継続的な維持管理の現場

が少ないこと、地場産材の入手が困難であることなど、

様々な課題が明らかになった。 

 土塀の代表的な伝統的工法としては、築地塀、筋塀、

瓦塀、なまこ壁、練り塀等が確認された。石塀につい

－ 27 －



 

 

ても、地場産材の特徴に応じた工法が確認されたほか、

博多塀やトンバイ塀など、地域性のある素材を使用し

た固有の工法が確認された。土塀・石塀の課題として、

材料となる土・石の入手が困難であること、塀の多く

が個人所有物であることが明らかになった。 

 生垣については、樹種や刈込形状の歴史的変遷が確

認されたほか、屋敷林についても、５つの伝統的な形

態が確認されている。土塀・石塀同様、生垣・屋敷林

も個人所有であることが、地域レベルでの一体的な保

全の展開を阻んでいることが明らかになった。 

 煉瓦については、明治 5年の東京大火以後普及が進

んだものの、大正 12 年の関東大震災以降、大幅に利用

が縮減していったことが確認された。また、明治初期

まではフランス積み、明治 20 年代以降はイギリス積が

主流であったことも確認された。煉瓦構造物について

は、多様な積み方が存在したことが明らかになってお

り、その補修・復元にあたっては、元々の積み方を精

査する必要があると言える。 

 

図-1：伝統工法の分布（例：土塀・石塀） 

 

２．歴史的価値の高い土木施設の整備 

歴史的価値の高い土木施設の補修・整備の効果につ

いては、施設の種別を問わず、施設周辺の歴史的風致

や歴史的景観の魅力が高まったとする評価が、数多く

挙げられた。施設別に見ると、城郭の整備について、

それ自体が特に歴史的価値の高い施設であることから、

技術・工法の発掘や人材育成といった効果が確認され

た。一方、道路・街路においては、施設周辺の環境・

景観に配慮することで、まちの回遊性の向上、周辺施

設における整備への波及といった効果が見られた。 

 これら土木施設の補修・整備における工法の選定に

ついて分析を行ったところ、施設自体及び施設周辺の

歴史的価値に対する考え方と、使用する材料に基づき、

図-2 の 1 から 4に示す 4類型が抽出された。施設自体

に文化財的価値が認められるような城郭については、

本来の部材を使用することが原則となる。一方、施設

自体よりむしろ周辺地域に歴史的価値が認められる、

道路・街路等の整備については、歴史的環境に配慮し

ながら、一般に流通する資材を使用するケースが多い。 

 
図-2：土木施設の補修・整備における工法選定 

 

３．歴史的風致維持向上計画認定都市データベース 

 随時更新が可能なデータベースを構築するとともに、

データベースと連動し、集計項目に応じた情報検索が

可能なウェブサイトを設計した。ウェブサイトは、歴

史まちづくり関係者から一般まで幅広い層を対象とし

ており、国総研 HP 内で公開することを検討している。 

 
図-3：ウェブサイトのトップページ 

 

［成果の活用］ 
本研究の成果は、歴史性や地域性に配慮した土木施

設の補修・整備を計画するための、基礎資料として参

照される。 
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質の高い道路空間の再編・利用に係る計画手法に関する研究 
Research on planning method of improvement in the quality of urban space through road 

reconstruction and street management 
（研究期間 平成 26～28 年度） 

 
 防災・メンテナンス基盤研究センター  室長   栗原 正夫  
 Research Center for     Head   Masao KURIHARA 
 Land and Construction Management  研究官   西村 亮彦  
 緑化生態研究室    Researcher   Akihiko NISHIMURA 

Landscape and Ecology Division  
           

This study aims to figure out planning method of road reconstruction and street management which 
can provoke area development and improvement in landscape. In the first year, the authors carry out 
analysis of 80 case studies. According to its result, the authors propose criteria to evaluate the quality 
of urban road space and the effect of road reconstruction project. The authors also propose a set of 
strategies to promote collaboration between road reconstruction project and regional road 
development program such as Japan Scenic Byway. 
 
［研究目的及び経緯］ 

近年、一体的な景観形成や地域振興の観点から、沿

道の施設や公共交通機関等と連携した、公共空間とし

ての道路の機能向上が求められている。こうした中、

空間の再配分や沿道の修景を伴う道路の再整備が進め

られるとともに、道路空間を利用した多様なサービス、

地域活動が全国各地で展開してきたが、その事業スキ

ームについては十分な検証がなされていない。 
本研究は、道路と他施設、市街地と郊外等を横断す

る複数事業の連携や、地域活動の効果的な活用等を通

じて、地域づくりや景観形成を拡充できる、道路空間

の再編・改築手法を提案することを目的とする。全国

から道路空間の再編・改築事例を収集し、事業の組織

体制、補助金・制度の活用、デザイン上の工夫、整備

後の維持管理・運用方策等を明らかにした上で、各事

業の計画手法と効果を検証する。 
 
［研究の内容］ 

平成 26 年度は、全国における道路空間の再編・改

築事例を 80 件収集し、各事業の経緯、実施体制、整

備内容、関連事業、事業効果等を整理した。 
収集した事例について、道路・場所の性格、事業の

目的、再編・改築の手段に基づく類型化を行った。こ

の類型に基づきながら、再編・改築後の道路空間の質

を評価する基準を検討した。 
また、道路を核とした広域の地域活動として、日本

風景街道の取り組みを例にとり、道路空間の再編・改

築との連携方策を検討した。 

［研究の成果］ 

１．80 事例の収集・分析 

全国から、現道整備の事例 69 件、大規模な改築事

例 5 件、モビリティ拡充や多目的利用を通じた再編事

例 6 件を収集した。現道整備の内、現道拡幅を採用し

た事例は、整備前の幅員が 10m 以下のものでは 35 件

中 9 件、整備前の幅員が 10m 以上のものでは 34 件中

3 件に止まった。大規模な用地買収を必要とする現道

拡幅が、事業の長期化や事業費の拡大を招く一方、現

道拡幅を伴わない空間再配分や施設更新等の手法は、

事業費を抑えながら短期間で交通機能の向上、賑わい

創出などの効果を上げることができるため、近年、再

編・改築の手段として採用される傾向にあると言える。 
 現道拡幅の場合、12 件中 8 件で沿道建築物に対する

行為制限が行われている一方、現道拡幅を伴わない空

間再配分における行為制限は、全体の約 40%に止まっ

た。沿道地権者間の合意形成が難しいことや、ガイド

ライン等が作成された場合でも効果の発現に時間を要

すること等、現道拡幅を伴わない場合における沿道修

景上の課題が確認された。今後は、行政主導の景観計

画等の制限に加え、まちづくり会社や住民組織の創意

に基づく景観協定の活用等も視野に入れた、景観法の

運用が期待される。また、商店街など沿道で一つの目

標を共有している場合、素材や色彩の統一など簡易な

方法でまとまりのある街路景観を実現している事例も

散見され、街路景観の統一を検討する上で参考となる。 
 近年、計画・構想段階から住民等の意向を把握して、

ハード整備の内容に生かすケースが増えており、全 80
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件の内、71 件で住民との協働による検討体制が組まれ

ていた。ただし、ハード整備の会議体が完成後の運営

にまで継続的に関わっている事例は少なかった。整備

後の道路の運営には、民間主体のまちづくり会社など

によるエリアマネジメントを活用した事例も見受けら

れ、今後注目すべき動向と言える。 

 
写真 1：空間再配分と施設更新（長野 中央通り） 

 
写真 2：現道拡幅と沿道修景（南魚沼 牧之通り） 

 
写真 3：効果的な街路景観の統一（豊田 桜町本通り） 

写真 4：まちづくり会社による運営（札幌 駅前通地下） 

２．類型化と質的向上の評価 

80 事例について、道路・場所の性格、事業の目的、

再編・改築の手段に基づく類型化を行った。道路空間

に求められる質が、都市構造における位置づけ（格）

に左右されることを踏まえ、道路・場所の性格に基づ

く分類を基本とした。基本類型として、目抜き通り（商

業系・業務系・住宅系）、表通り（商業系・飲食系・業

務系・住宅系）、裏通り（商業系・用途混在・住宅系）、

横丁・路地、自動車専用道路、プロムナード（商業系・

住宅系）、歴史的な道、観光的な道、その他を設定した。 
類型化と並行して、各事例における整備を通じて得

られた空間的な質の向上について、分析を行った。使

い勝手、居心地の良さ、賑わい等、定量的な把握が難

しい項目を評価するための基準として、感覚的快適性

（交通機能・環境保全・防災・身体的快適性）、知的・

精神的充足感（歴史的持続性・文化的持続性・新たな

都市活動やサービスの充実）、礼的秩序感覚（住民等に

よる維持管理の促進・民地外構のしつらえ）の３つの

評価軸を提示し、各類型における質の向上を評価した。 

 
図-1：道路・場所の性格に基づく類型の例 

 
３．風景街道との連携 

 日本風景街道登録路線との重複・近接が確認された

17 件の事例の内、風景街道との連携が見られたのはわ

ずか 1 件だった。そこで、これらの事例について、道

路空間の再編・改築を風景街道の取り組みと連動させ

ることで、景観形成・地域振興に相乗的な効果を生み

出す具体的な仕組みを検討し、周辺地域取込み型、市

街地ルート・ネットワーク拡充型、道路空間活用発展

型、モビリティ拡充型の４つの方策を提示した。 
 
［成果の活用］ 

収集した 80事例について、事業の経緯や整備内容、

組織体制、事業効果等をまとめた事例集を作成し、自

治体や研究機関、コンサル等から広く参照される資料

として、国総研 HP で公開することを検討している。 
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人口減少や都市の縮退等に対応した緑の基本計画の策定技術に関する研究 
Research on the method of making Green Master Plan to respond to population decline and 

degeneration of cities etc. 
（研究期間 平成 25～27 年度） 

 
 防災・メンテナンス基盤研究センター  室長  栗原 正夫  
 Research Center for     Head  Masao KURIHARA 
 Land and Construction Management  研究官   曽根 直幸 
 緑化生態研究室     Researcher Naoyuki SONE 

Landscape and Ecology Division   
 
 We are researching basic planning technologies for greenery in response to population decline and 
degeneration of cities”. In FY2013, the division organized existing knowledge from the perspective of 
responding to new social needs predicted to intensify in the future and to the functions of greenery, 
and at the same time, collected advanced cases of greenery plans in foreign countries. 
 
［研究の目的及び背景］ 

 都市のみどりは、身近な遊びや休息の場の提供、植

物の蒸発散によるヒートアイランド現象の緩和、市街

地火災時における延焼防止など、安全で快適な都市生

活に欠かせない機能を有するインフラである。これま

で公園緑地行政においては、"都市が拡大基調にある中

で如何に緑を保全・創出するか"を第一に、緑の基本計

画（都市緑地法第４条）をマスタープランとする計画

的な公園整備・緑地保全・都市緑化を推進してきた。 

しかし今後は人口減少や都市の縮退等を背景に、「拡

大を前提としない社会にあっても、みどりを通じたま

ちづくりによって人々の幸せな暮らしを実現する」こ

とを目指し、幅広い視点からの公園緑地行政、またそ

の指針となる緑地計画の策定へと発想の転換が要請さ

れる。 

例えば、開発時に整備された公園が人口構成の変化

などにより機能を発揮できなくなる例が見受けられる

一方、非計画的に発生した空閑地をうまく利用するこ

とで地域の魅力向上につなげている事例もある。 

 緑化生態研究室では、このような問題意識のもと、

「人口減少や都市の縮退等に対応した緑の基本計画技

術に関する研究（研究期間：H25～H27）」を行っている。

 平成 26 年度には、国内の緑の基本計画の先進事例を

対象とした整理を行い、人口減少への対応状況等につ

いての分析を行った。また、学識経験者に協力いただ

き研究会を設置し、今後の緑の基本計画に求められる

新たな役割や方向性について議論を行った。 

  

［研究内容］ 

１．調査対象事例の選定 

 平成 25 年度における研究会での議論を踏まえ、人口

減少等の課題に対応する今後の緑の基本計画のあり方

として、検討すべき視点と対応する事例を抽出した（表

-1）。 

２．今後の緑の基本計画のための新たな視点と役割 

 調査対象とした 30 事例と研究会委員からの話題提

供から、今後の緑の基本計画に取り入れるべき視点と

課題を検討し、今後の緑の基本計画に求められる２つ

の役割を整理した。 

 研究会では、グリーンインフラストラクチャーの実

現と緑の基本計画の役割、シミュレーション技術によ

る緑の機能評価を活用した新しい緑地計画像、ニュー

タウン再生にみる緑地計画、緑による社会問題の解決、

自然資源の利用による持続可能性の向上、緑地マネジ

メントによる新たな価値観・ライフスタイルの提示と

いったアイデアが議論になった。 

 先進的な事例では、公園や緑の量的充足を図るだけ

でなく、緑地や自然資源の利用を通じて地域の魅力や

持続可能性を如何に高めるかという方向で試行や検討

が始まりつつある。今後の緑の基本計画には、地域の

自然環境のポテンシャルを評価し自然立地的な土地利

用の方針を示すという環境保全・問題解決型のアプロ

ーチに加え、地域経営の観点から緑地を活用する計画

としての位置付けと策定技術が必要と考えられる。 

３．研究報告骨子のとりまとめ 

 １．及び２．の結果を踏まえ、研究報告の骨子を作

成した（図-１）。平成 27 年度には、この骨子をベース

として、これまで収集してきた事例などの情報、公園

緑地分野以外の専門家との意見交換も行い、緑の基本

計画の今後のあり方に関する報告書を作成する予定で

ある。 

［参考文献］ 
1)国総研レポート 2015 

http://www.mlit.go.jp/report/press/toshi01_hh_000013.html 
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表-1 人口減少等の課題に対応する今後の緑の基本計画のあり方として検討すべき視点と対応する事 
検 討 す べ き 視 点 対 応 す る 事 例 

新たに取り入れるべき
概念 地域のﾆｰｽﾞに即したｽﾄｯｸの活用 

・足立区（地域のﾆｰｽﾞに即したｽﾄｯｸの有効活用） 
・北九州市（狭小公園の機能分担や統廃合などによる既存公園の有効活用） 
・名護市（身近な公園の整備方針（既存施設・未利用地活用、整備）） 

持続可能な公園緑地のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ・名古屋市（民間活力の導入を含む公園経営基本方針、事業化展開ﾌﾟﾗﾝ） 
ﾚｼﾞﾘｴﾝｽ概念の導入 ・仙台市（復興計画にもとづく見直し） 

指標の見直し 多くのｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰが共有・共感できる
指標設定 

・武蔵村山市（緑被率と一人当りの基幹公園面積、その他多くの成果目標を設定） 
・座間市（総合政策との指標の整合をとり、多くの主体と共有できる目標を設定） 

地域の課題や将来像に対応した指標
設定 

・港区（雨水の実質浸透域率を成果目標に定めている） 
・世田谷区（農用地の減少率を成果目標に定めている） 
・横浜市（水面や緑に囲まれたｸﾞﾗｳﾝﾄﾞなどを加えた「水緑率」を定めている） 

緑地の定義の見直し 
 

新たな緑地の定義 ・台東区（可動式植栽も緑と定義） 
多様な緑地を対象とするための行政
施策 

・流山市（ｸﾞﾘｰﾝﾁｴｰﾝ戦略に基づく、ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ設定による民間事業者支援） 
・横浜市（みどり税導入、特別会計の創設による計画実現性の向上） 

緑地の評価・機能 
土地のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの分析・評価 ・町田市（現行の土地利用に基づく緑地の評価、民有地を含む保全候補地の選定） 

・流山市（ｸﾞﾘｰﾝﾁｴｰﾝ戦略に基づく、ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ設定による民間事業者支援） 

緑地による地域ｺﾐｭﾃﾆﾃｨの再生・生き
がいづくり 

・練馬区（環境保全型農業の推進、農園事業の拡充） 
・江戸川区（農の拠点となる公園整備によるｺﾐｭﾆﾃｨの形成、園芸福祉等） 
・志摩市（農振農用地の保全、観光・体験や環境学習の場として休耕地の活用） 

緑地による健康づくり ・足立区（身近な健康づくりの場の整備、ｳｫｰｷﾝｸﾞの環境づくり） 
・北九州市（都市公園を体系的に活用した運動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、引きこもり防止の散歩道など） 

集約型都市構造化を見
据えた緑地計画 自然立地的土地利用計画の適用 ・多摩市（利用特性や立地特性等をふまえた公園緑地施設の再整備） 

・横須賀市（居住者減少に備えた谷戸地域のみどり再生のあり方の検討） 

防災・減災に配慮した緑地の配置 
・仙台市（海岸地域のみどりによる多重防御） 
・明石市（民有地を含む流域毎の浸水被害軽減策） 
・大垣市（輪中堤の公共施設緑地としての位置づけ、公園への調整池機能の導入） 

空閑地の活用 ・柏市（行政仲介による民有地の貸出（ｶｼﾆﾜ制度）） 
・丸亀市（空き地、休耕田における花づくり支援制度を創設） 

緑地資源の活用による低炭素社会の
実現 

・浜松市（みどりﾋﾞｼﾞﾈｽ活性化の観点からﾊﾞｲｵﾏｽﾀｳﾝ構想を位置づけ） 
・堺市（下水再生水の利用を視野に入れた旧市街地における環濠再生事業） 
・周南市（ﾊﾞｲｵﾏｽの活用促進、剪定枝のﾁｯﾌﾟ化、樹木再利用など） 

継続的な事後評価 人口減少社会対応の総合計画等を反
映した評価・改定 

・宇都宮市（総合計画と整合したﾈｯﾄﾜｰｸ型ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨのための緑地計画） 
・大垣市（総合計画重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ「子育て日本一」に対応した施策展開） 

策定ﾌﾟﾛｾｽ・ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟの充実 ・伊丹市、各務原市、世田谷区、横浜市 
広域緑地計画と緑の基
本計画の位置づけ 広域緑地計画との連携 ・東京都（緑確保の総合的な方針－農の風景育成地区制度） 

・埼玉県（埼玉県広域緑地計画におけるみどりの評価－ふるさとの緑の景観地） 

 
 

 

 
図-1 人口減少や都市の縮退等に対応した緑の基本計画の策定技術に関するとりまとめ骨子（案）の概要 
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公園緑地による防災・減災事例に関する研究 
A case study on natural disaster prevention and reduction by green and open spaces  

（研究期間 平成 26 年度） 
 
 防災・メンテナンス基盤研究センター  室長   栗原 正夫  
 Research Center for     Head   Masao KURIHARA 
 Land and Construction Management  研究官   曽根 直幸 
 緑化生態研究室    Researcher   Naoyuki SONE 

Landscape and Ecology Division   
 
To clarify effective methods of natural disaster prevention and reduction by green and open spaces, 

we conduct a case study on the functions which green and open spaces have fulfilled at the time of the 
large-scale disasters, such as the Great East Japan earthquake, the Chuetsu Earthquake and so on. 

 
 
［研究の背景及び目的］ 
 国土交通省では、平成 7年の阪神・淡路大震災等を

踏まえ、補助事業や都市公園法の特例措置、ガイドラ

インの公表等により、防災公園の整備を推進してきた。

阪神・淡路大震災から 15 年以上が経過し、この間に発

生した震災においては、公園が避難地や復旧・復興活

動の拠点として活用され、新たな役割も見出された一

方、津波や液状化による施設被害、帰宅困難者への対

応など新たに対応すべき課題も生じた。また近年、温

暖化の進行により危惧されているような極端な降雨が

現実に発生し、地震・津波対策だけでなく水害等への

対策においても「最悪の事態」を想定した備えが求め

られている。実際、東日本大震災の復興事業における

支援措置などでは、震災の教訓を踏まえた対応が図ら

れているところである。 

 今後は、近い将来に発生が想定される南海トラフ地

震、首都直下地震、大規模水害等に対応した防災公園

の効果的な整備を一層推進するためには、近年発生し

た大規模災害において公園が果たした役割、課題等に

ついて検証するとともに、対応方策をガイドライン等

の施策に反映することが必要である。 

 本研究では、近年の大規模災害時における公園緑地

の防災・減災効果発現事例について、文献調査等によ

る資料の収集・分析を行い、みどりによる都市の強靭

化方策の検討に資する基礎資料（効果の類型整理、効

果発現の要件と考えられる事項等）を整理した。 
 
［研究内容］ 
１．文献収集・整理 

 東日本大震災、新潟県中越地震などを対象に、既往

研究や地方公共団体等の公表資料を収集し、地震災害

時における活用事例や課題などのうち公園緑地に関連

する情報を整理した。資料収集方法としては、通常の

文献検索のほか、地域防災計画データベース（総務省

消防庁）、ひなぎく NDL 東日本大震災アーカイブ（国

立国会図書館）などのデータベースを活用した。 

２．事例集の作成 

 収集した文献等の資料をもとに、今後想定される災

害への対策の検討や、各地での実践の参考となるよう、

事例集を作成した。対象とした主な事例は表-1 のとお

りであり、このうち３つの事例を次頁に紹介する。 

 

［今後の予定］ 
 本研究で作成した事例集も活用し、国土交通省都

市局公園緑地・景観課とともに、平成 27 年度に「防

災公園の計画・設計に関するガイドライン（案）」の

改訂を行う。 

 

表-1 文献調査で抽出された主な事例 

 公園名（管理者） 備考 
1 三木総合防災公園（兵庫県） 後方支援拠点 
2 遠野運動公園（遠野市） 後方支援拠点 
3 北上総合運動公園（北上市） 活動拠点 
4 あづま総合運動公園（福島県）避難地 
5 鳳公園（堺市） 避難地（ＮＰＯ運営の取組） 
6 神栖中央公園（神栖市） 避難地（津波災害への備え） 
7 本丸公園（陸前高田市） 避難地 
8 日比谷公園（東京都） 帰宅困難者への対応 
9 刈谷田川防災公園（見附市） 水害時の活動拠点機能の導入 
10 新横浜公園（横浜市） 遊水地機能の導入 
11 街区・近隣公園（浦安市） 生活再建支援（仮設トイレ） 
12 千石運動公園（小千谷市） 生活再建支援（仮設住宅） 
13 大只越公園（釜石市） 生活再建支援（仮設商店街） 
14 奥松島運動公園（東松島市） 復旧支援（災害廃棄物仮置場）

15 東部運動公園（東松島市） 復旧支援（被災車両仮置場） 
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【事例１】神栖中央公園（神栖市） 

 茨城県神栖市では、平成 22 年度から整備を開始し

ていた神栖中央公園において、東日本大震災後に、

震災復旧工事の残土を利用し、津波避難のための築

山を整備した（平成 26 年 4 月供用開始）。 

 同公園は、約 19ha の広大な敷地の中に、備蓄倉庫、

耐震性貯水槽（飲料用）、防災トイレ、カマドベンチ

などの防災設備を備えており、築山（ふれあいの丘）

は、標高 15m（地上高 8.5m）の高さと直径 80m の広

さを有し、標高 10m 以上の場所に約 1,500 人が避難

可能とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 津波避難のための築山（ふれあいの丘） 

 

【事例２】日比谷公園（東京都） 

 東日本大震災の地震発生直後、東京都千代田区の

日比谷公園には周辺のビルから多くの人々が避難し

てきた。飲食施設などが入る「緑と水」の市民カレ

ッジの建物には、一時 100 名余が集まっており、終

夜、休憩所・滞在所として開放され、ラジオでニュ

ースを流すほか、ホワイトボードを情報掲示板とし

て交通機関運行等の情報が貼り出され、逐一情報更

新が行われた。また、毛布等の備蓄がない中、防寒

用にテーブル用の布クロスを滞在者に貸し出すなど

の対応が行われた。 

 現在、日比谷グリーンサロンと「水と緑」の市民

カレッジが、東京都の都立一時滞在施設（発災から

最大３日間を目安に帰宅困難者を受け入れる施設）

として指定されているほか、公園内のオープンスペ

ースは千代田区の災害時退避場所（災害直後の危険

や混乱を回避し身の安全を確保するための一時的な

退避場所）に指定されている。 

 同公園の事例を踏まえると、防災公園における帰

宅困難者への対応としては、帰宅等の徒歩移動中に

水やトイレを提供すること以外にも、商業地域や集

客施設の付近で、発災直後の混乱時に一時的に滞留

者を受入れ、災害の状況や一時滞在施設の開設状況

などの情報を提供する機能を発揮することも考えら

れる。 

  
写真-2 東日本大震災発災直後の日比谷公園 

     （左：霞門付近、右：市民カレッジ内） 

 

 

【事例３】新横浜公園（横浜市） 

 新横浜公園のある鶴見川流域は、古来洪水被害が

多く発生する地域であり、治水対策が大きな課題と

なっていたことから、地震災害時における避難地機

能と水害時の遊水地機能という多機能な空間（多目

的遊水地）として新横浜公園・鶴見川遊水地が整備

された。 

 新横浜公園内にある日産スタジアムは、駅前と一

体的に約 20 万人を収容可能な広域避難所として地

域防災計画に位置付けられている一方で、千本以上

の柱の上に乗る形で建設されており、洪水時にはス

タジアムの下に水を流しこむ仕組みになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3 洪水時に公園が遊水地となっている様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 新横浜公園・鶴見川遊水地の機能イメージ 

都市公園の質的向上のための新手法に関する研究 
Research on new methods of improving the quality of urban parks 

（研究期間 平成 26～27 年度） 

 
 防災・メンテナンス基盤研究センター  室長  栗原 正夫  
 Research Center for     Head  Masao KURIHARA 
 Land and Construction Management  研究官   曽根 直幸 
 緑化生態研究室     Researcher Naoyuki SONE 

Landscape and Ecology Division   
 
 We are researching on new methods for improving the quality of urban parks. In FY2014, the 
division collected and studied a variety of cases from the view point of high-level use of park space, 
using lease contract and private qualifications system. 
 
［研究の目的及び背景］ 

近年、急速な少子高齢化や財政悪化等の社会経済情

勢の変化に伴い、都市公園ストックの適切な管理と更

新が課題となっており、多様な主体の参画による効率

的な再整備や管理運営の促進が必要とされている。こ

のため、緑化生態研究室では、都市公園の品質向上に

資する新たな手法についての検討を行っている。 

本研究は、公園空間の利用の高度化、官民の柔軟な

権利契約関係の設定等により、老朽化が進む都市公園

の再整備や管理運営への多様な主体の参画を促進し、

都市公園の質的向上を実現することを目的に、新たな

手法の可能性と課題を検討するものである。 

平成２６年度は、公園空間の高度利用、リース契約の

導入、民間資格・表彰制度の活用の観点から、先進的

な取り組みや関連分野の動向を踏まえて、新たな都市

公園整備・管理手法と実現する上での課題を検討した。 

  

［研究内容］ 

平成２６年度は、公園空間の高度利用、リース契約の

導入、民間資格・表彰制度の活用の観点から、先進的

な取り組みや関連分野の動向を踏まえて、新たな都市

公園整備・管理手法と実現する上での課題を検討した。

１．公園空間の高度利用事例に関する整理 

 都市公園法は、都市公園の本質である、一般公衆が

自由に利用できる公共オープンスペースという性格を

担保するため、公園に設置することのできる施設を限

定的に定めるなど、様々な規制を設けてきた。一方で、

主に災害対策応急施設などをはじめとして占用許可物

件が随時拡充されるとともに、第３者に公園施設の設

置又は管理を許可できる要件として、公園管理者が自

ら設け又は管理することが不適当な場合に加え、地域

住民や民間事業者等が設置又は管理した方が公園の機

能の増進に資する場合も認められるようになるなど、

多様な主体の参画による効率的な公園管理が求められ

てきた。本研究では、これらの各種取り組みについて、

制度概要の見込まれる効果、活用事例を文献調査によ

り整理した。（表-1、表-2 及び図-1） 

２．リース契約の導入に関する検討 

 「リース取引」とは、特定の物件の所有者たる貸手

（レッサー）が、当該物件の借手（レッシー）に対し、

合意された期間（リース期間）にわたりこれを使用収

益する権利を与え、借手は、合意された使用料（リー

ス料）を貸手に支払う取引（企業会計基準第 13 号「リ

ース取引に関する会計基準」）である。都市公園では、

老朽化等により安全性に支障が生じた施設の早急な更

新、少子高齢化等による地域ニーズの変化への柔軟な

対応などが求められており、民間の所有する施設や土

地をリース契約により一定期間に限って利用者に提供

することには、様々なメリットが期待できる（図-2）。 

一方、都市公園におけるリース契約は、管理事務所

内のＯＡ機器、管理用車両の調達等、一部で活用され

ているものの、遊具、植栽などの公園施設そのものや

公園用地を対象とした事例は見られない。そこで都市

公園や他の公共調達におけるリース契約の事例につい

て、文献調査及びヒアリング調査により収集整理した。 

３．資格・表彰実績による能力評価に関する検討 

 今後、小規模な地方公共団体ほど専門的な知見・技

術を有する職員の不足・不在や、投資余力の低下など

の事情が深刻化することが想定されるため、公園管理

運営等に関する民間資格を発注要件や評価項目として

採用するなどにより、民間の専門的知識・技能を効果

的に活用するが求められる。 

 本研究では、既存の資格制度・表彰制度の一例を対

象都市、情報収集・分析の方法を検討した。 
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都市公園の質的向上のための新手法に関する研究 
Research on new methods of improving the quality of urban parks 

（研究期間 平成 26～27 年度） 

 
 防災・メンテナンス基盤研究センター  室長  栗原 正夫  
 Research Center for     Head  Masao KURIHARA 
 Land and Construction Management  研究官   曽根 直幸 
 緑化生態研究室     Researcher Naoyuki SONE 

Landscape and Ecology Division   
 
 We are researching on new methods for improving the quality of urban parks. In FY2014, the 
division collected and studied a variety of cases from the view point of high-level use of park space, 
using lease contract and private qualifications system. 
 
［研究の目的及び背景］ 

近年、急速な少子高齢化や財政悪化等の社会経済情

勢の変化に伴い、都市公園ストックの適切な管理と更

新が課題となっており、多様な主体の参画による効率

的な再整備や管理運営の促進が必要とされている。こ

のため、緑化生態研究室では、都市公園の品質向上に

資する新たな手法についての検討を行っている。 

本研究は、公園空間の利用の高度化、官民の柔軟な

権利契約関係の設定等により、老朽化が進む都市公園

の再整備や管理運営への多様な主体の参画を促進し、

都市公園の質的向上を実現することを目的に、新たな

手法の可能性と課題を検討するものである。 

平成２６年度は、公園空間の高度利用、リース契約の

導入、民間資格・表彰制度の活用の観点から、先進的

な取り組みや関連分野の動向を踏まえて、新たな都市

公園整備・管理手法と実現する上での課題を検討した。 

  

［研究内容］ 

平成２６年度は、公園空間の高度利用、リース契約の

導入、民間資格・表彰制度の活用の観点から、先進的

な取り組みや関連分野の動向を踏まえて、新たな都市

公園整備・管理手法と実現する上での課題を検討した。

１．公園空間の高度利用事例に関する整理 

 都市公園法は、都市公園の本質である、一般公衆が

自由に利用できる公共オープンスペースという性格を

担保するため、公園に設置することのできる施設を限

定的に定めるなど、様々な規制を設けてきた。一方で、

主に災害対策応急施設などをはじめとして占用許可物

件が随時拡充されるとともに、第３者に公園施設の設

置又は管理を許可できる要件として、公園管理者が自

ら設け又は管理することが不適当な場合に加え、地域

住民や民間事業者等が設置又は管理した方が公園の機

能の増進に資する場合も認められるようになるなど、

多様な主体の参画による効率的な公園管理が求められ

てきた。本研究では、これらの各種取り組みについて、

制度概要の見込まれる効果、活用事例を文献調査によ

り整理した。（表-1、表-2 及び図-1） 

２．リース契約の導入に関する検討 

 「リース取引」とは、特定の物件の所有者たる貸手

（レッサー）が、当該物件の借手（レッシー）に対し、

合意された期間（リース期間）にわたりこれを使用収

益する権利を与え、借手は、合意された使用料（リー

ス料）を貸手に支払う取引（企業会計基準第 13 号「リ

ース取引に関する会計基準」）である。都市公園では、

老朽化等により安全性に支障が生じた施設の早急な更

新、少子高齢化等による地域ニーズの変化への柔軟な

対応などが求められており、民間の所有する施設や土

地をリース契約により一定期間に限って利用者に提供

することには、様々なメリットが期待できる（図-2）。 

一方、都市公園におけるリース契約は、管理事務所

内のＯＡ機器、管理用車両の調達等、一部で活用され

ているものの、遊具、植栽などの公園施設そのものや

公園用地を対象とした事例は見られない。そこで都市

公園や他の公共調達におけるリース契約の事例につい

て、文献調査及びヒアリング調査により収集整理した。 

３．資格・表彰実績による能力評価に関する検討 

 今後、小規模な地方公共団体ほど専門的な知見・技

術を有する職員の不足・不在や、投資余力の低下など

の事情が深刻化することが想定されるため、公園管理

運営等に関する民間資格を発注要件や評価項目として

採用するなどにより、民間の専門的知識・技能を効果

的に活用するが求められる。 

 本研究では、既存の資格制度・表彰制度の一例を対

象都市、情報収集・分析の方法を検討した。 
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図-1 公園空間の高度利用に係る調査事例対象地の写真 
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図-2 都市公園におけるリース契約の導入と想定される効果のイメージ 

表-1 公園空間の高度利用に係る各種制度の概要 表-2 公園空間の高度利用に係る調査事例 
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上野裕介 ほか：マイクロチップを用いたサンショウウオ調査 101応用生態工学 17（2），101-104，2015

　2011 年 5 月に，産卵池に集まっていた成体を捕獲し，
そのうち全長 130 mm以上の雄 89 個体，雌 15 個体につ
いて，マイクロチップインジェクターを使用して，マイ
クロチップを左体側の前肢付け根付近の皮下に挿入した
（図 1）．なお個体への負担を減らすため，これらの作業
は熟練者が実施し，作業後すみやかに産卵池へと戻した．
同様の捕獲と装着は，2012 年 5 月にも，雄 82 個体，雌
16 個体に対し実施した．
　まず，広域探索により非繁殖期のクロサンショウウオ
の生息環境を把握するため，繁殖池周辺の半径約 250 m
内の林地を対象に，2011 年の夏期，秋期，積雪期前に，
マイクロチップリーダー（サージミヤワキ社製ポールリ
ーダー PR-1M-SE）を用いてマイクロチップ装着個体を
探索した（図 2）．
　次に，定点観測によって産卵池と周辺の林地間の季節
的な移動を把握するため，2011 年 11 月に，両環境を結
ぶ道路横断施設（ボックスカルバート）の産卵場側の出
入口に，据置型のマイクロチップリーダー（アンテナ：
Dorset identification社製 ANTSQR500，記録部：Dorset 
identification社製 LID650）を 1 台設置した（図 3，4）．
アンテナは，出入り口の形状に合わせ，縦 50 cm×横
50 cm×幅 15 cmの方形枠とし，ISO11784 準拠マイクロ
チップ対応，読取り距離 95 mmのものを使用した．電
源は，近くの電線から確保した．記録部には，マイクロ
チップ装着個体が通過した時刻，個体 IDを記録した．
これらの記録は，2011 年 11 月中旬から翌年 11 月末ま
での 1年間継続した．なお多雪地域であるため，1月～
3月末頃までは積雪によりボックスカルバートと記録装
置が埋没し，移動の記録ができない．

1. 報告の目的

　小型サンショウウオ類の季節的な移動や生息地利用に
ついては，発見や追跡の困難さから基礎的な生態情報が
乏しい．一方，各地で多くのサンショウウオ類が希少種
に指定されており，その保全のためにも新たな調査技術
が必要とされている．そこで，各地で個体識別を目的と
した装着事例が多いマイクロチップ技術（トランスポン
ダーチップ：草野 2008）に着目し，これをサンショウ
ウオ類の生息環境や季節移動の解明に援用することがで
きるかどうかを知るために，広域探索と定点観測の 2種
類の調査法を実施したので報告する．

2. 調査地と方法

　調査は，新潟県南魚沼市にあるクロサンショウウオ
Hynobius nigrescensの産卵池および産卵池近くの道路
（幅員約 5 m）に埋設されたサンショウウオ用の道路横
断施設（小型のボックスカルバート）周辺で行った．調
査に使用したマイクロチップは，Trovan社製 ISO型，
重量約 0.1 g，長さ 11 mm×直径 2 mmの円筒形であり，
チップごとに 15 桁の英数字からなる固有 IDが付いて
いる（図 1）．チップは電池が不要で，脱落しない限り
半永久的に使用できる．

REPORT
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図 1 　マイクロチップ本体と挿入，読取りの様子

図 2 　移動式ポールリーダーによる探索

図 3 　据置型マイクロチップリーダーの設置イメージ

3

－ 60 －



上野裕介 ほか：マイクロチップを用いたサンショウウオ調査 101応用生態工学 17（2），101-104，2015

　2011 年 5 月に，産卵池に集まっていた成体を捕獲し，
そのうち全長 130 mm以上の雄 89 個体，雌 15 個体につ
いて，マイクロチップインジェクターを使用して，マイ
クロチップを左体側の前肢付け根付近の皮下に挿入した
（図 1）．なお個体への負担を減らすため，これらの作業
は熟練者が実施し，作業後すみやかに産卵池へと戻した．
同様の捕獲と装着は，2012 年 5 月にも，雄 82 個体，雌
16 個体に対し実施した．
　まず，広域探索により非繁殖期のクロサンショウウオ
の生息環境を把握するため，繁殖池周辺の半径約 250 m
内の林地を対象に，2011 年の夏期，秋期，積雪期前に，
マイクロチップリーダー（サージミヤワキ社製ポールリ
ーダー PR-1M-SE）を用いてマイクロチップ装着個体を
探索した（図 2）．
　次に，定点観測によって産卵池と周辺の林地間の季節
的な移動を把握するため，2011 年 11 月に，両環境を結
ぶ道路横断施設（ボックスカルバート）の産卵場側の出
入口に，据置型のマイクロチップリーダー（アンテナ：
Dorset identification社製 ANTSQR500，記録部：Dorset 
identification社製 LID650）を 1 台設置した（図 3，4）．
アンテナは，出入り口の形状に合わせ，縦 50 cm×横
50 cm×幅 15 cmの方形枠とし，ISO11784 準拠マイクロ
チップ対応，読取り距離 95 mmのものを使用した．電
源は，近くの電線から確保した．記録部には，マイクロ
チップ装着個体が通過した時刻，個体 IDを記録した．
これらの記録は，2011 年 11 月中旬から翌年 11 月末ま
での 1年間継続した．なお多雪地域であるため，1月～
3月末頃までは積雪によりボックスカルバートと記録装
置が埋没し，移動の記録ができない．

1. 報告の目的

　小型サンショウウオ類の季節的な移動や生息地利用に
ついては，発見や追跡の困難さから基礎的な生態情報が
乏しい．一方，各地で多くのサンショウウオ類が希少種
に指定されており，その保全のためにも新たな調査技術
が必要とされている．そこで，各地で個体識別を目的と
した装着事例が多いマイクロチップ技術（トランスポン
ダーチップ：草野 2008）に着目し，これをサンショウ
ウオ類の生息環境や季節移動の解明に援用することがで
きるかどうかを知るために，広域探索と定点観測の 2種
類の調査法を実施したので報告する．

2. 調査地と方法

　調査は，新潟県南魚沼市にあるクロサンショウウオ
Hynobius nigrescensの産卵池および産卵池近くの道路
（幅員約 5 m）に埋設されたサンショウウオ用の道路横
断施設（小型のボックスカルバート）周辺で行った．調
査に使用したマイクロチップは，Trovan社製 ISO型，
重量約 0.1 g，長さ 11 mm×直径 2 mmの円筒形であり，
チップごとに 15 桁の英数字からなる固有 IDが付いて
いる（図 1）．チップは電池が不要で，脱落しない限り
半永久的に使用できる．

REPORT

マイクロチップを利用した小型サンショウウオ類のモニタリング技術

上野　裕介＊・園田　陽一＊＊・松江　正彦＊＊＊・栗原　正夫
 国土交通省国土技術政策総合研究所　〒305-0804　茨城県つくば市旭 1

Yusuke UENO＊, Yoichi SONODA＊＊, Masahiko MATSUE＊＊＊, Masao KURIHARA: 
Monitoring techniques of small salamander using microtip. Ecol. Civil Eng. 
17（2）, 101-104, 2015
 National Institute for Land and Infrastructure Management, 1 Asahi, Tsukuba, Ibaraki 
305-0804, Japan

レポート

2014 年 11 月 28 日受付，2015 年 1 月 21 日受理
＊e-mail: u-ueno92ta@nilim.go.jp
＊＊現所属：株式会社地域環境計画
　Present Address: Regional Environmental Planning Inc.
＊＊＊現所属：神奈川県県土整備局 兼 環境農政局
　 Present Address: Kanagawa Prefectural Government

応用生態工学 17（2），2015102

図 1 　マイクロチップ本体と挿入，読取りの様子

図 2 　移動式ポールリーダーによる探索

図 3 　据置型マイクロチップリーダーの設置イメージ

3

－ 61 －
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より，個体識別したクロサンショウウオ 25 個体が，道
路横断施設内を移動していたことが確認できた．記録回
数は，のべ 28 回だった（なお同一個体の記録が，1日
に複数回ある場合は 1回目のみ集計に反映し，さらに記
録が複数日ある場合は合計日数を記録回数としている）．
各月の確認個体数と回数は，産卵期が最も多く，5月に
15 個体（のべ 16 回の移動），6 月に 2 個体（同 2 回），
次いで積雪前の 11 月が多く，調査開始直後の 2011 年に
3 個体（同 3回），翌 2012 年に 7 個体（同 7回）であっ
た．一方，その他の季節の確認はなかった．複数日の記
録がある個体は，雄と雌のそれぞれ 1個体ずつであり，
雄が 2012 年 5 月 31 日と 6 月 3 日の 2 回，雌が 2011 年
11 月 19 日と 2012 年 5 月 9 日，10 日の 3 回であった．
このことから，据置型リーダーを設置することにより，
個体の季節的な移動の確認などに活用可能であることが
わかった．また，サンショウウオが通過する通路に沿っ
て複数のリーダーを設置することで，記録の時間差から
個体の移動方向や移動速度も知ることができるだろう
（例えば，道路横断施設の両出入口）．さらに効率的にデ
ータを収集するため，リーダーの近くを通過するよう簡
易な誘導路を設置するなどの工夫も有効と思われる．

4. 今後の活用の可能性

　調査の結果，マイクロチップと据置型マイクロチップ
リーダーを併用することにより，季節移動の把握や生息
確認を効率的かつ長期的に実施できることがわかった．
また据置型リーダーのアンテナ部は，さまざまな形状に

3.結果と考察

3．1　広域探索による生息環境の把握の可能性
　樹林内の倒木や石の裏，穴の中や岩の隙間などの空隙，
落葉落枝が厚く堆積した場所を中心に探索を行ったもの
の，移動式ポールリーダーでは確認できなかった．この
原因として，少なくとも 2つ考えられる．第 1に，マイ
クロチップを装着したクロサンショウウオが，今回の調
査範囲（繁殖池周辺の半径約 250 mの範囲）よりも広
域に分散してしまった可能性がある．しかし過去の記録
では，小型サンショウウオ類の繁殖池からの分散距離は
100 m程度であり（松井 2003），今回の調査範囲が狭す
ぎたとは考えにくい．また，同じ調査地で予備的に実施
したピットフォールトラップおよび目視による探索でも，
計 45 個体のクロサンショウウオを発見しており（上野
ほか 未発表データ），生息は確認できている．第 2に，
クロサンショウウオが地下深くの空隙や岩の下，落ち葉
が厚く堆積した場所などポールリーダーでの発見が困難
な環境に潜んでいた可能性がある．なぜなら事前の試験
において，ポールリーダーの感度は最大 6 cm程度であ
ること，マイクロチップを湿った布で覆っても感知でき
ることを確認しており，落ち葉の裏などの浅い場所にい
る個体は発見可能と予想されるからである．今後，地下
の空隙なども含めた広範囲を探索可能な高感度のリーダ
ーが開発されることにより，技術的に改善可能と考えら
れる．
3．2　定点観測による季節移動の把握の可能性
　1年にわたる据置型マイクロチップリーダーの設置に

図 4 　据置型マイクロチップリーダー
　　左図：ボックスカルバートの周囲に取付けた黒枠の中に，マイクロチップリーダーのアン

テナ部が入っている．右図：読み取った情報を記録するためのデータ記録装置．アンテナ
とは，ケーブルでつながっている．
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雄が 2012 年 5 月 31 日と 6 月 3 日の 2 回，雌が 2011 年
11 月 19 日と 2012 年 5 月 9 日，10 日の 3 回であった．
このことから，据置型リーダーを設置することにより，
個体の季節的な移動の確認などに活用可能であることが
わかった．また，サンショウウオが通過する通路に沿っ
て複数のリーダーを設置することで，記録の時間差から
個体の移動方向や移動速度も知ることができるだろう
（例えば，道路横断施設の両出入口）．さらに効率的にデ
ータを収集するため，リーダーの近くを通過するよう簡
易な誘導路を設置するなどの工夫も有効と思われる．

4. 今後の活用の可能性

　調査の結果，マイクロチップと据置型マイクロチップ
リーダーを併用することにより，季節移動の把握や生息
確認を効率的かつ長期的に実施できることがわかった．
また据置型リーダーのアンテナ部は，さまざまな形状に

3.結果と考察

3．1　広域探索による生息環境の把握の可能性
　樹林内の倒木や石の裏，穴の中や岩の隙間などの空隙，
落葉落枝が厚く堆積した場所を中心に探索を行ったもの
の，移動式ポールリーダーでは確認できなかった．この
原因として，少なくとも 2つ考えられる．第 1に，マイ
クロチップを装着したクロサンショウウオが，今回の調
査範囲（繁殖池周辺の半径約 250 mの範囲）よりも広
域に分散してしまった可能性がある．しかし過去の記録
では，小型サンショウウオ類の繁殖池からの分散距離は
100 m程度であり（松井 2003），今回の調査範囲が狭す
ぎたとは考えにくい．また，同じ調査地で予備的に実施
したピットフォールトラップおよび目視による探索でも，
計 45 個体のクロサンショウウオを発見しており（上野
ほか 未発表データ），生息は確認できている．第 2に，
クロサンショウウオが地下深くの空隙や岩の下，落ち葉
が厚く堆積した場所などポールリーダーでの発見が困難
な環境に潜んでいた可能性がある．なぜなら事前の試験
において，ポールリーダーの感度は最大 6 cm程度であ
ること，マイクロチップを湿った布で覆っても感知でき
ることを確認しており，落ち葉の裏などの浅い場所にい
る個体は発見可能と予想されるからである．今後，地下
の空隙なども含めた広範囲を探索可能な高感度のリーダ
ーが開発されることにより，技術的に改善可能と考えら
れる．
3．2　定点観測による季節移動の把握の可能性
　1年にわたる据置型マイクロチップリーダーの設置に

図 4 　据置型マイクロチップリーダー
　　左図：ボックスカルバートの周囲に取付けた黒枠の中に，マイクロチップリーダーのアン

テナ部が入っている．右図：読み取った情報を記録するためのデータ記録装置．アンテナ
とは，ケーブルでつながっている．
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加工が可能であり，例えばサンショウウオ類や哺乳類，
鳥類のねぐらや巣への出入りのモニタリングなどにも活
用可能であろう．加えて近年，生物の位置情報の把握技
術（バイオテレメトリー）が急速に進んでいる．魚類学
分野では，既にシシャモ Spirinchus lanceolatusにも装着
可能な防水型の超小型ラジオテレメトリー機器（重量
0.37 g，電池寿命 5 日間：新居ほか 2010）も開発され
ており，短期間の行動追跡であればサンショウウオ類に
も適用できる可能性がある．これら様々な調査技術を取
り入れ，希少サンショウウオ類の生息環境の理解と保全
につながることを願っている．
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１．研究背景と目的 

 地球環境問題の主流化を背景に，都市においても生物多様性保

全への要請が高まっている。生物多様性保全を都市計画に反映す

る際には，生物の生息環境の保全や，生態系サービスの利用，エ

コロジカルフットプリント等の観点が重要となる 12)。特に都市で

は生物の生息環境となる水と緑の豊かな自然的環境が限られてい

る 1)ことから，緑の基本計画を活用し，緑地等の保全・再生・創

出を図ることが重要である 2)。しかし緑の基本計画については，

「具体的にどのような生物多様性を保全するか，保全すべき生態

系のイメージは何か，構想はしたものの実際に都市計画・地区計

画レベルの計画に落としきれているか，生物多様性の保全が実現

されているかを検証できているか，など」の技術的な課題も指摘

されている 3)。生物多様性保全策として実効性ある計画立案と実

施のためには，緑の基本計画の現状と課題の把握，根拠となる生

態学等の知見の整理と活用が求められている。 

 生物多様性保全策としての緑の基本計画に関する先行研究とし

ては，流域圏やエコロジカルネットワーク（以下，ＥＮ）の観点

からそのあり方を論じたもの 4)，5)や，先進事例を紹介したもの 6)

がある。また，基本的な考え方と手順を示したもの 7）や，特定の

種の生態や複数分類群の移動能力などの観点に着目し計画策定に

応用可能な知見を整理したもの 8)，9)，10)がある。一方，複数の計画

を生物多様性保全策としての機能の観点から横断的に整理し，全

般的な現状と課題について分析した研究や，計画の検討項目に沿

って生態学などの活用可能な知見を整理した研究など，多くの地

域における具体的な計画立案に資する研究は見られない。 

 そこで本研究では，まず1）生物多様性保全策として特に生物

の生息環境の保全の観点から緑の基本計画の現状と課題を明らか

にし，次に2）既往研究を計画の検討項目に対応した形で整理し

なおし，科学的知見を活用した計画策定の方向性や今後の研究課

題を明らかにする。 

 

２．研究方法 

（１）緑の基本計画の収集と分析：優良事例への着目 

 本研究では，650市町村（2012年度末時点）で策定されている

緑の基本計画から選定された最優良事例22計画 11)のうちHPで

公開されている20計画を対象とした。これらは，最近10年間に

新たに策定・改訂された計画のうち内容や策定プロセス等の優れ

ている計画が選定されたものである。生物多様性保全の実効性を

高めるには，法定計画である緑の基本計画への位置づけが有効だ

が，前提として行政内外に影響力を発揮できる優れた計画である

必要がある。そこで本研究では，内容や策定プロセス等全般が評

価された優良事例を対象に生物多様性保全がどう計画されている

か整理することが，生物多様性保全策としての緑の基本計画の現

状と課題を把握する上で適切な方法と考えた。 

 分析では，まずそれぞれの計画の策定目的に都市における生物

多様性保全の観点が含まれているかを確認し，次に国土交通省都

市局（2011）2)に示された検討項目に沿って視点を整理し，対応

状況に関する評価区分（A，B，C）を設定した（表‐1）。評価区

分は，配慮事項 2)に対応した検討を行い計画に記載しているもの

をAとし，検討がないか検討結果を計画に記載していないものを

Ｃとした。項目により，例えば分析評価を定量的ではなく定性的

に行っているように，配慮事項に十分対応しているわけではない

ものの，配慮事項を踏まえた検討を一定程度進めているものが見

受けられたため，それらを中間的な評価としてＢとした。 

（２）都市の生物多様性に関する既往研究の整理 

 日本の都市を対象とした生物調査及び分布の規定要因に関する

文献を収集し整理した。対象は，鳥類，昆虫類，哺乳類，両生類，

植物とした。魚類や水草等は，生息地となる水域が，行政的区分

において都市域と異なる施策対象（生物多様性国家戦略 1)におい

ては河川・湿原など）とされることが多いため，今回は除外した。

研究対象地と緑地の指標（量，質，配置）に着目して区分するこ

とで，研究対象の傾向を把握し，今後の研究課題の考察を行った。 

都市における生物多様性保全に向けた緑の基本計画策定手法の現状と課題 
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３．結果と考察 

（１）生物多様性保全策としての緑の基本計画の現状と課題 

１）項目毎の分析 

 表‐1の視点と評価区分に基づく分析の結果，対象事例の全て

が策定目的の一つに生物多様性保全を位置づけていた（図‐1）。
また，ほとんどの事例で，保全，再生創出，普及啓発の各施策に

生物多様性保全の観点からの施策が明示されていた。 

 一方で，動植物に関する現況調査を実施している計画は10事

例，そのうち調査結果を緑地の定量評価につなげているものは4
事例だった。特に柏市及び横浜市では、分析評価の根拠として論

文等の科学的知見を示していた（表‐2）。課題整理の段階では，

全ての計画で緑の量が課題として言及されていたのに対し，緑の

質や配置に言及していない計画も見られた。これには各自治体に

おける緑被率の違いが影響していると考えられる。例えば，緑被

率の低い地域では質よりも配置が重視され（台東区など），緑被率

の高い地域では配置よりも質が重視され（釧路市など）ていた。

目標設定の段階では，目標種を設定している例はなく，港区及び

横浜市で検討予定とされていた。緑地の配置方針では，全ての計

画で中核地区に関する具体的方針を示していたのに対し，拠点地

区，回廊地区，緩衝地区について明示した事例は限られていた。

その中でも，名古屋市は4つの区分について具体的方針を示すと

ともに，根拠として論文等の科学的知見を示していた（表‐2）。
モニタリング実施を明示しているのは3事例であり，計画策定時

の調査の継続であった。計画策定時には半数の10事例で実施し

ており，技術的な課題よりもコストや体制が課題と考えられる。 

２）緑の基本計画策定手法の課題 

 分析の結果，優良事例とされた計画であっても，生物多様性保

全策の観点から見ると，生物多様性について策定目的に位置づけ

られ，各種施策の実施に当たって配慮すると明示されてはいるが，

現況調査に基づく定量的な評価，目標設定まで踏み込んで具体的

に検討されている事例はわずかであった（図‐1）。個別生物種の

確認情報といった断片的な情報だけでは，体系的かつ計画的にＥ

Ｎ計画策定に取り組むことはできない 8)。したがって緑の基本計

画が，地域の有効な生物多様性保全策として機能するには，各都

市における生物多様性に関する現状把握がまず必要と考えられる。

そのためには，効率的な調査方法や分析評価の方法について，科

学的知見に基づいた提案や手引き書等，行政担当者が参照可能な

技術資料が必要である。柏市や横浜市による緑地の分析評価（表

－２）のような取り組みが蓄積・共有されれば，より実効性の高

い計画立案につながるだろう。 

 また配置方針では，回廊地区については，必要性は示している

ものの即地的な方針が示されていない事例が多く，緩衝地区につ

いては考え方自体が示されていない事例が多かった。回廊地区に

ついては，ＥＮの考え方が1980年代後半から欧米で着目され，

日本でも2000年代に関連書籍 8)等が刊行されたこともあり，概

念としての理解は進んでいると考えられる。一方，緩衝地区の記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

載は一層少なかったが，近年になって景観生態学の分野において

重要性が明らかにされつつあるマトリクス（パッチ間の環境構造

や景観のモザイク性）13)を計画用語的に翻訳したものであるため，

未だ認識が普及していないと考えられる。いずれにしろ，回廊・

緩衝地区について即地的な配置計画とするためには，名古屋市（表

－２）のように，緑地に求められる量や質，機能，マトリクスを

含めた効果的な配置について，科学的知見を活用し，地域の実情

に沿って検討を重ねることが必要である。 

（２）緑の基本計画策定手法の課題解決に資する科学的知見 

１）検討項目に応じた既往研究の整理 

 （１）の結果及び考察から，生物多様性保全策としての実効性

の観点からは，緑の基本計画の検討項目のうち，目標の設定，緑

地の分析評価，配置方針の検討に技術的な課題があると考えられ

た。そこで既往研究を，「都市化による生物群集への影響」，「生息・

生育地としての緑地に求められる量，質，配置」の観点から整理

した（表‐3）。前者の観点は，地域の都市化の程度や見込みを踏

まえて緑地を分析評価し目標を検討することに，後者の観点は具

体的な配置方針の検討に，それぞれ活用することが可能である。 

２）研究課題の抽出：分類群及び対象地の偏りと研究のスケール 

 表‐3の整理結果から，都市を対象とした生態学研究には偏り

があることがわかった。研究は，鳥類 21)などと昆虫類 35)などで特に

多い一方，哺乳類や両生類では限られることがわかった。また，

個々のパッチを対象とした研究が多い一方，コリドーやマトリク

スに着目し，かつその効果を定量的に検証した論文は少なかった。

図‐1 生物多様性保全策としての緑の基本計画の分析結果 

表‐2 生態学的知見を活用した計画検討の事例 

表‐1 生物多様性保全策としての緑の基本計画に関する分析の視点と評価区分 
分析の視点 国土交通都市局（2011）2）に示された検討項目 Ａ Ｂ Ｃ 

(0)策定目的 - 
計画策定の背景や目的に生物多様性保全を位
置づけ 

－ 生物多様性保全の位置づけなし 

(1)現況調査 自然的条件及び社会的条件の現況調査 
独自に動植物の分布状況や生息・生育状況の調
査を実施 

他の主体（都道府県等）の調査結果を引用 動植物に関する調査結果の情報なし 

(2)分析評価 調査結果の分析・評価 
生物多様性保全の観点から緑地の重要度を定
量的に評価 

生物多様性保全の観点から緑地の重要度を定
性的に評価 

緑地の重要度に関する評価なし 

(3)課題整理 課題の整理 
緑の量、質、配置に関する課題についての言及
あり 

－ 
緑の量、質、配置に関する課題についての言及
なし 

(4)目標設定 目標の設定 
目標種の設定等、生物多様性保全に関する目標
を明示 

目標種の設定等、生物多様性保全に関する目標
を検討 

生物多様性保全に関する目標の位置づけなし 

(5)配置方針 
緑地の配置方針の設定 
（中核地区、拠点地区、回廊地区、緩衝地区） 

地図上での表示や対象地の列挙等、即地的な配
置方針を明示 

中核地区、拠点地区、回廊地区、緩衝地区への
配慮を位置づけ 

中核地区、拠点地区、回廊地区、緩衝地区に関
する方針なし 

(6)施策検討 
施策の検討 
（緑地の保全、緑地の再生・創出、普及啓発等） 

生物多様性保全の観点からの施策を明示 生物多様性保全の観点からの施策なし 施策なし 

(7)モニタリング モニタリングの実施 動植物に関するモニタリングを実施 動植物に関するモニタリングを検討 
動植物に関するモニタリングについて位置づ
けなし 

 

自治体 内容 

柏市 (2)分析評価 
 緑地評価の指標設定にあたり、生物の観点からの点数について、樹林を好み保全上注目す
べき主であるヤマガラの生息・繁殖圏域として10ha以上の緑地を3点（最高評価）、緑の多
い住宅地で見られるシジュウカラの生息・繁殖圏域である1ha以上の緑地を2点と設定。 

横浜市 (2)分析評価 
 流域毎に、陸域生物相や植物相等の各種調査結果から動植物の生物多様性や生態系の健全
度合いを5段階で評価し、施策方針に反映。評価手法に市環境科学研究所の研究成果を活用。

名古屋市 (5)配置方針 
 緑と水の回廊形成区域の設定にあたり、タヌキの往来可能な距離100m、シジュウカラの行
動範囲約250m等の知見をもとに、緑の都市軸（河川や幹線道路）から両側500m程度の範囲
を目安と設定。 
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これらの結果は，既往研究で指摘されてきた内容とも一致する。

すなわち，土屋ら（2013）14)は，日本では，例えば東京圏を対象

とした沼田らによる大規模な都市生態系研究 15)をはじめ，都市に

おける鳥類やチョウ類の分布の規定要因などが研究されてきたが，

「都市生態学」は生態学分野の主流となっていないことを指摘し

ている。同様に一ノ瀬（2010）5)も，ＥＮの構築方法について，

都市の樹林を利用する鳥類については概ね方法が明らかになった

一方，他の分類群については昆虫類の研究が若干見られる程度で，

殆ど明らかになっていないとしている。これらの結果及び指摘は，

日本の都市において都市生態学に取り組むことの重要性と分類群

に偏らない研究の必要性を示している。 

 一方，緑地に求められる量，質，配置の観点からは，中核地区

や拠点地区の検討に資するいわゆるパッチの面積や植生構造に関

する知見が，どの分類群についても蓄積されていた。回廊地区の

検討に必要なコリドーの機能に関する知見も，鳥類や昆虫類（チ

ョウ類）においては蓄積されている 28)，43)。しかし市街化が進んだ

地域での回廊地区の機能については否定的な研究 29)，58)もあり，適

用する際には詳細な検討が必要である。また緩衝地区の検討に必

要なマトリクスの機能に関する具体的な知見は，鳥類を対象とし

た研究 33)，34)，61)が見られるのみであった。 

 以上を踏まえ，表‐3の整理結果から見えてきた研究知見の不

足部分を，今後の研究課題として5点挙げておきたい。 

 第1に，同時に複数分類群を対象とした研究を確認することは

できなかった。分類群や移動能力（飛翔性，徘徊性），生活史の違

いなどによって，当然ながら生物の分布を規定する要因や空間ス

ケールは異なる。そのため，現在のような特定の分類群を対象と

した研究のみならず，総合的なＥＮの構築に向けた基礎研究 5)が

求められる。第2に，鳥類 20)や植物 65)に関する研究によれば，地

域によって都市化の影響は異なるパターンで現れることが示唆さ

れているが，多くの既往研究の対象地は東京を中心とする首都圏

と大阪・京都を中心とする近畿圏に集中している。一般則と整理

されている知見もある 21)が，適切な計画策定と実施のためには，

地域毎にきめ細かな検討と順応的な対応が要るだろう。第3に，

都市化による生物群集への影響を明らかにするためには，環境傾

度を十分に広く確保した範囲での調査，長期にわたる継続的な調

査が求められる 21)が，そのような既往研究は数少ない。例えば東

京は世界最大の都市圏であり，都市生態学における国際的な議論

に資する観点 14)からも，幅広い都市化傾度に沿って緑地の量・質・

配置が生物多様性に及ぼす影響についての調査分析が求められる。

第4に，今後は人口減少が進むなか一層限られた人員や費用で効

率的な生物調査と評価を行い，緑地計画への反映と計画の実施を

行うことが求められている。そのため，調査の効率化（例えば鳴

き声 59)，抜け殻 41)の利用といった技術）や担い手の育成（例えば

企業社員調査 71)や市民協働調査 72)）などの観点からの検討・検証

と知見の共有も必要である。第５に，都市化の影響として緑地の

減少や分断化を想定して整理した表‐3には収まらない論文もあ

った。例えば，攪乱の減少による常緑樹林化 73)や再生樹林地にお

ける更新の問題 74)，外来種の増加 75)等を指摘する研究が挙げられ

る。これらは，従来の枠組みで緑地を保全・再生・創出するだけ

では対応できない課題であり，解決に資する研究，実践と，それ

らを踏まえた新たな枠組みの検討が求められる。 

 

４．まとめと今後の課題 

 本研究では，都市における生物多様性保全に向けた緑の基本計

画の現状と課題を明らかにした上で，課題解決に資する既往研究

の知見を整理し今後の研究課題について考察した。現状では生物

多様性保全策として実効性の高い計画は多くなかったことから，

今後はきめ細かな評価分析や目標設定，回廊地区や緩衝地区も含

めた配置方針を裏付ける研究，更には従来の緑地保全・再生・創

出の枠組みを超えた課題への対応につながる研究が必要であろう。 

分類群 都市化による生物群集への影響 
生物生息・生育環境としての緑地に求められる量，質，配置 

中核地区・拠点地区（パッチ） 回廊地区（コリドー） 緩衝地区（マトリクス） 

鳥類 

・ 鳥類の種組成は，「都市忌避種」，「都市適応種」，「都市利用
種」に分類できる【東京周辺】16） 

・ 1970年代と90年代の鳥類分布を比較すると市街地の緑地の
増加に伴うコゲラ，メジロ，ハクセキレイの増加，畑地や草
地の減少に伴うヒバリ，モズの減少が特徴的【東京都】17） 

・ 繁殖地と越冬期で異なるものの，樹木率と種数には正の相関
関係がある【宇都宮市】18） 

・ 鳥類分布は，樹林地，農地，水面の土地利用割合に影響を受
けて連続的に変化【大阪府】19) 

・ 欧米での既往研究と異なり，都市周辺部の種数が森林よりも
少ない【福岡市】20) 

● 樹林面積が増加するほど種数も増えるが頭打ちになる【一般則】
21) 

● 越冬期は2ha程度の樹林地にも多くの種が出現【所沢市】22) 
● シジュウカラの安定的な生息のためには，半径200m以内に4.0ha

の樹木（樹木率32%）が必要【大阪府】23) 
● 種組成については面積に沿った入れ子構造が成立【京都市】24)．
▲ 落葉広葉樹林が重要な存在であり，林床植生密度が高い林分にお

いて種数や個体数が高くなる【一般則】21) 
▲ 下層植生，特に低木層が発達していない場所では鳥類層が貧弱．

ただし下層植被率40%以上では種数は増えない【文京区】25) 
▲ 植生構造と人の利用強度が鳥類相に影響を与える【南関東】26）

▲ ヒバリの存続可能性には草地が重要【東京都】27） 

▲ 屋上緑化地でも，植物種の多様性や
樹木被覆率が高いほど，多くの鳥類種
が出現【東京都区部】30) 

◆ 緑道で連結された樹林地においてそ
うでない樹林地よりも出現地点の限
られた種が多く出現【横浜市港北ニュ
ータウン】28) 

◆ 都市中心部の街路樹に森林性の種は
ほとんど出現しない【大阪市】29) 

 

● マトリクス空間における植被が
豊かな樹林地は種数が多く31)，マ
トリクス空間における都市的土
地利用や建築物が多いほど出現
する種数が少ない32)【東京都】 

● 周辺に農耕地の多い樹林地で，一
部の種の利用可能性が増大【千葉
市】33） 

▲ 都市忌避種は樹林地外へ移動す
る際，落葉広葉樹が接する境界を
利用する傾向【東京都区部34），東
京都～埼玉県61)】 

昆虫類 

・ 緑化地率の高い地域の住民ほど昆虫類の生息を確認，緑化地
率20%を下回る地区では昆虫類の生息が少ない【杉並区】35） 

・ チョウの種数，個体数の変化は，樹木面積率によりモードの
異なる一山型の分布を示す【大阪府】36） 

・ チョウの種組成は，一化性の種の消失，ジャノメチョウ科の
消失，草原性の大型種の消失と，連続的に変化【大阪府】36） 

・ セミ類の種組成には入れ子構造が認められ，都市化の程度や
緑地管理状況に応じて単純化【東京都区部】41)  

・ 市街地から郊外に向かうにつれて単位面積当たりのバッタ
類捕獲数は指数関数的に増加．緑地率60%程度でイボバッタ
などの市街地に対する適応性の低い種も出現【大阪府】45) 

・ 草地性バッタの種組成は入れ子構造を示し，イボバッタ，ウ
スイロササキリ，ホシササキリ，セスジツユムシに注目する
ことで良好な条件の草地環境の抽出が可能【東京湾沿岸】42) 

● 緑地の規模とバッタ類の有無，生息数に関連性は認められず，大
規模な緑地は必ずしもバッタ類の生息に寄与しない【大阪府】45)

▲ 単一樹種の緑地より樹種が豊富な緑地で昆虫類の捕獲数が多く
特に落葉広葉樹林で多い【杉並区，市川市】35） 

▲ アリの種数には，樹林面積などのマクロな要因より微小生息場所
の多様性がより大きな影響を与える【京都市】39） 

▲ 600㎡程度の小規模緑地でも，樹木密度が高く維持管理が軽減さ
れていれば，地表徘徊性昆虫類が生息可能【杉並区，市川市】35）

◆ 種の供給地からの距離が短いほどチョウ類の種数が多く，山から
遠ざかるにつれて種数が少なくなる傾向【大阪市近郊】47) 

◆ モノサシトンボなど樹林を必要とする種の分布には，水域の外周
の50%弱以上が樹林に接していることが必要【淡路島】37) 

◆ トンボ類の種数にとっては，緑地周辺の池の面積，池との空間的
連結性が重要【枚方市】38） 

● 河川敷草地がコリドーとして期待で
きる直翅目は限定的【神奈川県】58) 

▲ ナミアゲハの移動経路には，食餌植
物と緑の連続性が重要【横浜市】43） 

▲ チョウ類にとって緑の連続性があれ
ば3階（高さ7m程度）の建物は大き
な抵抗要因にならない【世田谷区】 

▲ 移動能力の弱い地表徘徊性のものを
除き，10階程度の高さには昆虫類も
移動可能【東京都，横浜市】35） 

◆ 都市近郊孤立林では，地表性昆虫類
は林齢の増加に伴って種数，個体数
が減少する傾向で，孤立林を連結す
る回廊の重要性が示唆【立川市】44) 

▲ チョウ類の種相の幅には，微小緑
被の分布形態（生垣や庭の植栽を
含めたスケール）として，林縁性
の種の生息要件である，孤立した
落葉樹林や，常緑樹林周辺のパッ
チ状の草地，落葉樹林が影響【市
川市】40) 

▲ 都市近郊のクツワムシの生息に
は，近傍100m以内の市街化の状
況，周辺600～700m程度の管理強
度の高い植生が負の影響を与え
る【つくば市】46） 

哺乳類 

・ タヌキの退行速度はきわめてはげしく，キツネやイタチもそ
れに近い【東京】49) 

・ タヌキは山林・荒地率，農地率の合計が50％以上の景域類型
を選好【多摩丘陵】50） 

・ 人為的な埋立地であっても，長い時間放置されて自然の生態
系が復元されてくると，種子や昆虫に依存して生活するアカ
ネズミ類も生息が可能になる【千葉市】48) 

● 長期的にみるとニホンリスは森林面積20ha以下では個体群の維
持は困難【盛岡市】51) 

▲ タヌキの生息地については，休息場所として樹林の存在とともに
高茎のアズマネザサや林縁の薮が，採餌環境として林床管理に
より成立する多様な植物相や動物相が重要【多摩丘陵】50） 

◆ ニホンリス，アカネズミは，コアエリア（10ha以上の植生地）と
50m以内で接続している植生地で確認【金沢市】52) 

◆ 都市近郊のタヌキは，繁殖，休息に
森林を利用し，採餌場所として農地
に依存するため，森林と農地のネッ
トワークが重要【多摩丘陵】50） 

◆ 緑道や河川でアカネズミの生息が確
認されており，コリドーとしての機
能が期待【横浜市】60） 

 

両生類 

・ 両生類の種組成は，まず地形（台地・低地⇔丘陵地）に規定
され，それぞれの中で植生に規定される．台地・低地のうち，
市街地はニホンアマガエル及びトウキョウダルマガエルの
生息がない【水戸地域】53） 

● ニホンアカガエルの生息数は過湿田の合計面積，ヤマアカガエル
の生息数は休耕田の湿地面積と強い関係【多摩三浦丘陵】54) 

● ニホンアカガエルの生息数は，連続した生息適地の面積が広いほ
ど，局所絶滅からの回復が期待される【大阪府】55） 

● トウキョウダルマガエルの分布には，水田団地（水田及び水田に
接する末端水路）の大きさが特に重要【府中市・国立市】59) 

▲ シュレーゲルアオガエルの個体群密度は，水田タイプ毎に過湿田
＞湿田＞乾田の順で大きい【多摩丘陵】56) 

◆ シナリオ分析の結果，潜在産卵場所
パッチの孤立化がカスミサンショ
ウウオ局所個体群の絶滅確率を高
めており，パッチ間に安定した産卵
場所を確保すれば全体の絶滅確率
を低下できることが示唆【滋賀県】
57) 

 

植物 

・ 社寺林における木本植物種のうち，小面積化にはアリドオシ
及びツルコウジが，孤立距離増大に対してはアリドオシ，ツ
ルコウジ，ヤブムラサキが最も敏感に反応【大阪府南部】67) 

・ 都市化に伴う緑地の孤立化は，鳥散布型木本植物の消失をを
引き起こす【札幌市】69) 

 

● 孤立林や境内の面積と植物種数は高い正の相関を示す【京都市，
大阪府千里ニュータウン，三田市】63）64）65）66）68） 

▲ 孤立林における単位面積あたりの種数には地域差があり，収奪の
歴史やその程度，孤立後の経過時間によるものと考えられる．
【大阪府千里ニュータウンと三田市の比較】65) 

◆ 孤立林の形状の複雑さと林縁に生育する木本植物種数は，一定面
積以上で正の相関を示す【京都市】63） 

◆ 同程度の面積なら，複数の小面積林の方がより多くの種数を確認
できるが，大面積林にしか出現しない種もある【京都市】62) 

◆ 緑地周辺100m以内の森林率が木本植
物の消失に最も影響していることか
ら，動物散布種子は緑地周辺100m以
内の森林から主に供給されると思わ
れる【札幌市】69) 

◆ 農村-点在分布型で樹林地存在する
地域においては，種の供給は概ね0.5
～1kmの範囲内で可能となる【つくば
市】71) 

 

 

表‐3 既往研究における生態学的知見の整理注） 

注）各内容の【 】内に引

用文献の研究対象地を記

載した。また，生物生息・

生育環境としての緑地に求

められる量，質，配置の内

容に関しては，主に量に関

する知見には●，主に質に

関する知見には▲，主に配

置に関する知見には◆を行

頭に付した。 
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１．はじめに 

猛禽類の多くは，生態系の最上位種かつ希少種であり，しばし

ば地域環境の好適性を表す“象徴種”として位置づけられる。中

でも，里山景観や都市近郊林などの身近な環境に生息するオオタ

カAccipiter gentilisに対する人々の注目は高く，その想いも様々

であることは，ランドスケープ研究 77 巻４号の特集記事「オオ

タカをめぐる多様なかかわり 1), 2), 3), 4)ほか」からも明らかである。

本特集記事は，オオタカの種の保存法からの指定解除の動き 2)に

あわせて企画されたものであるが，指定解除の如何にかかわらず，

オオタカの生態や生息環境について研究を続け，種や地域の自然

環境の保全に繋がる知見を深めておくことは重要である。幸いな

ことに，オオタカに関する既往研究は多く，国内外の広範な知見

を取りまとめた書籍も出版されている 5)。一方で，日本全国の生

息状況については，環境省等によるアンケート調査が行われてい

るのみであり 3)，国内のどこにどの程度重要な生息環境が残され

ているのかは，不明のままである。 
限られた生息情報を基に，地域全体の生息環境を評価する手法

に，生息適地モデルがある。生息適地モデルは，ハビタットモデ

ル，種の分布モデル，Species distribution model, Ecological 
niche model等とも呼ばれ，動植物種の分布情報と環境要因の関

係を統計学的な手法を用いて予測する。このため，事前に分布情

報が得られない場所（分布情報の空白地）についても，種の生息

可能性（ポテンシャル）を定量的に予測することができる 6)。ま

た生息適地モデルによる予測結果を地理情報システム（GIS）に

統合することで，希少種などの保全上重要な地域を地図上に示す

ことができ，都市計画や保護区の設定，環境アセスメントなどに

おいて，正確な判断や意思決定を支援する強力なツールとなる7)。 
オオタカについても，種の生態的特性に詳しい専門家が作成し

た生息環境の評価指標（HSIモデル8) ）や，関東及び山梨県，静

岡県，長野県の範囲を対象に，サンプリング調査による実際の種

の分布情報を基に予測モデルを使った営巣密度の推定が行われて

いる 9)が，より広域を対象とした予測はない。一方，これらの予

測技術は発展途上であり，学術面ならびに実用面からの研究と検

証が不可欠である。特に，オオタカのような希少種では，広域で

の分布位置情報を得にくく，かつ全域での調査も困難な状況にあ

る中で，限られた情報を基に意思決定を行う必要が生じた場合に，

生息適地モデルはどこまで活用できるのか？どのような点に注意

が必要なのかを明らかにすることは，非常に重要である。 

そこで本研究では，生息適地モデルによる広域スケール（全国，

地方スケール）でのオオタカの営巣適地の分布状況の予測とモデ

ル活用上の課題（空間的汎用性と地域性）について明らかにする

ことを目的とする。具体的には，以下（１）オオタカの営巣地の

分布は，どのような環境要因によって説明されるのか？それは，

予測対象の空間スケールや地域によって異なるのか？（２）予測

モデルによって推定された国内のオオタカ営巣適地は，どこに分

布しているのか？（３）ある地域での予測モデルを他地域にあて

はめるとどうなるのか？つまり，予測に空間的汎用性はあるの

か？の問いに答え，最後に生息適地モデルを使った予測をオオタ

カの保護・保全に活用する上での可能性と課題について議論する。 

 

２．材料と方法 

（１）対象種 

オオタカは，カラスほどの大きさのタカ類で，北半球の広範囲

（およそ北緯70度から24度付近）に分布する5)。平地から丘陵

地を主な生息場とし，農耕地や河原等の開けた環境や，森林，集

落がモザイク状に存在する環境を好む 5)。主に鳥類や哺乳類を餌

とし，森林と開放地の境界部分を餌動物の捕獲場所として選択的

に利用する 5)。また樹上に営巣し，営巣林のサイズは数 ha の孤

立林から大面積林まで様々である5)。 
（２）データ収集 

広域スケールでのオオタカの生息適地予測の有効性と空間的汎用性・地域性の課題 

Potential and problems of evaluating Goshawk’s habitat suitability using species distribution modeling on 
macro scale 

上野 裕介*  栗原 正夫* 

Yusuke UENO  Masao KURIHARA  
 
 
Abstract: New technology which enables the evaluation of habitat quality in macro scale using the information of species
distributions and environmental factors is developing rapidly. Raptors’ habitat requirement and ecological characteristics remain
to be clarified because they have wide home range and are often low density. Especially, most species of raptors are rare and
umbrella species in Japan, whereas there is little information of the habitat quality on a regional/national scale. Thus, it is
important that not individual but also habitat of raptors are protected and conserved appropriately thorough the evaluation of
habitat quality. In this study, we estimated Goshawk’s habitat suitability for nesting site using species distribution modeling
based on geolocation data of nest across the country and GIS data (e.g., vegetation, land use). In the result, we showed the
important environment factors varied in spatial scale (i.e., national/regional scales) and among regions (i.e., Kanto/Tohoku
regions). In conclusion, we discussed the potential and problems of habitat evaluation for raptors using species distribution
modeling. 
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表－1 各説明変数の応答変数に対する寄与率 

説明変数 全国 関東 東北 

樹林と開放地の境界長 28.8 24.0  6.7 
市街地面積 33.6  1.9 10.5 
樹林面積  7.2 29.7  2.9 
水田面積  5.5 24.3 45.4 
畑地面積 17.9 15.1 16.1 
草地面積  7.0  5.1 18.3 

生息適地モデルの構築には，生物の分布情報（オオタカの営巣

位置情報）に加え，予測対象範囲の環境要素（植生，地形等）の

情報が必要となる。そこで，オオタカの営巣位置情報については，

環境省による自然環境保全基礎調査（第 6 回鳥類繁殖分布調査，

平成 12～16 年度：20×20km メッシュごとの確認情報）10)を用

いた。あわせて，全国の直轄道路事業において猛禽類調査を実施

した環境調査の結果（平成21～24年度の計465事例：北海道21，
東北132，関東88，北陸34，中部59，近畿51，中国33，四国

16，九州 30，沖縄 1）を収集し，オオタカの営巣位置情報 562
か所（過去に営巣が確認された巣，造巣したものの抱卵まで至ら

なかった巣も含む）を抽出した。この環境調査は，道路の計画あ

るいは施工段階で実施されたものであり，計画ルート両側の約

2km 幅にわたって面的に猛禽類の分布や営巣状況を調査したも

のであるため，記録されている在情報の精度は高い。環境情報は，

インターネット上で公開されている基盤地図（国土地理院）及び

植生図（第2～5回植生調査，昭和54年開始～平成10年更新分：

環境省生物多様性センター）を活用した。なお，上述のように地

域によっては営巣情報と環境情報の収集年代が大きく異なってい

る。これらをGIS上で統合し，全国規模のデータセットを作成し

た。ただし，北海道地方及び沖縄を含む島嶼部についてはオオタ

カの営巣情報がほとんど得られなかったため，解析対象範囲から

除外した。また地方別では，関東と東北において多くの営巣位置

情報が得られたため，両地域についてより詳細な解析を行うこと

とした。なお作業には，Arc GIS 10.1を用いた。 
（３）データ解析 

以下，全国及び関東・東北スケールでオオタカの営巣適地を予

測し，１）空間スケール・地域による重要な環境要因の推定，２）

営巣適地の地図化，３）予測の空間的汎用性の検証，を行うため

に，確認位置情報（在情報）のみで比較的頑健な予測が可能な機

械学習の一種（最大エントロピー法11),12)）を用い，解析用のフリ

ーソフト“MaxEnt11) ver. 3.3.3k”を使用した。 
予測に用いたメッシュサイズは，全国（北海道を除く）は 20

×20km，関東・東北地方は1×1km とした。それぞれの解析ス

ケールごとのメッシュ数及びオオタカの営巣情報がある在メッシ

ュ数と割合は，順に全国（956メッシュ，171在メッシュ，17.89％），

関東地方（32138，166，0.52％），東北地方（95168，82，0.086％）

であった。解析に使用した環境要因には樹林，水田，畑地，草地，

市街地の各面積割合と，樹林と開放地（水田，畑地，草地）との

境界長（林縁長）を用い，全国では20×20kmメッシュ，関東・

東北地方では，隣接メッシュを含めた3×3kmメッシュの合計値

とした。これら環境要因は，既往研究5)，8),13)において明らかにさ

れているオオタカの生態的特性及び行動圏を参照し，選定した。

また植生図情報については，全国スケールでの分布推定を行う際

の集約法について検討した既往研究 14) を基に大きな分類に集約

した。例えば，水田や畑地には放棄田や休耕地を，草地には自然

草地，二次草地，人工草地を含んでいる。解析に用いる際には，

これらの変数間に多重共線性がないことを確認した。オオタカの

営巣情報は，上記のメッシュ単位（20×20km，1×1km）での

在情報あり・なしに変換した。なお，生物多様性保全基礎調査10)

の結果については，オオタカが希少種であることから，20×20km
メッシュごとに集約した上での限定公開であり，全国単位での解

析にのみ使用した。 
次に，全国，関東，東北のスケールごとに，ジャックナイフ法

を用いて予測の適合性と各環境変数の寄与率を推定し，応答曲線

を描画した。この際，得られた予測モデルの精度について，ROC 
(receiver operating characteristics)曲線から求めた AUC(area 
under the curve)の値を用いた。なお，AUCの値が0.75以上で

あれば，推定された生息ポテンシャルの値は有効であると言われ

ている15)。このようにして得られた予測モデルを用い，営巣適地

を地図化した。最後に，予測の空間的汎用性を検証するために，

上記で作成した関東での営巣適地を予測するモデルを東北の環境

条件にあてはめ，同様に予測された営巣適地を地図化した。 
 

３．結果と考察 

（１）空間スケール・地域による重要な環境要因の変異 

予測モデルの AUC の値は，全国（東北以南）スケールと地方

スケール（関東，東北）でそれぞれ 0.78±0.05（S.D.），0.89±

図－1 全国及び関東・東北スケールでのハビタットの好適度

と環境変数の関係：（a）樹林と開放地の境界長，（b）市街地の面積，

（c）樹林面積，（d）水田面積，（e）畑地面積，（f）草地面積。中央の

太線は平均値を，上下の帯は95％誤差範囲を示す。 

648 LRJ 78 (5)，2015－ 69 －



 

 

0.04，0.84±0.06であり，あてはまりの良いモデルが得られた。 
全国スケールと地方スケール（関東，東北）では，オオタカの

営巣適地を推定する上での重要な環境要因が異なっていた（表‐

1）。全国では，20×20kmメッシュ内の市街地面積の寄与率が最

も高く，次いで樹林と開放地の境界長，畑地，樹林，草地，水田

の各面積の順に寄与率が高かった。一方，関東と東北の予測モデ

ルでは，市街地面積の寄与率は高くなかった。関東では，3×3km
内の樹林面積の寄与率が最も高く，次いで水田面積と樹林と開放

地の境界長であった。これに対し東北では，3×3km 内の樹林面

積の寄与率は低く，代わって水田面積の寄与率が最も高く，次い

で草地，畑地の面積であった（表‐1）。 
ハビタットの好適性と各環境要因との関係を見ると，全国スケ

ールでは 20×20km メッシュ内の市街地や畑地の面積が多いほ

どオオタカの営巣ポテンシャルが上昇する傾向が見られた（図‐

1）。これは，オオタカが営巣場所として市街地を好むというより

も，20×20kmメッシュという広い範囲で土地利用を把握した場

合には，平野部の代表的景観である市街地や畑地面積で代替され

ていると考えるほうが素直だろう。つまり，山地の森林地帯より

も，山裾の丘陵地帯や平野との境界域，樹林と耕作地が混在する

里山景観などにオオタカが多く生息するため 5)と考えられる。こ

れを支持するように，3×3km メッシュで解析を行った関東と東

北では，市街地面積の重要性は示されていない（表‐1）。  
関東では，3×3km メッシュ内の樹林面積と水田面積が少ない

ほどオオタカの営巣ポテンシャルが上昇する傾向が見られたのに

対し，東北では，3×3km メッシュ内の樹林面積の寄与率は低く

（表‐1），水田面積は多いほど，営巣ポテンシャルは上昇してい

た（図‐1）。このように地域によって重要な環境要因とその影響 
の仕方が大きく異なっていたことから，少なくとも2つの仮説が

考えられる。第1に，地域差が生じた理由として，オオタカの生

態的特性（環境の選好性）が地域によって異なる可能性がある。

これについては，複数地域で，定量的かつ詳細な生態調査（例え

ば，電波発信機などの行動追跡装置を用いた細かな環境利用の把

握）を行い，地域性の有無を明らかにする必要があるだろう。一

方で，第2の仮説も考えられる。本研究の結果，樹林と開放地の

境界長と草地の面積の効果については，関東と東北でともに同じ

反応を示していたことから（図‐1），生態的特性の違いではな

く，関東と東北で地形や植生が異なっていたことが原因とも考

えられる。関東には日本最大の関東平野があり，オオタカの営

巣地は平野内に残された樹林にある。一方で東北には，奥羽山

脈をはじめ，多くの山地や高地があり，平野部は山あいの盆地

や海岸部の小規模平野に限られる。このような違いが営巣適地

を予測する上での環境要因の寄与率の違いとなって現れたのか

もしれない。 
（２）オオタカはどのような場所に多いのか？：全国スケール

と地域スケールでの予測結果と課題 

全国的（東北以南）には，オオタカの営巣適地は，関東で特

に多く，東海から北陸，東北にかけての東日本に多いことが予

測された（図‐2）。この結果は，既存のアンケート等を基にし

た繁殖分布状況調査の結果 3)とおおむね一致している。一方で

今回の予測では，既存の結果 3)とは異なり，九州の阿蘇地域や

中国山地，北東北などでも営巣適地が推定されたことから，こ

れらの地域に未知の営巣適地がある可能性が示唆された。 
次に，地方別の予測結果及び土地利用図を示す（図‐3）。関

東の営巣適地は，特に茨城及び千葉県の東部，つまり水田と畑

地，森林が混在する里山的景観を有した場所に集中していた。

東北では，仙台平野から福島・郡山盆地にかけての地域や青森

県の三本木原台地，秋田平野，山形盆地など，山地や高地と平

野部との境界に営巣適地が集中している傾向が認められた。 

一方で，本研究で予測に用いたデータは，現時点で入手可能な

データに限定されており，頑健な予測を行うためには十分な数と

は言い難い。特に，在データのみしか得られていない本研究の場

合，調査努力量の地域的な偏りの影響が，在・不在データの両方

を扱うことができる場合よりも大きくなりやすいという課題があ

る16)。これを解決するためには，全国均一に十分な数の調査ブロ

ックを設け，営巣の有無を確認することが理想的である。しかし

ながら全国スケールでの調査は，時間的・費用的・人的に容易で

はない。このため，オオタカの保護や保全に関わる人々でデータ

を集約し（もちろん詳細な営巣位置情報が特定できないよう加工

が必要だろうが），予測に活用する等の取組みが重要になるだろ

う。このように本研究に示した予測結果は，あくまで現在のデー

タに基づく予測であり，利用においては注意が必要である。 

図－2 全国スケール（東北以南）でのオオタカの営巣適地の

予測結果：赤色の場所ほど，営巣の可能性（ポテンシャル）が高く，

青色に近づくほど低いことを示す。 

※予測結果は，現時点で入手可能なデータに基づくものであり，今後，データが追

加されることでより正確な予測に近づくと思われる。 

図－3 営巣適地の予測結果 

(a)関東地方の土地利用図，(b)予測された関東スケールでのオオタカの営

巣適地図，(c)東北地方の土地利用図，(d)予測された東北スケールでの営

巣適地図，(e)関東スケールでの予測モデルを東北地方の土地利用条件に当

てはめて予測した結果。 

※予測結果は，現時点で入手可能なデータに基づくものであり，今後，データが追加さ

れることでより正確な予測に近づくと思われる。 

(d)

(a) (b)

(c) (e)
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（３）予測の空間的汎用性の検証と課題 

関東のオオタカの営巣適地を予測するモデルを用いて，東北の

環境条件で予測し直した結果，東北全域で営巣適地（ポテンシャ

ルが高い場所）がほとんど存在しない（図‐3 (e)），つまり関東モ

デルは本来の東北モデル（図‐3 (d)）に比べて，明らかに東北地

方のポテンシャルを過少評価していることがわかった。これらの

ことは，単純に予測モデルの範囲外への適用（外挿）が危険なこ

とを示すだけではなく，少なくとも３つの生態学上及び応用上の

課題を提起している。 
第1に，オオタカという同じ種であるにも関わらず，地域が異

なることで，なぜ予測の汎用性が失われるのか？これについては，

前述（１）での考察とも重複するが，種の生態的特性の違いに起

因するものか，地形条件などの環境の違いに起因するものなのか

を明らかにする必要がある。 
第2に，どのような条件下（統計モデル，種の生態的特性，環

境の異質性，予測の空間範囲，データ数等）であれば，空間的汎

用性を担保した頑健な予測が可能となるのか？これについては，

予測精度や予測の汎用性がどのような要因で変化するのかを，数

学的・生態学的見地から検証することが必要と考えられる。例え

ば，予測条件を変えたモデルを複数作成し，モデル間比較を行う

ことで，解析を行う最適な空間スケールやメッシュサイズ，環境

変数に関する一般則を得ることができるかもしれない。 
第3に，広域での分布位置情報が得にくく，全域での調査も困

難なオオタカのような希少種について，限られた情報の中で意思

決定を行う必要が生じた場合に，モデルはどこまで活用できるの

か？これについては，予測モデルの改良とモデルの時間的・空間

的な適用範囲について，予測の限界を調べることが不可欠である。 
 

４．結論 

本研究では，生息適地モデルによる広域スケール（全国，地方

スケール）でのオオタカの営巣適地予測の有効性と活用上の課題

（空間的汎用性と地域性）について示した。その結果，既存情報

が少ない場所についても情報を補完し，かつ定量的に営巣可能性

（ポテンシャル）を評価することができた一方で，同じ種であっ

ても予測の空間スケールや対象地域によって異なった傾向を示す

ことも明らかとなった。その上で，本研究には残された課題があ

る。まず，本研究の結果はあくまで予測であるので，実用に耐え

うるかどうかの検証が不可欠である。そのためには，予測モデル

の構築に利用した以外のデータを用いて予測の当てはまりを調べ

たり，実地での検証を行ったりする必要がある。また新たにデー

タを追加し，常に予測を更新していくことが重要である。あわせ

て，その他の予測精度を左右する要因，例えば，オオタカの営巣

にとって重要な環境要素であるものの GIS データが整備されて

いない環境要素（林内の樹種，林齢，中・低木層の有無，立木密

度など）が予測精度に及ぼす影響の相対的重要性の評価などにも

取組み，予測に潜む誤差を測定する必要があるだろう。次に，本

研究では行政区界（関東，東北）によって予測範囲を設定したが，

そこに生物学的意味はない。予測精度を向上させるためにも，適

切な予測範囲の設定方法を明らかにする必要がある。例えば，環

境条件が大きく異なる山地部と平野部のオオタカを分けて解析す

る，クラスター分析や判別分析などの統計的手法を用いて土地利

用が似た地域（農耕地域，市街化地域など）をグループ化し，そ

れぞれの地域について解析するなどの工夫が必要かもしれない。

最後に，生息適地モデルは現在とりうる選択肢の中で非常に有効

な意思決定ツールの1つであると考えられるが，予測には必ず不

確実性が伴うことも事実である。そのためオオタカに限らず，全

国の生物情報を集約し，環境保全や事業等に活用できる仕組みを

構築することが急務と考える。なぜなら全国の生物情報を集約す

ることで，モデルの予測精度向上が望めるとともに，将来的には

実データに基づいた客観的かつ堅実な意思決定へと道を開くから

である。 
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都市化が生物多様性に及ぼす影響 

～ 都市化度×パッチ面積×分類群の交互作用 ～ 

 

○上野裕介・曽根直幸・栗原正夫（国土技術政策総合研究所） 

 

世界的に都市人口の増加とそれに伴う環境問題の拡大が続くなか、都市生態学（urban 

ecology）への注目が近年高まっている。一方、日本の都市では、人口減少と都市の縮

退が予想され、政策的にもコンパクトシティを目指す方向が主流となりつつある。野生

生物のハビタットという観点からみると、空き地による市街地の緑被率改善や、公共施

設跡地の緑地化等が期待される一方、古い公園の廃止や再編の可能性も考えられる。し

たがって今後の緑地計画には、都市の拡大／縮小の両局面において、緑地の量や配置、

質が如何に生物多様性保全に寄与し得るかという景観生態学ならびに都市生態学の知

見が求められている。 

本研究のゴールは、幅広い都市化度を有する範囲（例：東京都心～多摩地域）におい

て、緑地の規模、植生構造、周辺環境等が生物多様性にどのように影響するかを明らか

にするとともに、生物多様性保全に効果的な緑地保全・創出手法を提案することである。 

調査地は、東京都心（23 区）・郊外（東京市部）・自然地域（多摩川周辺以西）を対

象に、大規模公園（10ha 以上）9箇所、中規模公園（2-10ha）21 箇所、小規模公園（0.1-2ha）

30 箇所の計 60箇所を選定した。 

野外調査は、2013 年の秋に開始し、冬・

春・夏の４時期（冬は鳥類のみ）について

実施中である。鳥類及び飛翔性昆虫類（チ

ョウ類・トンボ類・バッタ類）の調査には

ラインセンサス法を、地表徘徊性昆虫類

（オサムシ類・シデムシ類）の調査にはピ

ットフォールトラップを用いている。あわ

せて、調査ルートやトラップ設置場所周辺

にコドラート（10m×10m）を設定し、対象

地の植生構造を記録している。 

本研究の結果、都市化による種数の低下

は大規模緑地ほど大きい一方で、小規模緑

地は面積効果によって都市化度によらず

種数が少なかった。またそれらの影響の程

度は、分類群によって異なっていた。本発

表では、結果の詳細と今後の活用の方向性

について紹介する。 
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歴史的風致維持向上計画認定都市における

土木施設の整備実態と適用工法に関する研究

木村 優介1・曽根 直幸2・栗原 正夫3

1正会員 国土交通省 国土技術政策総合研究所 緑化生態研究室（〒305-0031 茨城県つくば市旭一番地）

E-mail: kimura-y92ta@nilim.go.jp 
2非会員 国土交通省 国土技術政策総合研究所 緑化生態研究室（同上）
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3正会員 国土交通省 国土技術政策総合研究所 緑化生態研究室（同上）

E-mail: kurihara-m92ta@nilim.go.jp 

本研究では，歴史的風致維持向上計画認定都市における土木施設を対象として，補修・整備にあたって

配慮した歴史的価値，及び適用された技術や工法を整理した上で，工法選定の経緯をもとに，地域の歴史

的価値の向上に寄与する効果を明らかにすることを目的とする．結果，認定都市の30施設について整備の

概要と適用工法を整理した上で，歴史的価値に対する考え方と適用工法の材料に基づく施設の4類型を示

すとともに，萩市藍場川石積み護岸の復旧整備を例に，景観上，技術上の効果を提示した．

     Key Words : the Law on the Maintenance and Improvement of Historic Landscape in a Community,  
                           civil enginering facility, civil enginering heritage, traditional technique 

1. はじめに

2008年の歴史まちづくり法の制定以降，歴史まちづく

りの取り組みが全国各地で進められている1)．とりわけ

歴史的価値を有する土木施設に関しては，まちづくりに

おける活用を視野に入れた多面的な評価や，保全活用に

関する技術の構築が必要とされている2)．各地の技術を

担う職人の不足が顕在化する中，施設自体や周辺の歴史

的価値に合わせて整備に用いる工法を選択し，その結果

を歴史まちづくりへと結びつけることが求められている．

そこで本研究では，歴史的風致維持向上計画認定都市

における土木施設を対象として，補修・整備にあたって

配慮した歴史的価値，及び適用された技術や工法を整理

した上で，工法選定の経緯をもとに，地域の歴史的価値

の向上に寄与する効果を明らかにすることを目的とする．

2. 歴まち認定都市における土木施設の整備実態

 

まず，歴史的風致維持向上計画認定都市における土木

施設の整備の特徴を把握するため，2013年5月末現在の

認定都市38市町を対象としてアンケート調査を実施した

（調査期間：2013年11月6日～29日，回答：16市町より

計31施設）．調査項目は，施設の概要，整備の経緯，整

備実施上の課題，適用工法の選定経緯と技術的特徴，当

該工法を用いたことによる効果とした．整備の概要が得

られた30施設の概要を表-1に示す．

表-1の通り，土木施設の類型として，城郭，道路・街

路，河川・砂防，公園，橋梁，塀・垣類，農業土木の7
施設が挙げられる．適用される工法について，城郭にお

いては，歴史的価値の高い施設自体の保全を目的として，

伝統的な空石積み工法の採用例が見られる．一方，道

路・街路においては，施設自体ではなく施設周辺の歴史

性に配慮し，舗装路面に各種現代工法を適用する例が多

い．さらに，現行の機能的要件が求められる供用中の河

川護岸，塀・垣類については，空石積みといった施設本

来の伝統的な工法のみを適用した例は見られなかった．

以上の施設については，施設自体及び施設周辺への歴

史的価値に対する考え方と，適用工法における材料に基

づき，表-2に示す4類型に整理することができる．

１
歴史的価値を有する施設全体を保全するため，原位置の材料のみを
用いて当該施設の伝統的工法により施工

２
主として歴史的価値を有する施設の外観を保全するため，原位置の
材料の使用を基本とし，安全上必要な部材等については付加し施工

３
施設周辺の歴史的環境に十分配慮して，原位置，あるいは周辺地域
の部材を使用し施工

４
施設周辺の歴史的環境に十分配慮して，主として一般に流通する商
品により施工

表-2 歴史的価値に対する考え方と工法の材料による施設の類型
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3. 補修整備事例における工法選定の経緯と効果 

2章の整理結果を踏まえて，舗装，石積み，塀・垣類

（左官）の3工法について，萩市の土塀等・街路・石積

み護岸，及び白河市の歴史的街路（5路線）の計4事例を

選定し，文献調査，ヒアリング調査及び現地調査により，

各工法の特徴と課題，選定の経緯，地域の歴史的風致に

寄与する効果を明らかにした．以下，山口県萩市藍場川

の石積み護岸の復旧を例として，ヒアリング調査結果

（2014年2月7日実施）を元に整理する．

江戸中期の開削の際に整備されたと言われる藍場川の

石積み護岸のうち，下流部の平安古町内の両岸約140 m
の空石積みに孕み出しが見られため，2009年から2010年
にかけて補修が行われた．当該区域は，山口県立萩美術

館・浦上記念館と一体をなす部分があり，また萩市景観

計画の重点景観計画区域であることから，歴史的な石積

み護岸と周辺地域の景観を一体的に保全することが前提

となった．そのため，将来的な孕み出しの可能性を考慮

した上で，原位置の石材をできるだけ使用した空石積み

風の練り石積みとして施工されている（表-2タイプ３）．

これら景観に関する効果以外にも，技術的な点でも効

果が見られる．空石積み風の練石積みの積み方のノウハ

ウや整備の着眼点といった技術的な情報が蓄積されてい

ることに加えて，当護岸工事の下請けとなった地元の石

工職人と発注者とのネットワークが構築されている．

4. おわりに

本研究では，歴史的風致維持向上計画認定都市におけ

る30の土木施設の補修・整備を整理した上で，歴史的価

値に対する考え方と適用工法の材料に基づく施設の4類
型を示し，萩市藍場川石積み護岸の復旧整備を例に，景

観上，技術上の効果を提示した．引き続き，各事例の工

法が歴史まちづくりに及ぼす効果の考察を課題としたい．

謝辞：調査に御協力頂きました各認定都市の皆様，施設

の設計，管理担当者様に厚く御礼申し上げます．
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都市名 施設名称 施設類型 整備の概要

弘前市 弘前城跡西濠護岸 河川・砂防 他区間の護岸で用いられている伝統的石積み工法を用いて、上部が通路となっている区間に護岸を新規整備 

白河市 

乙姫桜プロムナード 道路・街路 
特殊母体アスファルト混合物の空隙にセメントミルクを充填・硬化させた全浸透型の半たわみ性舗装の表面に、ショ
ットブラストとグルービングの両方を施した、半たわみ性景観舗装（グルーブラスト工法）で舗装を整備 

小南湖園路 公園 
歴史的公園における園路整備にあたり、特産品である白河石を使用して舗装整備を実施。また既存の石積み、石段、
墓地部分の石畳と景観上の整合性を図ること、滑り防止を行うことを目的に、石材表面はこぶだしのみ仕上げとした

小峰城道場門遺構 城郭 
現存する石垣は、修復、積替等は行っていないが、石垣の損傷、崩落を防ぐために、石垣天端（上）面や背面裏込材
との境界面には、防根シートを敷設し、遺構保護を図った 

新蔵通り 道路・街路 
施工性、耐久性、維持管理、景観等を考慮し、排水性カラー舗装より高級感のある自然石を使用したニート舗装（ア
スファルト舗装の表面に樹脂を塗り、その上に骨材を散布し路面に固着させる工法）により、舗装整備を実施 

友月山プロムナード 道路・街路 
自然石を用いた工法が本市の歴史的景観の演出に適しており、また耐久性においても優れていることから、本石石張
舗装（インジェクト工法）により舗装整備を実施 

老舗通り 道路・街路 
一番町大工町線 道路・街路 

金沢市 西内惣構（緑水苑） 城郭 
城下町を囲い込んだ堀や土居である惣構の補修工事を実施。法面勾配1割4分（堀部分）については法面の破損や崩壊
の防止のためセメント安定処理により施工。また法面勾配8分（土居部分）については、土居部分であるため自然な法
面を復元できるよう表面に植栽可能なハニカム・フレームによる補強盛土工により施工 

犬山市 市道犬山396号線(本町通) 外 道路・街路 
城下町地区内に数多く点在する歴史的文化に配慮して、脱色アスファルト舗装、半たわみ性舗装、石張舗装、自然石
舗装で道路の修景整備を実施 

恵那市 
中山道大井宿広場 公園 地域住民の活動のための広場整備にあたり、大井宿の伝統的景観に配慮して木造の休憩所、塀を整備 
岩村町本通り(市道91052号線) 道路・街路 砂利道をイメージした脱色アスファルト舗装（骨材を大きくした）、自然石による側溝修景整備を実施 
市道大井町273号線 道路・街路 中山道の歴史性に配慮して、セラサンド工法＋ロールドアスファルト舗装で道路修景整備を実施 

岐阜市 川原町通りの町並み 道路・街路 脱色アスファルト舗装、御影石張り舗装、行燈をイメージした街路灯の整備 

彦根市 
彦根城跡石垣 城郭 委員会で工法等を検討し、石垣の解体・復元工事を実施 
旧城下町区域内の市道 道路・街路 土色の脱色アスファルト舗装整備を実施 
彦根城跡「表門橋」 橋梁 基礎は現代工法で、橋梁は伝統工法で整備を実施 

京都市 翔鸞緯7号線（上七軒通） 道路・街路 石畳風As舗装(半たわみ性舗装＋表面デザインカッター)により、茶屋町の歴史性に配慮した道路整備を実施 

津山市 津山城宮川門跡石垣 城郭 伝統工法である打ち込みはぎにより、老朽化した石垣の積み直しを実施 

高梁市 
御殿坂 道路・街路 備中松山城登城の入口にあたる御殿坂で、カラー舗装を整備 
沢柳の滝・頭首工 農業土木 頭首工本体のコンクリート表面に地場の石材を貼り付けて、石積み風に修景整備 
武家屋敷通り 道路・街路 カラー舗装（灰色）を整備 

竹原市 二級河川本川護岸 河川・砂防 埋め立てにより無くなったかつての雁木を、コンクリートで再整備 

松江市 松江城石垣 城郭 伝統工法である「野面積み」による「布積みくずし」で石垣の補修を実施 

大洲市 桝形修景護岸 河川・砂防 堤防補強工事にあたり、大洲城との調和に配慮して、石積み工法を採用 

萩市 

萩城跡石垣 城郭 
基本的には野面積みや打ち込み接ぎを主体とした空積みを用いて、石垣の保存修理を実施。ただし、長期的な維持管
理に最低限必要な箇所にのみ不織布を使用する現代工法を採用（石垣上面整備箇所の土砂の石垣背面への流出防止）

萩市堀内地区・平安古地区伝統
的建造物群保存地区内土塀等 

塀・垣類 
武家屋敷の伝統的な土塀・石垣の保存修理を伝統工法＋現代工法で実施。土塀の基礎や石垣は空積みであるが、石工
の不在から左官による練積みで実施 

市道南ノ総門指月線（鍵曲り） 道路・街路 歴史的な鍵曲りの道路の舗装整備にあたり、土系舗装を使用し、歴史的景観に配慮 

藍場川石積み護岸 河川・砂防 
歴史的な風情ある景観とするため、既設の石を利用した石積みによる復旧工事を実施。ただし、空石積みでは構造上
耐えられないため、コンクリート練積みとし、前面にコンクリートが出ないよう空石積み風に仕上げて配慮 

山鹿市 豊前街道 歴史的小路 道路・街路 
舗装部分は脱色アスファルト舗装（骨材に有色玉砂利を使用し、地道風の色あいにしている）で整備。側溝部分は、
遺構排水溝（鍋田石）の再利用（一部）及び同等品による排水溝敷設を実施 

表-1 歴史的風致維持向上計画認定都市における歴史的価値に配慮した土木施設の補修・整備事例
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2011（平成 23）年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震とそれに伴う津波により，東日本の広範囲にわた

る歴史的土木構造物が甚大な被害を受けた．土木学会土木史研究委員会では，委員会内に東日本大震災特別小委

員会を設置し，文化庁及び建築学会等の関係機関と連携し，土木学会各支部や土木学会選奨土木遺産選考委員会

等の協力のもと，歴史的土木構造物の被災状況に関する調査を実施してきた．

平成 23 年度及び平成 24 年度は，被災地域の「重要文化財（建造物）」，「登録有形文化財（建造物）」，「土木学

会選奨土木遺産」を対象として，被災の有無を確認する調査に加え，被災の程度が大きい施設の被災状況に関す

る現地調査，さらに復旧に向けた技術的検討を行った．平成 25 年度は，過年度において調査を行った施設を対象

として，これまでの復旧状況等に関するフォローアップ調査を実施した．

本報告は，平成 25 年度に実施したフォローアップ調査の結果について報告するものである．

 Key Words: Tohoku Region Pacific Coast Earthquake in 2011, historic civil engineering structures, damage survey, 

important cultural property, registered tangible cultural property, JSCE’s recommended civil engineering 

heritage

1. はじめに 

2011（平成 23）年 3 月 11 日に発生した東北地方太平

洋沖地震とそれに伴う津波により，東日本の広範囲にわ

たる歴史的土木構造物が甚大な被害を受けた．土木学会

土木史研究委員会では，2011（平成 23）年 5 月 23 日に，

委員会内に東日本大震災特別小委員会を設置し，文化庁

及び建築学会，日本建築家協会，日本建築士会連合会等

の関係機関と連携し，土木学会各支部や土木学会選奨土

木遺産選考委員会等の協力のもと，歴史的土木構造物の

被災状況に関する調査を実施してきた．

これまでの経緯を簡単に整理すると，まず，平成 23
年度は，被災地域にある「重要文化財（建造物）」，「登録

有形文化財（建造物）」，「土木学会選奨土木遺産」全 250
件を対象として，被災の有無を確認する第一次調査を実

施した．そのうえで，被災の程度が大きい 7 件に対して，

第二次調査として被災状況に関する現地調査を実施した1)．

この調査により，被災地域における歴史的土木構造物

の被災状況の全体像を把握したほか，被災の程度が大き

い構造物について，より詳細な被災状況を把握し，さら

にその被災要因を推定した．

平成 24 年度は，被災した歴史的土木構造物のうち，本

格復旧が進む 2 施設に対して技術的検討を行うとともに，

平成 23 年度に現地調査を実施することができなかった

未調査被災施設2施設を対象に被災状況調査を行った2)．
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表-1 平成 25年度の調査対象施設 

調査対象施設 所在地 管理者 備考

石井閘門
宮城県

石巻市
国土交通省 重要文化財（建造物）

北上川分流施設群
宮城県

石巻市
国土交通省 土木学会選奨土木遺産

横利根閘門
茨城県

稲敷市
国土交通省 重要文化財（建造物）

霞ケ浦湖岸施設
茨城県

稲敷市
国土交通省 土木学会選奨土木遺産

表-2 調査日時及び調査員 

調査対象施設 調査日時 天候 調査員

石井閘門
平成25年10月31日（木）

12：30～14：00
曇り

阿部貴弘

（日本大学 准教授）

木村優介

（国土交通省国土技術

政策総合研究所 研究官）

北上川分流施設群
平成25年10月31日（木）

14：30～16：00
曇り

横利根閘門
平成25年11月15日（金）

10：30～15：00
曇り

霞ケ浦湖岸施設
平成25年11月22日（金）

10：30～13：30
晴れ

この調査により，未調査施設の被災状況を把握し，そ

の被災要因を推定したほか，復旧が進む施設に関しては，

歴史的な価値等に配慮した復旧方法などの技術的な検討

を行った．

こうした過年度調査により，被災地域における歴史的

土木構造物の被災状況をおおむね把握することができた．

そこで，平成 25 年度は，過年度において調査対象とし

た施設を対象として，これまでの復旧状況等に関する

フォローアップ調査を実施した．本報告は，こうした平

成 25 年度の調査結果について報告するものである．

なお，平成 23 年度から続く一連の調査は，東日本大震

災に際して文化庁が立ち上げた「東日本大震災被災文化

財建造物復旧支援事業（文化財ドクター派遣事業）」の一

環で実施したものである．

2. 調査概要 

(1) 調査対象施設 

平成 25 年度の調査は，平成 23 年度に被災状況に関す

る現地調査を実施した 4 施設（表-1）を対象として実施

した．

(2) 調査日及び調査員 

各施設の調査は，表-2 に示す調査日時及び調査員によ

り実施した．

(3) 調査項目及び調査方法 

平成 25 年度は，以下の事項に関するフォローアップ調

査を実施した．

・当該施設に関わる発災後の対応経緯

・文化庁等の関係機関との連絡・協議の経緯

・これまでの復旧状況・経緯

・今後の復旧方針

・復旧に向けた課題 等

なお，本フォローアップ調査は，施設管理者に対する

ヒアリング及び現地における目視確認調査とした．

3. 調査結果 

(1) 石井閘門 

a) 平成23年度調査において把握した被災状況等の概要 

・閘室部石積の側面に若干の凹凸が見られたが，大き

な飛び出しはなかった．

・閘頭部や閘尾部，さらに閘室部において，笠石や階

段石積の乱れ及び亀裂が生じているが，これらは地

盤沈下により構造物全体が沈下し，その際にひずみ

が集中した部分に生じたものと推定する．また，そ

うした亀裂は，笠石と煉瓦の目地部，石積みの一部

が開口したものと考える．

・隅石や煉瓦の一部に剥離が生じていたが，これらは

躯体の強度を低下させるものではないと判断できる．

・閘門の門扉については，発災時は閉じていたことか

ら，津波の圧力を受け，その影響が駆動部の破損に

つながったと解釈できる．

b) 平成25年度調査実施時の施設の状況（図-1～4） 

・閘室部の石積みの孕みや凹凸，閘頭部および閘尾部

の笠石や煉瓦等の乱れや亀裂は，ほぼ被災時のまま

存置されていた．

・周辺では，保全対策工事の準備が進められていた．

c) 平成25年度調査実施時点の復旧状況等（ヒアリング結果） 

・2012（平成 24）年 8 月に，学識者等からなる「重要

文化財「石井閘門」保全対策検討委員会」を設置し，

保全対策について検討している．

・保全対策検討委員会には，文化庁のほか，宮城県教

育委員会や石巻市教育委員会もオブザーバーとして

出席している．

・調査実施時点現在，「被災前の状態に戻す」という保

全対策工事の方針が決まり，年度内の工事完了に向

けて準備を進めている．

・保全対策工事として，笠石や煉瓦等の乱れや亀裂の

補修のほか，門扉及び駆動部の補修等を実施するこ

ととなる．

－ 79 －



図-1 石井閘門の閘室部（上流側より下流側を望む）

閘室部の石積みに孕みや凹凸がみられる

（撮影：阿部，2013.10.31）

図-2 石井閘門の閘頭部の階段（右岸側）

階段部のズレが被災時のまま存置されている

（撮影：阿部，2013.10.31）

(2) 北上川分流施設群 

a) 平成23年度調査において把握した被災状況等の概要 

○月浜第二水門 

・水門本体の外形は維持されていたが，津波が要因と

考えられる破損が各所に見られた．

・特に，バランスゲートを引き上げるワイヤーロープ

のウインチ部が欠損していた．

・また，水門右岸の脇堤防も欠損し，土嚢による応急

復旧が行われていた．

・月浜第二水門の近傍に移設保存されていた月浜第一

水門のバランスゲート１門は，原位置から移動し，

ゲートの上部構造に破損が見られたが，原型はほぼ

維持されていた．

○釜谷水門 

・釜谷水門周辺の北上川右岸護岸は消滅し，周辺の堤

内地一帯も水没した状況にあった．

・釜谷水門も水没し，バランスゲートの一部がかろう

じて水面上に見られたが，原形をとどめない状況に

あった．

図-3 石井閘門の閘尾部（左岸側）

笠石や煉瓦等の乱れや亀裂が被災時のまま存置されている

（撮影：阿部，2013.10.31）

図-4 石井閘門の閘室部（右岸上流側から撮影）

保全対策工事に向けた準備が進められている

（撮影：阿部，2013.10.31）

○福地水門 

・目視調査では，被災は確認できなかった．

b) 平成25年度調査実施時の施設の状況 

○月浜第二水門（図-5～8） 

・ほぼ被災時のまま残置保存された状態にあった．

・前回調査時に比べ，ゲート部の塗装に錆が目立ち始

めていた．

・バランスゲートの支承部のみ，応急復旧工事が実施

されていた．

○釜谷水門（図-9） 

・周辺護岸の復旧工事は進められていたが，釜谷水門

自体は，被災したままの状態で存置されていた．

○福地水門（図-10） 

・外観は，前回調査実施時とほぼ同様の状態にあった．

c) 平成25年度調査実施時点の復旧状況等（ヒアリング結果） 

○月浜第二水門 

・2011（平成 23）年 7 月，バランスゲートの支承部に，

被災直後には確認することができなかった亀裂が見

つかった．
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図-5 月浜第二水門の全景

ほぼ被災時のまま存置された状態にある

（撮影：阿部，2013.10.31）

図-6 月浜第二水門のバランスゲート

ゲート部の塗装に錆が目立ち始めている

（撮影：阿部，2013.10.31）

・ゲート自体の落下を防ぐため，2012（平成 24）年 7
月から 8 月にかけて，近傍に移設保存されていた月

浜第一水門のバランスゲートの支承部を取り外し，

亀裂が見つかった第二水門の支承部に転用する工事

を実施した（図-7～8）．

‐転用にあたり，極力，既に空けられていたボルト

穴を利用したが，穴がずれている箇所については，

新たに穴を開け直した個所もある．

‐取り外された旧第一水門の支承部には，Ｈ鋼で補

修を行い，破損した第二水門の支承部は廃棄した．

‐支承部の転用にあたり，土木学会をはじめ，専門

家等から助言等は受けていない．

・支承部の転用は，あくまで応急対応として実施した

ものであり，現在実施している災害復旧事業におい

ては，水門の移設や撤去について改めて検討してい

る．その際，釜谷水門及び月浜第二水門の取り扱い

について，土木史の専門家等へのヒアリングを実施

した．

図-7 月浜第二水門のバランスゲートの支承部

中央 2か所の支承部で転用工事が行われた

（撮影：阿部，2013.10.31）

図-8 移設保存されている月浜第一水門のバランスゲート

中央 2か所の支承部が取り外され転用された

（撮影：阿部，2013.10.31）

・このヒアリングにおいて，専門家から，月浜第二水

門のバランスゲートは水門構造上も特徴的なもので

あること，さらに，1928（昭和 3）年に建造された

釜谷，月浜第一，月浜第二の各水門うち，現在稼働

しているのは月浜第二水門のみであることを踏まえ，

何らかの方法で月浜第二水門を動態保存できないか

との要望があった．

・月浜第二水門の原位置が，災害復旧事業で北上川に

新設する予定の堤防の法線と重なっていることから，

遅くとも平成 26 年度中には保全もしくは移設等の

方針を決定する必要がある．この際，専門家や施設

管理者，自治体の担当者等が集まって協議すること

も視野に入れている．

○釜谷水門 

・釜谷水門については，被災したままの状態で存置してい

るが，水門を現位置で復旧することは不可能であり，災

害復旧工事において，堤防建設にあわせて新たな水門を

建設する必要がある．被災した釜谷水門を現位置に存置

保存するか撤去するかは，今後の検討課題である．
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図-9 釜谷水門の遠景（北上川左岸側から撮影）

護岸の復旧が進む中，被災時のまま存置されている

（撮影：阿部，2013.10.31）

・災害復旧工事は，平成 27 年度の事業完了を想定して

いるが，存置している水門は，新設する堤防の法線

や新たな水門の計画には影響が無いため，地元感情

等にも配慮しつつ慎重に検討を進める予定である．

○福地水門 

・発災直後には確認できなかったが，発災後しばらく

して，スピンドル部品の破損が確認された．これが

震災による被災かどうかは不明である．

・2013（平成 25）年 10 月に，当該スピンドル部品を

新しい部品と交換した．

d) 復旧に向けた今後の課題等 

・月浜第二水門と同じく，移設保存されている月浜第

一水門のゲートについても，新設予定の堤防の法線

に重なっているため，移設を検討する必要がある．

2007（平成 19）年の現位置への移設時に，躯体を一

度切断して溶接しなおしているが，再度移設すると

なると再び躯体を切断しなければならず，オリジナ

ルの状態からさらに遠ざかってしまうことになる．

・現地保存もしくは移設保存した後の維持管理につい

ては，釜谷，月浜第一，月浜第二の各水門にほぼ共

通した課題である．治水上の機能を持たない限り，

河川施設として管理することができないため，移設

保存した水門等の取り扱いは難しい．たとえば，こ

れらの水門を移設保存する場合は，石巻市の公園計

画にあわせて移設場所を確保するといった方法等を

検討しなければならない．

(3) 横利根閘門 

a) 平成23年度調査において把握した被災状況等の概要 

○横利根閘門 

・閘門周辺の護岸等に液状化の被害が見られたものの，

閘門本体は，閘頭部及び閘室部とも躯体はおおむね

健全で，平常通り稼働し，通船も行われていた．

図-10 福地水門（下流左岸側から撮影）

前回調査実施時とほぼ同様の状態にある

（撮影：阿部，2013.10.31）

・横利根川側（上流側）閘頭部の小門扉の開閉ギアを

納める左岸側躯体の側壁に，クラックが発生してい

ることを確認した．

・このクラックは，外装煉瓦からコンクリート造の躯

体，さらに護岸側の石積みに至る深刻なものである

ことを確認した．

・クラックは，ギアを納める機械室の開口部から躯体

の基礎に向かって発生していたが，水面下の状況は

把握することはできず，クラックが基礎まで達して

いるかどうか確認することはできなかった．

○中川吉造胸像所 

・利根川右岸の護岸に設置されていた中川吉造胸像所

が，河川護岸の堤内地側斜面の地震崩壊及び基礎地

盤の液状化に伴い沈下及び傾斜する被害を受け，復

旧に向けて地盤の養生が行われている状況にあった．

b) 平成25年度調査実施時の施設の状況 

○横利根閘門（図-11～16） 

・その後の調査の結果，上流側閘頭部側壁のクラック

が底部にまで達していることが判明したことから，

復旧に向けて閘室内の水抜きが行われ，閘門の補修

及び左岸上流側護岸の地盤改良工事が進行していた．

○中川吉造胸像所（図-17～18） 

・中川吉造胸像所は，すでに原位置に復旧していた．

c) 平成25年度調査実施時点の復旧状況等（ヒアリング結果） 

○横利根閘門 

・閘頭部側壁クラックについては，2012（平成 24）年

2 月 10 日より動態観測を実施しているほか，水中カ

メラロボットによる水面下の状況調査，さらに閘門

全体の水抜きを実施したうえでの被災状況調査等を

行った．

・その他，閘頭部および基礎の井筒に関する躯体の形

状測量やボーリング調査等による基礎地盤調査等を

実施し，被災状況や安全性に関する調査を行った．

被災した釜谷水門
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図-11 水抜き作業中の横利根閘門（上流側閘扉部）

（撮影：阿部，2013.11.15）

図-12 水抜き作業中の横利根閘門の閘室（下流側を望む）

（撮影：阿部，2013.11.15）

図-13 底部まで達する横利根閘門閘頭部側壁のクラック

（撮影：阿部，2013.11.15）

・これらの調査を踏まえ，2013（平成 25）年 1 月に，

学識者等からなる「横利根閘門保全対策検討委員会」

を設置し，保全対策について検討している．

・この委員会における検討に基づき，以下の補修工事

等を実施する予定である．

－閘頭部側壁亀裂に対するシール材注入による補修

－門扉開閉装置ギアスタンドの再設置

－防舷材の取り換え

図-14 横利根閘門左岸上流側護岸の地盤対策工事の状況

（撮影：阿部，2013.11.15）

図-15 横利根閘門の護岸石積みの補修状況

（撮影：阿部，2013.11.15）

図-16 補修のために取り外された横利根閘門の護岸石材

（撮影：阿部，2013.11.15）

－扉体塗装・水密木材取り替え

－旧給水扉巻上機補修

－地盤対策（左岸上流側護岸）

－翼壁石積みの補修

－被災した閘頭部の状況確認・安定確認

－閘室底部の状況確認・安定確認

－煉瓦洗浄試験

－保全方針の整理及び補修記録の作成・保存

側壁のクラック
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図-17 復旧された中川吉造胸像所

（撮影：阿部，2013.11.15）

図-18 地盤改良が行われた中川吉造胸像所周辺の護岸

（撮影：阿部，2013.11.15）

○中川吉造胸像所 

・2012（平成 24）年 7 月 31 日に，胸像所は復旧した．

・胸像所の基礎は，元はコンクリート杭基礎であった

が，復旧にあたり，矢板を打ち込んで地盤改良を実

施した．

・胸像所の図面が無い状態であったため，復旧にあたっ

た石材業者に依頼して図面を作成した．

(4) 霞ケ浦湖岸施設 

a) 平成23年度調査において把握した被災状況等の概要 

・南側滑走台の西側及び東側滑走台の北側において，

主に湖側のコンクリートスロープが，陥没もしくは

めくれあがっている状況にあった．これらは，基礎

地盤の液状化に伴う湖側への流動により損傷したも

のであると推定する．

・一方，同じ滑走台であっても，南側滑走台の東側及

び東側滑走台の南側については，コンクリートス

ロープに被災は確認できなかった．こうした，場所

による被災の有無については，過去の補修や災害復

旧工事の影響等も考えられるが，その要因の特定に

は至らなかった．

図-19 復旧後の霞ケ浦湖岸施設南側滑走台

（撮影：阿部，2013.11.22）

図-20 復旧後の霞ケ浦湖岸施設東側滑走台

（撮影：阿部，2013.11.22）

b) 平成25年度調査実施時の施設の状況（図-19～20） 

・コンクリートスロープ（滑走台）のうち，陥没もし

くはめくれあがっていた個所では，被災したコンク

リートスロープはすでに撤去され，復旧工事により

新たなコンクリートスロープが整備されていた．

c) 平成25年度調査実施時点の復旧状況等（ヒアリング結果） 

・復旧にあたっては，平成 20 年度に実施した復旧工事

の際の止水状況を教訓に，鋼矢板により対象個所の

締め切りを行い，水替えをしたうえで基礎地盤面を

整地し，鉄筋コンクリートスロープを打設した．

・さらに，既存のコンクリートスロープ表面の表情（意

匠）に配慮し，復旧個所のコンクリートスロープ表

面の洗い出しも行った．

・なお，復旧にあたり，土木学会をはじめ，専門家等

から助言等は受けていない．

・今後，コンクリートスロープ背後への特殊堤防（パ

ラペット）の施工（高さ 1ｍ程度）など，引き続き

水防対策として事業を実施する予定である．
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d) 復旧に向けた今後の課題等 

・発災直後の対応の際，当時の担当者がコンクリート

スロープを土木遺産としてどの程度意識していたか

は不明である．霞ケ浦湖岸施設における過去の被災

時の対応を踏まえると，コンクリートスロープでは

なく，今回は被害の無かった石積みに歴史的価値が

あると認識していたとも想定される．

・今後の維持管理や補修に向けて，霞ケ浦湖岸施設の

各構成要素について，土木遺産としての価値を整理

するとともに，それらを施設管理者と共有しておく

ことが重要である．

・また，コンクリートスロープには，破損した箇所と

破損を免れた箇所がある．霞ケ浦湖岸施設は，完成

後に一度爆撃を受けて被災したという伝聞や，コン

クリートスロープは元々コンクリートを地盤面に流

しただけであったという伝聞もある．こうした伝聞

や過去の補修履歴などを拠り所として，被災の有無

が生じた要因についても検討の余地がある．

4. まとめ 

以上の通り，本報告では，東日本大震災特別小委員会

が，平成 25 年度の文化財ドクター派遣事業の一環で実施

した，歴史的土木構造物の復旧に関わるフォローアップ

調査結果について取りまとめた．本調査において，管理

者へのヒアリング及び現地調査に基づき，被災した歴史

的土木構造物の被災後の復旧状況及び復旧に向けた課題

等を把握することができた．

重要文化財（建造物）に指定されている石井閘門及び

横利根閘門では，復旧にあたり，学識者等からなる保全

対策検討委員会が設置され，詳細な調査等に基づき，保

全対策が検討されていることがわかった．今後，施設管

理者により刊行されるであろう保全対策工事記録等によ

り，その詳細を知ることができると期待する．こうした

復旧事例もしくは保全事例の蓄積により，今後の歴史的

土木構造物の保全技術や防災技術がよりいっそう向上す

るものと考える．

一方，土木学会選奨土木遺産である北上川分流施設群及

び霞ケ浦湖岸施設では，一定の復旧が行われているものの，

それらは必ずしも歴史的価値への十分な配慮がなされて

いるとは言い難く，また，これまでの復旧にあたり，土木

学会や専門家等から助言を受ける機会も設けられていな

いことがわかった．そのため，選奨土木遺産の歴史的価値

について，各施設管理者に周知するとともに，被災時等に

おける補修方法や保全方法等について，土木史研究委員会

もしくは選奨土木遺産選考委員会等が助言等を行う体制

や仕組みを整えておくことが重要であると考える．

平成23年度から実施してきた一連の調査により 1），2），

東北地方太平洋沖地震による歴史的土木構造物の被災状

況の全体像を把握するとともに，被災の程度が大きい施

設について，現地調査に基づき被災要因を推定すること

ができた．さらに，調査を通して，歴史的土木構造物の

被災状況調査を実施する際の調査体制や調査方法など，

組織的な調査実施のノウハウを蓄積することができた．

一方，発災直後の初動期の対応や，調査を効率的・効

果的に実施するための歴史的土木構造物に関する基礎情

報の整理といった平時の対応，さらに，被災した歴史的

土木構造物の補修方法や保全方法に関する技術の蓄積，

被災により歴史的土木構造物をやむを得ず撤去する場合

などの記録保存の考え方や手法については，今後の課題

として指摘することができる．

加えて，歴史的土木構造物に係る防災機能の再評価や，

歴史的土木構造物の自然災害に対するリスクマネジメン

ト，歴史的土木構造物と周辺の防災計画や地域計画等と

の連携等についても，今後の課題として指摘することが

できる．

これらの課題については，今後，東日本大震災特別小

委員会や土木史研究委員会において対応を検討すべきで

あると考える．

こうした一連の調査による成果と課題が，被災した歴

史的土木構造物の本格復旧に資するとともに，今後の災

害を視野に入れた歴史的土木構造物の保全技術や防災技

術の向上，さらに歴史的土木構造物の価値付けの推進等

に資することを期待する．

謝辞：調査にご協力いただいた施設管理者及び所有者の

皆様，地方公共団体教育委員会の皆様，文化庁及び国土

交通省の皆様，土木学会選奨土木遺産選考委員会及び土

木学会各支部の皆様，東日本大震災特別小委員会委員及

び調査員の皆様に，厚く御礼申し上げます．

参考文献 

1) 阿部貴弘，依田照彦：平成 23 年東北地方太平洋沖地震によ

る歴史的土木構造物の被災状況に関する調査報告，土木史

研究講演集Vol.32，pp. 37-48，2012

2) 阿部貴弘，後藤光亀，伊藤登，依田照彦：平成 23年東北地

方太平洋沖地震による歴史的土木構造物の被災状況に関す

る調査報告（その２），土木史研究講演集Vol.33，pp. 33-40，

2013 

（2014. 4. 7 受付） 

－ 85 －



Urban ecology in the Tokyo metropolitan area: spatiotemporal change 
of avian diversity during four decades  
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The world is becoming increasingly urban. Rapid urbanization around the world causes 
a major change of the regional biodiversity and it leads to a global change. Thus, it is 
urgent to clarify the change of biodiversity with urbanization and its causes. 
Urbanization often causes the loss and modification of habitat for many birds, changes 
in the water cycle, the increase of pollution (e.g., water, air, and soil), soil compression, 
and the reduction of ecosystem services. On the other hand, there are abundant 
resources (e.g., water availability, organic material), high productivity, and moderate 
climates in urbanized cities. In this study, we show the spatiotemporal change in an 
avian community along a gradient of urbanization in the highly-urbanized city of Tokyo, 
Japan. Firstly, we will report on temporal changes for the past four decades. The bird 
census was conducted during breeding seasons using the line transect method in about 
300 study sites (1 × 1 km) across Tokyo. Secondly, we will report on spatial changes in 
the avian community across Tokyo. Especially, we show the relationship between avian 
biodiversity and landscape mosaics (e.g., green spaces, urban parks, and built-up 
environments). Finally, we will discuss the urban avian community and the loss of 
biodiversity based on our results. 
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ポスター発表 Ｄ：調査・研究部門 

 

 

人口減少社会における都市緑地デザインと生態学の融合 

：生物多様性に配慮した地域づくりのために 

 

上野裕介 国土交通省国土技術政策総合研究所 

／曽根直幸、栗原正夫 

 

 今後，日本の都市では，人口減少と都市の縮退・再編に伴い，都市景

観も大きく変化すると予想されている．また，生物多様性に対する意識

の高まりとともに，各地の自治体で緑の基本計画や環境目標が掲げられ，

都市の再整備を通じた緑地機能の再評価と生物多様性の向上が図られ

るようになってきた．一方，都市計画に活用可能な生態学の知見は乏し

く，効果的な計画の立案が困難な状況にあった． 

 そこで本研究では，地域の実情や政策的課題（環境目標など）に応じ

た緑地の整備や再配置などの技術的支援，都市の生物多様性のモニタリ

ング手法の具体的な提案につなげることを目的に，幅広い都市化度を有

する地域（東京都心～多摩地域）を対象に，緑地の規模や質（植生構造），

配置（周辺環境や緑地の連結性）の違いが，生物多様性（鳥，昆虫，植

物）に及ぼす影響を調査した．調査は，60 か所超の緑地で季節ごとに実

施し，G I S と統計モデルを用いて分析を行った． 
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ポスター発表 Ｄ：調査・研究部門 

 

 

都市景観の向上に資する公園空間の高度利用方策に関する研究 
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 公共事業による公園整備の結果、全国の一人当たり都市公園面積は５

０年間で約５倍に増加した（約２㎡／人→約１０㎡／人）一方で、整備

後数十年が経過した公園は、施設の老朽化や陳腐化、財政状況の悪化に

ともなう改築費や維持管理費の削減といった課題を抱え、利用されなく

なった公園が都市や地域の景観を阻害していることも少なくない。今後

の公園行政においては、従来の、公園管理者として独占的又は営利的な

公園利用を極力排除し公園空間の公平性を確保するといった原則だけ

でなく、多様な公園利用を促進することで、公園の価値向上、機能発揮

を効率的に実現し持続させるという方向性が必要である。 

 そこで本研究では、多様な主体による公園空間の高度利用を通じ、公

園の再生や都市景観の向上を実現した事例を対象に、都市公園の利用形

態を規定している法令や技術基準等の効果的な運用方法及び課題を明

らかにする観点から分析を行った。 
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１. はじめに

日本に生息する両生類のグループは、希少種が多く含
まれており、しばしば環境影響評価（環境アセスメント）
における影響の予測対象となる。これらの予測対象種に
ついては、事業対象地周辺での生息状況の確認に加え、
必要に応じて環境保全措置を講じたり、保全措置の効果
検証が求められたりする。しかしながら一部の種を除き、
両生類の生態、特に詳細な生息環境や季節的なハビタッ
トの移動については情報が十分ではない。したがってそ
の種の生態的特性の解明のみならず、効果的な環境保全
措置を講じるためにも、野外において両生類を効率的に
発見し、生息環境の把握や継続的な移動の追跡などを可
能にする調査技術の開発が求められている。
近年、カエル類やサンショウウオ類の個体識別（マー
キング）手法としてマイクロチップ（PIT tag）が使用さ
れるようになってきた［１］［２］［３］。また両生類以外に
も、例えば魚類等においてマイクロチップを用いた調査
が行われている。一例を挙げれば、設置式のマイクロチ
ップリーダーを用いて魚道を通過する魚類のモニタリン
グを試みた事例がある［４］［５］。

そこで本報文では、しばしば環境影響評価の対象とな
る小型サンショウウオ類２種（クロサンショウウオ、ト
ウホクサンショウウオ）に着目し、マイクロチップを利
用した効率的な個体の発見と生息環境の把握の可能性に
ついて野外で実証試験を行い、技術面からの検討を行っ
た結果を報告する。あわせて、環境保全措置の一種であ
る道路横断施設の効果検証法の開発を目指し、マイクロ
チップを用いた小型サンショウウオ類の道路横断施設の
利用実態調査を行った結果についても報告する。

２. 研究方法

（１）マイクロチップを用いた小型サンショウウオ類の探

索と生息環境の把握

マイクロチップを利用した小型サンショウウオ類の効
率的な個体の発見と生息環境の把握の可能性についての
実証試験は、栃木県那須塩原市、福島県下郷町および西
郷村の甲子道路、新潟県南魚沼市の八箇峠道路の３ヶ所
で行った。
まず、小型サンショウウオ類にマイクロチップを装着
するために、那須塩原と甲子道路では２０１１年３月に、八
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箇峠道路では２０１１年５月に繁殖池周辺に集まっていた
サンショウウオ個体を捕獲した。捕獲個体の左体側部に
マイクロチップインジェクターを用いてマイクロチップ
（Trovan社製，０.１g，長さ約１１mm×直径約２mm）を装
着した。マイクロチップの装着数はそれぞれ、那須塩原
４５個体、甲子道路３０個体、八箇峠道路１０４個体である。
次に、マイクロチップリーダーを用いた小型サンショ
ウウオ類の探索方法の有効性を検証するため、２０１１年の
夏期（７月）、秋期（９月）、積雪期前（１１月）、２０１２年
の融雪期（３月）にポールリーダー（図－１）を用いて地
表や落ち葉の下にいるマイクロチップ装着個体を探索し
た。あわせて、ネストトラップ法、ピットフォールトラ

ップ法、見つけどり法を用いて、探索漏れの個体の発見
を試みた。マイクロチップを装着した標識個体を確認し
た場合（再捕獲の場合）は、マイクロチップID、体サイ
ズ、確認箇所の環境を記録し、確認箇所の写真撮影およ
びGPSにより位置情報を記録した。

（２） 小型サンショウウオ類の道路横断施設利用状況

小型サンショウウオ類の道路横断施設の利用実態調査
は、新潟県南魚沼市の八箇峠道路にて行った。道路横断
施設は、産卵池と非繁殖期の生息場所である森林との間
を横切る場所に３か所設置されている。構造は、通水機
能を有したボックスカルバート（縦４０cm×横４０cm×長
さ５m程度）である。そこで、これらの道路横断施設の
うち、産卵池に面した２か所の出入り口にマイクロチッ
プリーダーアンテナ（Dorset社製、縦５００mm×横５００mm×
幅１５０mm）とデータロガー（マイクロチップのID、通
過日時を記録）をそれぞれ設置し、利用状況を記録した
（図－２，図－３）。リーダーと電源は、２０１１年１１月上旬に
設置し、その後、２０１２年１１月下旬まで１年にわたって
データを取得した。リーダーからのデータの回収は、
２０１２年６月および１１月に行った。あわせて、道横断施設
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図－1　ポールリーダーによる探索

図－2　据置型マイクロチップリーダーの設置個所 図－3　据置型マイクロチップリーダーの概要
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出口にピットフォールトラップを設置し、従来型の調査
手法による利用状況のモニタリングも実施した。

３. 結果と考察

（１）マイクロチップを用いた小型サンショウウオ類の探

索と生息環境の把握

１）探索方法ごとの確認個体数

那須塩原の調査地周辺には、トウホクサンショウウオ
のみが生息する。ここでは、計３１個体を確認した。確認
個体はいずれも見つけどり法によるもので、マイクロチ
ップリーダーによる確認はなかった。
なお、２０１２年３月に実施した融雪期調査では、捕獲

２０個体のうち、９個体が再捕獲であった。この調査地で
は、２０１１年に計４９個体にマイクロチップを装着し、標
識済みであることから、標識再捕法に基づく個体数の推
定を試みた。今回は最も単純なLincoln-Petersenモデル
を用いて調査地におけるトウホクサンショウウオの生息
個体数（N）を推定した。なお再捕獲個体が９個体と少
なく、調査区域内外での個体の移出・移入や個体の死亡
の程度が不明なことから、推定された個体数は、あくま
で参考値である。
Lincoln-Petersenモデルによる推定式は、m１/n２ = 
n１/N　であらわされる。
n１：標識後に調査地へ放した個体数（本調査では４９個
体）
n２：融雪期調査で捕獲された個体数（２０個体）
m１：融雪期調査で再捕獲された個体数（９個体）
したがって、２０１２年３月の融雪期調査時におけるトウ
ホクサンショウウオ成体の推定個体数Nは、N = n１×n
２/ m１　で　４９×２０/９ = １０８.９（個体）であった。
次に、クロサンショウウオとトウホクサンショウウオ

が同所的に生息する甲子道路の調査地では、３１個体（ク
ロサンショウウオ５個体、トウホクサンショウウオ５個
体、同定が困難な幼体２１個体）を確認した。確認個体は、
いずれも見つけどり法によるものであり、マイクロチッ
プリーダーによる確認はなかった。なお甲子道路の調査
地では、マイクロチップを装着した標識個体の再捕獲は
なかった。このため前述の那須塩原の事例のように、標
識再捕法による生息個体数の推定は行うことができなか
った。
最後に、クロサンショウウオのみが生息する八箇峠道
路の調査地では、４５個体を確認した。確認個体は見つけ
どり法およびピットフォールトラップによる捕獲で、マ
イクロチップリーダーによる確認はなかった。
那須塩原、甲子道路、八箇峠道路のいずれの調査地に
おいても、小型サンショウウオ類の確認は、見つけどり
法やトラップによるものであり、マイクロチップリーダ
ー（図－１.ポールリーダー）を用いた確認はなかった。こ
の原因は、小型サンショウウオ類の非繁殖期の生息場所
の特性によるものかもしれない。見つけどり法による確
認箇所は、地中の空隙や厚く堆積した落葉落枝の中、倒
木および石の下などであった。これらの条件下では、小
型サンショウウオ類の体内に装着されたマイクロチップ
の情報を、地表からリーダーで読み取ることができなか
ったのだろう。このことは、今後、調査を効率化する上
での技術的課題である。 

２） 非繁殖期における小型サンショウウオ類の生息場

見つけどり法によって小型サンショウウオ類を確認し
た地点の環境は、以下の３タイプに大別された（図－４）。
①　樹林内の林床に見られた倒木や石の下
②　林床や斜面に見られた穴の中や岩の隙間など地中の
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図－4　非繁殖期のサンショウウオ類の生息場所
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路の調査地では、４５個体を確認した。確認個体は見つけ
どり法およびピットフォールトラップによる捕獲で、マ
イクロチップリーダーによる確認はなかった。
那須塩原、甲子道路、八箇峠道路のいずれの調査地に
おいても、小型サンショウウオ類の確認は、見つけどり
法やトラップによるものであり、マイクロチップリーダ
ー（図－１.ポールリーダー）を用いた確認はなかった。こ
の原因は、小型サンショウウオ類の非繁殖期の生息場所
の特性によるものかもしれない。見つけどり法による確
認箇所は、地中の空隙や厚く堆積した落葉落枝の中、倒
木および石の下などであった。これらの条件下では、小
型サンショウウオ類の体内に装着されたマイクロチップ
の情報を、地表からリーダーで読み取ることができなか
ったのだろう。このことは、今後、調査を効率化する上
での技術的課題である。 

２） 非繁殖期における小型サンショウウオ類の生息場

見つけどり法によって小型サンショウウオ類を確認し
た地点の環境は、以下の３タイプに大別された（図－４）。
①　樹林内の林床に見られた倒木や石の下
②　林床や斜面に見られた穴の中や岩の隙間など地中の
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図－4　非繁殖期のサンショウウオ類の生息場所

空隙（最も深い箇所で地表から約４０cm）
③　斜面や側溝などで落葉落枝が厚く堆積した箇所
これらの場所は、いずれも適度に湿り気があり、小型
サンショウウオ類に適した環境であるのだろう。なお本
調査では、斜面を中心に探索を行った。そのため、斜面
以外でも同様な環境があれば、小型サンショウウオ類の
生息場になっている可能性が考えられる。
一方で、見つけどり法の弊害として、生息環境の物理
的改変と発見効率の低さが挙げられる。非繁殖期の小型
サンショウウオ類を探索する場合には、潜んでいそうな
穴の中や地中を掘り返したり、落葉落枝や石を裏返した
りするなど、生息環境の改変が避けられない。また、捕
獲効率の低さや調査コストの面から考えても、広域にお
よぶ調査の実施は、現実的に多くの問題を抱えている。
この点からも、小型サンショウウオ類の発見や追跡を効
率的に行う技術が必要となる。

３）小型サンショウウオ類の成長に伴う移動と行動圏

調査では、成長段階による生息環境の違いは認められ
なかった。八箇峠道路の調査地で実施した積雪前期調査
では、産卵池から２０m程度離れた道路脇斜面の地中でク
ロサンショウウオ１２個体を確認した。この中には、外部
形態の特徴から翌春の繁殖期に参加する可能性が高いと
思われる成体（雌雄とも）、上陸後数年を経たと思われる
亜成体、上陸後間もない幼体が含まれていた。このこと
は、小型サンショウウオ類が年齢や繁殖参加の有無に関
係なく、産卵池周辺の地中を生息場として利用している
ことを示唆している。
小型サンショウウオ類の林内での移動距離については、
不明な点が多い。甲子道路の調査地では、非繁殖期の調
査で産卵場から最大１８０m程も離れた地点でクロサンシ
ョウウオの成体が確認された（図－５）。このことから、
小型サンショウウオ類の成体は少なくとも２００m近い距
離を移動する場合があることがわかった。また体長と移
動距離との間には、明瞭な関係は見られなかった（図－５）。
一方、本調査では、移動距離についてはいくつかの知
見が得られたものの、行動圏の面的な把握はできなかっ
た。当初の計画では、マイクロチップを装着し、産卵池
で放逐した個体を非繁殖期に探索・再捕獲することで、
行動圏を把握可能と期待していた。しかし、標識個体の
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図－5　サンショウウオ類の移動距離

A：八箇峠道路におけるクロサンショウウオの移動距離

B：甲子道路におけるトウホクサンショウウオとクロサ

ンショウオの移動距離

C：那須塩原におけるトウホクサンショウウオの移動距離
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再捕獲率（発見率）が低く、行動圏の詳細に関する情報
は得られなかった。

（２） 小型サンショウウオ類の道路横断施設利用状況

据置型リーダーを設置した２０１１年１１月から翌２０１２年
１１月のデータ回収までの期間に、横断施設No.１では１５
個体、のべ４７４回、横断施設No.２では１４個体、のべ
６７６回の記録があった（図－６）。なお、据置型リーダー
の記録間隔は、クロサンショウウオがリーダーの前を通
過するのに必要な時間よりも短かく設定しているため、
回数には、同一日同一個体の情報が多く含まれている。
記録日の内訳をみると、２０１１年１１月１９日に記録された
後は、主に２０１２年５月と１１月に記録された。この理由
は、クロサンショウウオが冬眠に入ったため、あるいは
積雪により通行不能となったためであると推測される。
調査の結果、据置型リーダーによる記録は５月頃と１１
月に集中していた（図－６）。このことから、クロサンシ
ョウウオの移動には、季節性があることがわかった。５
月に記録が集中していた理由として、この時期はクロサ
ンショウウオの繁殖期にあたるため、産卵のために池に
集まる個体や、逆に産卵池から周辺の林へ戻る個体が道

路横断施設を利用したためと考えられる。また１１月に
記録が集中していた理由として、この時期は積雪期の直
前であり、翌年の繁殖期に備え、繁殖池周辺に集まろう
とする個体が道路横断施設を利用したためかもしれない。
なお本調査は、あくまで繁殖池の近傍に設置した道路横
断施設の利用状況をモニタリングしたものであるため、
クロサンショウウオの季節移動の全体像を明らかにした
わけではない。しかしながら、同手法を用いることで、
ある場所における個体の移動を継続的に調査できること
がわかった意義は大きいだろう。

（３） 小型サンショウウオ類の調査手法としてのマイク

ロチップと据置型リーダー

マイクロチップと据置型リーダーによる調査を実施し
た八箇峠道路では、従来の見つけどり法やトラップ法で
は、マイクロチップ装着個体を再捕獲、すなわち全く確
認することができなかった。一方で、No.１とNo.２の据置
型リーダーにおいて、合計２９個体が２０１１年の１１月と
翌年の５月に記録されたことは、据置型リーダーを用い
たモニタリングの有効性を示しているだろう。また本調
査の結果、据置型リーダーは１年間継続してデータを取
得できており、長期間のモニタリングにも耐えうるもの
と考えられる。またマイクロチップと据置型リーダーを
用いる本手法は、従来のトラップ法を用いた方法と比較
しても、優れた点がある（表－１）。代表的なトラップで
あるピットフォールトラップを用いた場合、トラップの
設置から回収までの期間が長いと、トラップに入った個
体が死亡することがある。一方で、個体の死亡を避ける
には、頻繁なトラップの見回りと回収が必要となるため、
長期間の継続調査は調査人員の確保やコストの面から困
難である。以上のことから、従来の調査方法に比べ、マ
イクロチップと据置型リーダーを組み合わせることで安
価に継続的な調査を実施でき、結果的に効率的・効果的
な環境保全措置の開発やモニタリングにつながることが
期待される。

謝辞

調査へのご協力ならびに情報提供いただいた国土交通
省の各地方整備局の方々にこの場を借りて御礼申し上げ
ます。
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図－6　据置型リーダーによる道路横断施設の通過記録
回数と個体数

　　　　 上：リーダー No.1の記録、下：No.2の記録
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| 要旨トップ | 本企画の概
要 |

日本生態学会第62回全国大会 (2015年3月、鹿児島)
講演要旨

ESJ62 Abstract

企画集会 T06-1 (Lecture in Symposium/Workshop)

趣旨説明：都市の生物多様性を軸にした生態学と社会経済，政策の融合にむけて

上野裕介（国総研）

現在，日本の都市生態系（社会-生態システム）は大きな転換点を迎えている。
日本は人口減少と都市の縮退期に入り，都市の再編・再整備を目指す動きが本格
化しつつある。この機に，都市の生物多様性保全についても社会-生態システム
の視点から捉え直し，生物多様性を適切に保全する術を今後の都市計画や地域戦
略，市民や企業の活動に反映していくことが重要だろう。

本企画集会では，まず生態学者の立場から『都市の生物多様性研究の特徴と研究
フィールドとしての面白さ（１．三上らの発表）』について紹介する。一方で，
そもそもなぜ『多様性に乏しい都市の生物相』を守る必要があるのだろうか，と
いう疑問も湧く。これに対する答えの一つとして『都市化に伴う自然体験の喪失
が引き起こす，人々の健康や福利，環境意識の低下（２．曽我ら）』や『幼少期
の自然体験の喪失が，その後の保全行動への理解の低下や実際の取組み不足につ
ながる（３．今井ら）』ことを紹介し，都市の生物多様性の意義について考える
契機としたい。

しかし現実に，人間が生態系の主要構成員である都市生態系（社会-生態システ
ム）において生物多様性保全を進めるためには，地域住民の間で『地域の生態系
の現状や利用に関する知識を獲得・共有することが重要（４．土屋）』であり，
同時に『人間の多様なニーズや価値観との調整を図り，多機能性を付与する都市
デザインや戦略を構築することが必要（５．加藤）』になってくる。さらにそれ
らの知見を『国土政策の中で位置づけ，長期的な視点で政策や社会づくりに反映
（６．曽根ら）』させるとともに，『地域の特長を活かした都市のブランディン
グや民間との協働（７．相川）』の視点も入れ，プランを練る必要がある。

これらの議論を通じ，次世代に向けた持続可能な社会形成に役立つ提案へとつな
げたい。

日本生態学会
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| 要旨トップ | 本企画の概
要 |

日本生態学会第62回全国大会 (2015年3月、鹿児島)
講演要旨

ESJ62 Abstract

企画集会 T06-7 (Lecture in Symposium/Workshop)

都市の生物多様性保全政策の現状と今後の方向性

*曽根直幸 ,上野裕介,栗原正夫（国総研）

現在、日本の都市生態系（社会-生態システム）は大きな転換点を迎えている。
世界的に都市人口が急増する中、日本では人口減少と都市の縮退が予想され、政
策的にも都市の再編・再整備とコンパクトシティを目指す動きが主流となりつつ
ある。この機に、都市の生物多様性保全政策についても社会-生態システムの視
点から捉え直し、都市生態学に係る知見を反映していくことが重要だろう。

拡大成長時代の都市の生物多様性保全政策では、都市に残る貴重な生物の生息・
生育地としての緑地の保全・創出に重点が置かれてきた。例えば公共事業での公
園整備や土地利用規制による樹林地保全などの個別施策、地方自治体が策定する
マスタープランである緑の基本計画を活用したエコロジカルネットワークの形成
が推奨されてきた。また近年は、2010年にCOP10の決議で推奨された都市の生
物多様性指標（シンガポール指標）も導入し、定量的な評価が試みられつつあ
る。

一方、演者らが全国各地の緑の基本計画を生物多様性保全策の観点から整理した
結果、地域の生物多様性に関する情報不足（調査研究とその成果に基づく評価・
分析の不足）や、計画の実効性を高めるのに必要な都市域の生態学的知見の不足
が明らかとなった。

また演者らが都市域の生物多様性のパターンを明らかにするために、東京都心部
から郊外の緑地（60箇所）で複数分類群（鳥類、飛翔性／徘徊性昆虫類、植物）
を対象に行った調査では、緑地の規模や質に加え、対象生物種の移動能力の違い
により都市化の影響が異なること、特に移動能力の小さい分類群では孤立からの
時間経過の影響（絶滅の負債extinction debt）が生じていることなどが示唆さ
れた。

本講演では、これらの結果を紹介し、環境的側面に加え、社会・経済的側面での
貢献もふまえた都市の生物多様性保全政策について議論したい。

日本生態学会
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都市由来植物廃材のエネルギー利用の現状と課題 

 

1．はじめに

 低炭素都市づくりの方策の一つに、公園緑地や

街路樹等から発生する剪定枝・刈草等（以下「都

市由来の植物廃材」という。）のエネルギー源と

しての活用がある。また、都市由来の植物廃材の

活用は、東日本大震災以降、災害時における自立

的なエネルギー確保の観点からも期待されている。

 しかし、都市由来植物廃材については、従来、

緑のリサイクルとして、堆肥化やマテリアル利用

としてのチップ化等が行われているが、エネル

ギー利用が行われている事例は少ない。このよう

な背景のもとに緑化生態研究室で平成24年度か

ら25年度にかけて「都市における地産地消型再

生可能エネルギー活用に関する研究」を実施した。

 本稿では、それらの調査結果より得られた都市

由来植物廃材の現状及び課題について概説する。 

2．都市由来植物廃材エネルギー利用の現状

 対象とするエネルギー利用については、平成24
年9月にバイオマス活用推進会議において決定さ

れた「バイオマス事業化戦略」の「バイオマス利

用技術の現状とロードマップについて」において、

現状（2012年）及び概ね5年後（2017年ころ）に

「実用化」が可能であり、かつ、原料が木質系・

草本系であるものを対象とした。また、前述の研

究における目的が、剪定枝等の植物発生材を公園

等でエネルギー利用するといった小規模分散型の 

施設を想定しているため、大規模な発電施設と

いったものは除外している。また、大規模プラ

ントが必要な生物化学的変換のセルロース系発

酵（第 2世代）もここでは除外することとする

（表 -1）。  
 公園等における植物廃材のエネルギー利用とし

ては、表-2に示したとおり、公園内で発生する剪

定枝、間伐材を用いて、薪又はチップを製造し、

薪ボイラー又はチップボイラーの燃料としての熱

利用が見られる。一部、密閉式外燃機関であるス

ターリングエンジンによる電力供給も行っている

が、発電出力が小さく足湯施設の照明での利用に

なっている。 
 このように、公園等での植物廃材のエネルギー

利用の現状としては、固形燃料化としては、薪、

チップの製造といった事例が見られた。エネル

ギー利用としては、既に実用段階にある直接燃焼

による熱利用が主であった。ガス化による発電で

は、国内の小規模施設では、実証実験段階のもの

がほとんどで、今後の実用化に向けての検討が必

要である。そのため、国総研緑化生態研究室にお

いては、平成24年に、ガス化発電の課題の一つ

事例No. １  ２  ３ ４ ５

事業主体  八王子市  山梨市  ＮＰＯ法人山里倶楽部  環境省  ㈱日比谷アメニス
・東京都港湾局  

対象施設  北野清掃工場ポカポカ足湯
万力公園ふれあい動物広場
万力林カピバラの湯  

万博記念公園内木質バイオ
マス有効活用システム  新宿御苑  大井ふ頭中央海浜公園  

受入れ原料  剪定枝、間伐材。樹種はコ
ナラ、クヌギなど。  剪定枝、間伐材  剪定枝、間伐材  剪定枝、間伐材  剪定枝、間伐材  

原料供給元  市内長池公園  万力公園内  万博記念公園内  新宿御苑内  東京港南部地区海上公園
(主に大井ふ頭中央海浜公園)

製造する  
固形燃料  薪  薪  薪  剪定枝チップ  剪定枝チップ（一部市販の

木材チップも利用）  
エネルギー  
利用機器  薪ボイラー  薪ボイラー  薪ボイラー（スターリング

エンジン付き）  チップボイラー  チップボイラー  

エネルギー  
供給先  足湯  カピバラ園の冬期の温水

公園内足湯施設熱源及び
電力 

菊栽培の温室の熱源  公園内施設の暖房・給湯の
熱源  

技術  製造物  対象とする具体的技術 

物 理 学 的
変換  固体燃料化

チップ、  
ペレット等  

・チップ製造 
・ペレット製造 

熱 化 学 的
変換  

直接燃焼
（専焼）  熱、電気注）  ・ボイラー(暖房利用) 

・ボイラー(冷暖房利用) 

炭化  炭 、 バ イ オ
コークス  

・炭化(直接、間接燃焼) 
・バイオコークス 

ガス化 
(発電･熱利用)

熱、電気 
・ガス化 
(コージェネレーション) 

表-2 公園等での植物廃材のエネルギー利用の事例

表-1 対象とした植物廃材のエネルギー利用技術

注）直接燃焼による発電施設は大規模であるため除外
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である副産物のタールの処理も念頭においた剪定

枝等の炭化やバイオオイルとしてのタールの回収

といった2つの技術を対象とし委託研究により実

証実験を行った1)。 

3．都市由来植物廃材のエネルギー利用の課題

3.1 都市由来植物廃材の木質バイオマス燃料とし

ての適性

 木質バイオマスの燃料としての基準としては、

木質バイオマス利用の先進自治体である岩手県の

燃料用チップ品質・規格のガイドライン案や、全

国木材チップ工業連合会が策定した木材チップ品

質規格、さらには、一般社団法人日本木質ペレッ

ト協会が、2010年に欧州28ヶ国が共同で策定し

た非産業用木質ペレットの欧州規格と整合性を取

りつつ策定した木質ペレット品質規格等がある。 
都市由来植物廃材の燃料としての特性をこれ

らの基準と比較すると、剪定や刈草直後では、

剪定枝葉や刈草は含水率が高い。さらには、剪

定した樹木の葉及び刈草は灰分測定では基準値

より高く、硫黄S、窒素N、塩素Clの含有量も基

準値より高かった。そのため、木質バイオマス

燃料としての品質を確保するためには、剪定枝

の葉及び刈草は使用せずに、剪定枝と葉を分離

することが必要である。また、通常、樹木を剪

定した直後では、緑化生態研究室の研究結果で

は、含水率は概ね50％と考えられるため、乾燥

の工程が必要になる。海外の文献 2 )によると、

木質チップでも含水率を30%-WB以下まで乾燥

させると、生物学的な安定性の問題なしに貯蔵

できるとされており、木質チップを利用する場

合は、腐敗発酵の進みづらい剪定枝の状態で、

保管乾燥させることが必要である。  
なお、ヨーロッパでは、欧州標準化委員会

（CEN）によって固形バイオマス燃料に関する

規格が、欧州規格として統一されつつあり、非

産業用木質ペレットも含めて、非産業用木質ブ

リケット、非産業用木材チップ、非産業用薪、

燃料草などの非産業用非木質ペレットなどの規

格があるが、これらは、ISO17225シリーズとし

て改定され平成26年4月に発行されている。  

3.2 都市由来植物廃材の発生量における課題

 都市由来植物廃材の発生量は、都市内で広く薄

く発生していると考えられ、比較的集中的に発生

すると考えられる大規模公園においても、その発

生量の全てを用いても公園でのエネルギー需要を

全て満たすことができない3）。しかし、広域的に

収集する場合、一般に、都市由来植物廃材は、廃

棄物処理法の一般廃棄物に該当すると判断される

ことが多く課題が多い。 
 そのため、現状では、足湯、栽培温室などの施

設を限定しての利用や、公園内施設の暖房・給湯

の熱源の場合も既存の熱供給施設との併用といっ

たことが行われている。 

4．おわりに

 これらの研究成果は、「都市由来植物廃材のエ

ネルギー利用手法等に関する技術資料」として取

りまとめて国総研資料として公表する。なお、平

成24年7月にスタートした再生可能エネルギーの

固定価格買取制度では、再生可能エネルギー発電

設備の区分ごとの調達価格等が定められ、木質バ

イオマスについても、「間伐材等由来の木質バイ

オマス」を電気に変換する設備から「一般廃棄

物」等を電気に変換する設備まで5つの区分で、

調達価格等が定められており、今後、この制度の

利用が進めば、公共側での直接の利用ではなくて

も、剪定枝葉や刈草等の植物廃材処理業者の方で

収集した廃材の民間でのエネルギー利用が進むこ

とも考えられる。 
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災害に強い都市緑化樹木
― 台風、津波災害による被害実態について ―

国土交通省国土技術政策総合研究所緑化生態研究室主任研究官 飯　塚　康　雄

１.はじめに

日本に毎年襲来する台風、突発的に発

生する竜巻や津波は、都市に植栽されて

いる緑化樹木に倒伏や枝折れ等の被害を

与え、さらに樹木周辺を利用する人々や

建物等に二次的な障害を発生させている

（写真－１）。

このような樹木による障害を未然に防

止するためには、災害により被害を受け

た樹木の実態調査を通して、その被害要

因を把握し、目標とすべき樹木形態を設

定することが重要となる。同時に、この

目標樹木形態をつくるための植栽管理が

不可欠である。

本稿では、平成 16 年に襲来した台風

により被害を受けた街路樹、平成 23 年

の東日本大震災により発生した津波で被

害を受けた海岸林の実態を報告するとと

もに、被害を最小限に抑えるための対策

について紹介する。

２.災害による樹木被害の実態

(１)台風による被害実態

平成 16 年に上陸した台風は、それま

での過去 55年間で最多の 10個を数えた。

さらに、個々の台風の勢力は強く、例え

ば台風 18 号においては接近・上陸に伴

い、広島で最大瞬間風速 60.2m/s を記録

するなど、多くの観測点で最低気圧や最

大瞬間風速、最大風速の記録が更新され

た１）。　

これらの台風により街路樹の倒木等の

被害も多発し、特に台風 16 号では大阪

府で自転車に乗っていた男性が飛来した

樹木により死亡、台風 18 号では北海道

で倒木により２名が死亡するなど痛まし

い事故が発生した２）。

以下に、平成 16 年に発生した台風被

害木について、国、都道府県、政令指定

都市が管理する道路を対象としたアン

ケート調査により明らかにした、被害樹

木の本数・樹種、被害形態と樹高・樹齢

の関係を報告する。

①被害本数および樹種

街路樹の被害本数は、全国で 24,835

本となり、平成 14年３月 31 日現在で植

栽されていた街路樹本数（3,406,905 本）３）

に対する被害率でみると 0.73％となっ

た。また、地域別で比較すると、北海道

が最も多く（本数：9,436 本、被害率：

1.86％）、次いで九州（本数：5,804 本、

被害率：1.73％）、中部（本数：4,837 本、

被害率：1.06％）、中国（本数：1,747 本、

被害率：0.78％）となっており、これら

４地域で全体の約８割の被害本数を占め

るとともに、いずれの地域も全国被害率

（0.73％）を上回る結果となった（図－１）。

被害が多かった樹種としては、ナナカ

マドが 2,683 本と最も多く（北海道での

被害本数：2,672 本）、２位がハナミズキ

の 1,519 本（北海道、四国、沖縄を除く

本州で上位）、３位はカイヅカイブキの

写真－１　災害による緑化樹木の被害 図－１　地域別の被害本数

台風による根返り

津波による幹折れと根返り

竜巻による幹の破断
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1,237 本（中部以西の地域）となった（図

－２）。地域別でみると、北海道がナナ

カマド、東北・四国がシダレヤナギ、関

東がプラタナス類、北陸がヤマボウシ、

中部がハナミズキ、近畿がケヤキ、中国

がカイヅカイブキ、九州がナンキンハゼ、

沖縄がフクギとなった。

②被害形態別の被害割合

被害形態では、全国的に見ると傾斜が

全体の 38％を占めて最も多く、次いで根

返りの 32％となり、ほぼ７割が根系（植

栽基盤）に起因するものとなっていた（図

－３）。形態別に被害が多かった樹種と

しては、傾斜ではカイヅカイブキ、ハナ

ミズキが多く、根返り、幹折れではナナ

カマド、ニセアカシア、サクラ類が多かっ

た。また、枝折れではナンキンハゼの被

害が多かった。

樹高と被害形態の関係では、樹高が高

くなるほど幹折れ、根返りによる被害割

合が高くなる一方で、樹高が低いほど傾

斜の被害割合が高くなっていた（図－４）。

樹齢と被害形態の関係では、幹折れは

ほとんどの樹齢階層で20％前後を占めて

おり、樹齢との関係は確認できなかった

が、根返りでは樹齢が高い階層になるほ

ど被害割合が高くなり、傾斜では樹齢が

低い階層ほど被害割合が高くなっていた

（図－５）。

(２)津波による被害実態

東日本大震災により発生した津波は、

北海道、東北、関東の太平洋沿岸部に甚

大な被害をもたらした。特に、震源地に

近い岩手県大船渡市綾里湾では 40.1 ｍ

の観測最大の遡上高が記録されるなど４）、

図－４　樹高階層毎の被害形態別の被害割合 図－５　樹齢階層毎の被害形態別の被害割合

図－６　海岸林の調査対象地

図－２　樹種別の被害本数（構成比） 図－３　被害形態別の被害割合

出典：位置図：Google Map、航空写真：Google Earth
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1,237 本（中部以西の地域）となった（図

－２）。地域別でみると、北海道がナナ

カマド、東北・四国がシダレヤナギ、関

東がプラタナス類、北陸がヤマボウシ、

中部がハナミズキ、近畿がケヤキ、中国

がカイヅカイブキ、九州がナンキンハゼ、

沖縄がフクギとなった。

②被害形態別の被害割合

被害形態では、全国的に見ると傾斜が

全体の 38％を占めて最も多く、次いで根

返りの 32％となり、ほぼ７割が根系（植

栽基盤）に起因するものとなっていた（図

－３）。形態別に被害が多かった樹種と

しては、傾斜ではカイヅカイブキ、ハナ

ミズキが多く、根返り、幹折れではナナ

カマド、ニセアカシア、サクラ類が多かっ

た。また、枝折れではナンキンハゼの被

害が多かった。

樹高と被害形態の関係では、樹高が高

くなるほど幹折れ、根返りによる被害割

合が高くなる一方で、樹高が低いほど傾

斜の被害割合が高くなっていた（図－４）。

樹齢と被害形態の関係では、幹折れは

ほとんどの樹齢階層で20％前後を占めて

おり、樹齢との関係は確認できなかった

が、根返りでは樹齢が高い階層になるほ

ど被害割合が高くなり、傾斜では樹齢が

低い階層ほど被害割合が高くなっていた

（図－５）。

(２)津波による被害実態

東日本大震災により発生した津波は、

北海道、東北、関東の太平洋沿岸部に甚

大な被害をもたらした。特に、震源地に

近い岩手県大船渡市綾里湾では 40.1 ｍ

の観測最大の遡上高が記録されるなど４）、

図－４　樹高階層毎の被害形態別の被害割合 図－５　樹齢階層毎の被害形態別の被害割合

図－６　海岸林の調査対象地

図－２　樹種別の被害本数（構成比） 図－３　被害形態別の被害割合

出典：位置図：Google Map、航空写真：Google Earth
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巨大な水塊が高い壁となって襲来し、防

波堤からまち全体までの全てを崩壊させ

た。海岸に沿った平野は、山地が７割を

占めるわが国では貴重な生活の場であり、

その生活環境を強風や潮風、飛砂、高潮

などから守るため、海岸林が先人達の多

大な努力によってつくられてきたが、今

回の津波により大きな被害を受けた。

以下に、津波被害を受けた海岸林にお

けるマツ類の倒伏実態調査により把握し

た、樹木の被害形態別の樹木形状（地上

部）、根系形状、地盤高および地下水位

の関係について報告する。

①調査対象地

調査対象地は、津波被害を受けている

ものの樹木が残存している樹林地として、

津波に被災した後に残存したマツと倒伏

したマツが混在している、宮城県仙台市

若林区井土地区にある「仙台自然休養林・

浜辺の森（海浜地区）」内の海岸林を選

定した（図－６）。

調査は、津波被害の大きさが異なるＡ

～Ｃの３つのブロックに分けて実施した。

なお、この場所は 17～ 19 ｍの津波被害

の報告があった海岸林４）であり、調査地

内ではおおむね津波高の差はない。各ブ

ロックの調査面積と津波で流出せずに

残った樹木本数は表－１のとおりである。

②被害形態別の樹木形状

樹木の被害形態は、津波に被災後、立っ

ているあるいは傾斜している樹木を「残

存型」、根系はそのままの状態で幹の部

分が折れた樹木を「折損型」、根系を持

ち上げて倒伏（根返り）しているあるい

は根系が洗掘されて抜けた状態で倒伏

（伐根）している樹木を「倒伏型」とし

て分類した。

被害形態別の被害割合をみると、倒伏

型が全体の 69％を占めて最も多く、次い

図－７　被害形態別の割合

表－１　調査面積と調査樹木本数

図－８　被害形態別の樹木形状

図－９　根系伸長の形態

注：本数の括弧内は、マツ類のみ
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で幹折れの 18％、傾斜の 13％の順となっ

ていた（図－７）。

また、被害形態別に樹木形状を比較し

たものを図－８に示した。

樹高（津波被害により先端が折れたも

のを除く 167 本を対象）の比較では、残

存型の平均樹高は約 21 ｍと最も高く、

樹高 20 ｍを超える樹木で折損被害を受

けたものは１本もなかった。

折損型と倒伏型の平均樹高は約 15ｍ、

約 14ｍと同程度であった。

胸高幹周を比較すると、残存型の平均

胸高幹周は 115cm と最も太く、倒伏型は

87cm、折損型では 81cm と最も細かった。

樹高と幹の太さから算出する成長バラン

スを示す形状比（樹高／胸高直径）をみ

ると、70 までは残存型が多いが、70 を

超えると折損型、倒伏型が急増していた。

枝下高を比較すると、被害形態別の平

均枝下高に差は認められなかった。しか

し、枝葉がある樹冠長と樹高の比率を示

す樹冠長率（樹冠長／樹高× 100）にお

ける被害形態別の割合を比較すると、樹

冠長率が30％までは倒伏型と折損型の割

合が高いが、30％を超えると残存型が高

くなることがわかった。

③根系形状

倒伏した根系伸長の形態は、図－９に

示す４タイプに分類された。最も根量が

多く根系の重心が低い位置にある「多出

垂下根・二段水平根型」は倒伏に対する

抵抗力が最も大きく、次いでマツの一般

的な形態である「垂下根・水平根型」の

抵抗力が大きく、垂下根あるいは水平根

が発達していない「水平根型」、「多出垂

下根型」は前者の根系タイプに比較する

と倒伏しやすい傾向がみられた。

④地盤高および地下水位

被害形態と標高の関係では、標高 0.4

ｍ程度では倒伏型と折損型が多く残存型

が少ないが、標高 1.6 ｍまで徐々に高く

なるにつれて残存型が増え、標高 1.6 ｍ

を超えると倒伏型と残存型に差がなく

なった（図－ 10）。

また、根系伸長と地下水位の関係では、

地下水位が深いほど垂下根が深くまで伸

長し、逆に地下水位が浅い位置にあるほ

ど水平根が広く伸長していた（図－ 11）。

３.災害に耐える樹木形態

台風被害と津波被害で共通していたの

は、根返り（傾斜を含む）による倒伏が

最も多いということであった。

樹木が根返りを起こす要因としては、

根系が地上部の樹体を支えることが可能

となる範囲（拡がりと深さ）まで、しっ
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図－10　被害形態と標高の関係 図－11　根系伸長と地下水位の関係

図－12　倒伏木と残存木の根鉢体積と胸高幹周の関係
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で幹折れの 18％、傾斜の 13％の順となっ

ていた（図－７）。

また、被害形態別に樹木形状を比較し

たものを図－８に示した。

樹高（津波被害により先端が折れたも

のを除く 167 本を対象）の比較では、残

存型の平均樹高は約 21 ｍと最も高く、

樹高 20 ｍを超える樹木で折損被害を受

けたものは１本もなかった。

折損型と倒伏型の平均樹高は約 15ｍ、

約 14ｍと同程度であった。

胸高幹周を比較すると、残存型の平均

胸高幹周は 115cm と最も太く、倒伏型は

87cm、折損型では 81cm と最も細かった。

樹高と幹の太さから算出する成長バラン

スを示す形状比（樹高／胸高直径）をみ

ると、70 までは残存型が多いが、70 を

超えると折損型、倒伏型が急増していた。

枝下高を比較すると、被害形態別の平

均枝下高に差は認められなかった。しか

し、枝葉がある樹冠長と樹高の比率を示

す樹冠長率（樹冠長／樹高× 100）にお

ける被害形態別の割合を比較すると、樹

冠長率が30％までは倒伏型と折損型の割

合が高いが、30％を超えると残存型が高

くなることがわかった。

③根系形状

倒伏した根系伸長の形態は、図－９に

示す４タイプに分類された。最も根量が

多く根系の重心が低い位置にある「多出

垂下根・二段水平根型」は倒伏に対する

抵抗力が最も大きく、次いでマツの一般

的な形態である「垂下根・水平根型」の

抵抗力が大きく、垂下根あるいは水平根

が発達していない「水平根型」、「多出垂

下根型」は前者の根系タイプに比較する

と倒伏しやすい傾向がみられた。

④地盤高および地下水位

被害形態と標高の関係では、標高 0.4

ｍ程度では倒伏型と折損型が多く残存型

が少ないが、標高 1.6 ｍまで徐々に高く

なるにつれて残存型が増え、標高 1.6 ｍ

を超えると倒伏型と残存型に差がなく

なった（図－ 10）。

また、根系伸長と地下水位の関係では、

地下水位が深いほど垂下根が深くまで伸

長し、逆に地下水位が浅い位置にあるほ

ど水平根が広く伸長していた（図－ 11）。

３.災害に耐える樹木形態

台風被害と津波被害で共通していたの

は、根返り（傾斜を含む）による倒伏が

最も多いということであった。

樹木が根返りを起こす要因としては、

根系が地上部の樹体を支えることが可能

となる範囲（拡がりと深さ）まで、しっ

0～
0.2

0.2
～
0.4

0.4
～
0.6

0.6
～
0.8

0.8
～
1.0

1.0
～
1.2

1.2
～
1.4

1.4
～
1.6

1.6
～
1.8

1.8
～
2.0

2.0
～
2.2

2.2
～
2.4

倒
伏
型

折
損
型

残
存
型

図－10　被害形態と標高の関係 図－11　根系伸長と地下水位の関係

図－12　倒伏木と残存木の根鉢体積と胸高幹周の関係
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かりと発達していないことが考えられる。

根系の大きさと根系が支える地上部の

関係を把握するために、津波により倒伏

して地上に露出したマツ（94本）の根系

および倒伏しなかった残存木（６本）を

土壌を掘削して掘り上げた根系の大きさ

（根系の形態が異なることから根鉢体積

として算出）と胸高幹周を比較すると、

倒伏が発生する根鉢体積（㎥）の閾値と

して、胸高幹周（ｍ）に 10 を乗じた数

値が示され、この値に達しない場合に倒

伏が発生していることがわかった（図－

12）。

また、津波被害を受けたマツの地上部

は、樹高が低いあるいは幹が細長い形状

で、生きている枝葉からなる樹冠の割合

が小さいマツは折損や倒伏を発生しやす

いことが示唆された。

以上を総合すると、津波の浸水高 20

ｍ程度を想定した倒伏被害に強い海岸林

としてマツを育成する目標樹形としては、

樹高 20 ｍ以上、胸高幹周 120 ㎝以上、

形状比 70 以下、樹冠長率 30％以上が設

定された。また、この樹形に対する地下

部の根系伸長の育成目標は、根鉢体積 12

㎥となる根系伸長量（例えば水平根：４

ｍ以上、垂下根：1.5 ｍ以上）が設定さ

れた。さらに、この根系伸長を確保する

ためには、植栽基盤として地下水の影響

を受けない 2.0 ｍ以上の土層厚を確保す

ることが望ましいと考えられた（図－

13）。なお、倒伏の抵抗力を大きくする

ためには樹体の重心をできる限り低くす

ることが重要であり、そのためには垂下

根をできる限り深く伸長させることも求

められる。

４.おわりに

都市緑化樹木は、人が植え育てるもの

であり、「災害に強い」都市緑化樹木を

実現するのも、帰するところ人が大切に

つくり育てることに他ならない。緑化従

事者はこのことを強く意識し、樹木の特

性を十分に理解した上で、設計、施工、

管理を行うことが重要である。

①樹木特性の理解

樹木の地上部においては、樹高や樹冠

の大きさは樹種によって異なる。さらに、

周辺環境（場所や気象条件）や剪定など

の管理が樹木形状や成長に影響すること

を考慮する。

根系の形態や伸長も樹種によって異な

る。なお、根系は植栽基盤の形状に応じ

てフレキシブルに伸長する。さらに、実

生木と植栽木では、垂下根の伸長形態が

異なることを理解しておく。

②適切な植栽基盤整備

根系特性に応じた植栽基盤整備により、

十分に根系を伸長できる範囲を良好に確

保する。

③適正な植栽管理

植栽管理においては、樹木の成長に応

じた適切な植栽管理が必要となる（図－

14）。また、樹木は大木化・老木化する

につれて倒伏等に対する危険性が発生し

やすくなるため、危険度を把握するため

の健全度調査を実施するとともに、危険

性が確認された場合には未然に倒伏によ

る障害を防止するための剪定や伐採等の

適切な処置を迅速に行う必要がある。　

図－13　津波の倒状被害に強いマツの育成目標

図－14　樹木成長に適応した植栽管理
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GISと生息適地モデルによる 
広域スケールでの生物の生息環境の評価と地図化の試み 

上野裕介・栗原正夫
 

1．はじめに1 

 自然環境保全や生物多様性に対する意識の高ま

りとともに、平成7年に最初の生物多様性国家戦

略が策定され、平成20年5月には生物多様性基本

法が成立した（同年6月施行）。平成22年10月に

は、愛知県で生物多様性条約第10回締約国会議

（COP10）が開催され、愛知目標が設定された。

さらに最新の生物多様性国家戦略2012-2020（平

成24年9月策定）では、新たに愛知目標達成に向

けたロードマップが示されるとともに、基本戦略

の一つに「科学的基盤を強化し、政策に結び付け

る」ことが明記された。 
自然環境や生物多様性の保全のためには、まず

現状を把握することが不可欠である。つまり、ど

こにどのような生物がどの程度いるのか、好適な

生息環境はどこにあるのかを知ることで、希少種

などの保全上重要な地域を地図上に示したり、国

土管理や都市計画、保護区の設定、環境アセスメ

ントにおける生物調査の効率化・重点化、外来種

の分布拡大リスクの評価・対策の検討を行う際な

どに、正確な判断や意思決定を行ったりすること

が可能になる。一方で、全国あるいは広域での綿

密な生物調査は、多大な時間と労力を必要とする。 
そこで本報文では、既存データ（既存の自然環

境情報）を活用することで広域での生物の生息環

境を予測・評価する試みについて紹介する。特に、

現在著者らが進めているGIS（地理情報システ

ム）と生息適地モデルという2つの技術を併用し

た研究を紹介し、研究過程で明らかになってきた

課題と今後の可能性について整理する。 

2．研究の背景と目的 

2.1 技術基盤：環境情報とGIS、生息適地モデル 
日本では、高精細な地形図や土地利用図、植生

図、気象観測網など自然環境に関する基盤情報が

──────────────────────── 
An approach for evaluation and visualization of a habitat 
quality of organisms based GIS and species distribution 
modeling on a broad scale 

整備されており、かつ公開されている。また生物

情報に関しても、生物多様性保全基礎調査（環境

省）や河川水辺の国勢調査（国土交通省）、自治

体や博物館、NPO等による調査、図鑑情報など

が充実している。そのため、これらを統合するこ

とで、自然環境版の巨大なデータベースを構築し、

分析に活用することができる。 
GISは、位置情報を持ったデータを総合的に管

理・加工する技術で、視覚的な表示や高度な分析、

目的に合わせた地図の作成を可能にする。 
生息適地モデル（ハビタットモデル、種の分布

モデル等とも呼ばれる）は、動植物種の分布情報

と景観構造（環境要因）の関係を統計学的な手法

を用いて予測する手法であり、事前に分布情報が

得られない場所についても種の生息可能性（ポテ

ンシャル）を定量的に把握することができる 1)。

言いかえるならば、対象種が分布している環境と

類似した環境条件の場所を統計モデルによって抽

出・把握するものであり、既存情報が少ない場所

についても情報を補完しようとする試みと言える

（図-1）。 
したがって、自然環境に関する基盤情報とGIS、

生息適地モデルを組み合わせることで、生物の生

息環境の予測・評価地図を作成し、正確な判断や

意思決定を支援することが可能になる。一方で、

これらの技術は発展途上であり、学術面ならびに

実用面からの研究と検証が不可欠な状況にある。 
 

図-1 生息適地モデルによる予測と地図化の流れ 

報文 
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2.2 研究の背景と目的 
頻繁に環境アセスメントの対象となる猛禽類は、

生息環境を定量的・効率的に把握するための手法

が確立されておらず、道路やダムなど各種事業に

おいてその調査・保護・保全のために多くの人員

と期間を必要としてきた。そこで著者らが所属す

る国土技術政策総合研究所では、猛禽類に対する

効果的な環境保全措置と効率的なモニタリング手

法の開発を目指し、研究を進めている。 
その一つとして、猛禽類の営巣環境及び餌場環

境を定量的に評価する手法の開発を目的に、1) 
既存資料の収集と解析に必要なデータを整備し、

2) 猛禽類の生息適地（営巣・餌場ポテンシャ

ル）を予測する『生息適地モデル』の試作と改良

を行っている。さらに、3) 生息適地モデルを、

今後の道路事業等において活用するための技術的

課題について検討を行っている。 

3．研究内容 

3.1 既存資料の収集・整理とデータ基盤の整備 
生息適地モデルでは、生物種の分布 /非分布情

報と環境要因との関係を、統計的手法を用いた予

測式の形で表わす。そのため精度の高い予測には、

十分な数の生物の分布情報（猛禽類の営巣位置情

報や餌生物の分布情報）に加え、予測対象範囲の

環境要素（植生、地形等）の情報が必要となる。

生物情報については、全国の直轄道路事業等にお

ける生物調査の結果（平成21～24年度の約500事
例）を収集し、各種の確認位置情報を抽出した。

あわせて生物多様性保全基礎調査の結果（環境省

生物多様性センター）やその他の既存調査資料を

収集し、猛禽類の営巣情報や餌となる鳥類の生息

状況を整理した。環境情報は、インターネット上

で公開されている基盤地図（国土地理院）や植生

図（環境省生物多様性センター）を活用した。こ

れらをGIS上で統合し、全国規模の生物情報及び

環境要因のデータセットを作成した。 
3.2 猛禽類の生息適地モデルの試作 

生息適地モデルに使用する統計解析手法には、

従来、重回帰分析や判別分析が多用されてきたが、

近年、データの確率分布型を考慮した一般化線型

モデルや非線型モデル（一般化加法モデル）、ベ

イズ推定、機械学習等が取り入れられている 2)。 
今回、猛禽類の営巣適地の予測には、確認位置

情報（在情報）のみで比較的頑健な予測が可能な

機械学習の一種（MaxEnt3)：最大エントロピー

法）を採用した。予測の対象は、頻繁に環境アセ

スメントの対象となる猛禽類5種（今回は、オオ

タカ・サシバを紹介）とし、環境要素には樹林、

水田、畑地、草地、市街地の各面積割合と森林の

林縁長を用いた。MaxEntでは、営巣位置情報と

予測対象範囲の環境情報を入力することで、営巣

場所周辺の環境と似た /似ていない環境の場所を

抽出し、個々の営巣可能性（ポテンシャル）を計

算できる。そこでこの技術を用い、全国一括

（20×20km単位）、地方ごと（1×1km単位）、事業

ごと（100×100m単位）の3階層で、モデルの試

作と精度検証、改良を行っている。 
猛禽類の餌場適地の予測には、既存資料 4),5)か

ら得られた1970年代及び90年代の東京地域の鳥

類相に関する調査結果を基に、在・不在情報及び

時間変化を同時に扱う一般化線型モデルを用いた。

予測の対象は、東京都全域の鳥類とした。 
3.3 結果と地図化 
 猛禽類の営巣適地、餌場適地を予測する統計モ

デルを試作し、結果を図示した（図-2～4）。 

 
 
 
 
 
 
 

図-2 試作モデルによる営巣適地の予測結果  

左図：東北以南のオオタカの営巣適地、右図：サシバの
営巣適地。赤色の場所ほど、営巣の可能性（ポテンシャ
ル）が高く、青色に近づくほど低いことを示す。 

 
 
 
 
 
 

 
図-3 試作モデルによる営巣適地の予測結果  

左図：関東のオオタカの営巣適地、右図：植生図。営巣
の可能性が高い場所（左図の赤色の場所）は、水田（右
図の黄色の場所）や畑地（同・茶色）、森林（同・緑色）
が混在する地域に集中している。 
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図-2は、東北以南におけるオオタカとサシバの

営巣適地を20×20kmの範囲ごとに予測したもの

である。オオタカは、東日本でポテンシャルが高

い傾向があり、サシバは関東及び西日本で高い傾

向が見られた。図-3は、対象を関東地方に限定し、

1×1kmの範囲ごとにオオタカの営巣適地を予測

した結果である。営巣適地は、茨城・千葉県付近

に多いと予測され、それらは標高がそれほど高く

なく、水田と畑地、森林が混在する里山的景観を

有した場所に集中していた。図-4は、猛禽類の餌

と な る 鳥 類 が 多 い 場 所 を 、 東 京 都 を 対 象 に

1×1kmの範囲ごとに予測した結果である。その

結果、鳥類の種数が多い場所（つまり猛禽類の餌

となる鳥が多い環境）は、1970年代から90年代、

2010年代にかけて縮小してきたことがわかった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-4 試作モデルによる餌場適地の予測結果  

東京都の鳥類31種の生息ポテンシャルを重ね合わせ、表
示している。鳥類の種数が多いと予測された場所（赤色
の場所）は、時代とともに縮小している。 

3.4 技術的課題の整理 
猛禽類の生息環境や保全上重要な地域を、既存

資料を用いて効率的に予測・評価する手法の開発

を目指し、猛禽類の生息適地モデルを試作した。

一方、いくつかの課題も見えてきた。 
まず、希少種の生息情報の蓄積・公表状況には

地域差があり、情報が不足する地域では正確な予

測が行えないことがわかった【課題1．情報の地

域的な偏り】。また、別の地域の情報で補完しよ

うにも、ある地域で作成した生息適地モデルが、

他の地域に当てはまらないことも多いことがわ

かった。これは、地形や植生、気象条件等が異な

る他地域とは種の分布を規定する要因も異なる可

能性が高いためと考えられる【課題2．空間的汎

用性の欠如】。さらに、対象種の生態的特性（種

の特徴）や生物の分布データの属性によっても、

使用する統計モデルや考慮すべき環境要因が異な

るため、予測モデルの構築には対象種の生態的特

性の理解と統計解析に関する専門的知識がともに

不可欠であることがわかった【課題3．専門的知

識の重要性】。これらの課題に対処するためには、

全国の生物情報を集約し（メタデータ化）、事業

等に活用できる仕組みを構築すること、予測精度

や予測の汎用性がどのような要因で変化するのか

を、数学的・生態学的見地から検証することが必

要と考えられた。そこで著者らは、現在、予測の

適合度合いを表す定量的指標を基にモデル比較を

行い、最適な環境変数や解析を行う空間スケール、

現地調査と予測結果との整合性を確認することに

加えて、作成した予測モデルの時間的・空間的な

適用範囲について予測の限界を調査している。 
3.5 実用上の課題の整理 

実際の利用においても、留意すべき点がある。 
まず、予測には不確実性が伴うことを理解する

必要がある。つまり、ポテンシャルが高いと予測

された場所は、あくまで相対的に分布の可能性が

高いことを示しているのであり、必ずしも種が生

息しているわけではない【課題4．予測の不確実

性】。また生息適地モデルの予測精度は、用いる

データの量や精度、統計モデルの特性に依存する。

例えば、古い分布情報や信頼性が不確かな文献情

報を用いる場合には特に注意が必要である。その

ため、いったん構築した予測モデルであっても、

その後も情報を更新し、現実にあわせ、モデルを

修正していく必要がある【課題5．情報の更新】。

このように予測には常に不確実性があることから、

将来的には、生物データを集積し、予測に頼らな

い、実データに基づいた意思決定に移行していく

ことが重要かつ確実である。生息適地モデルは、

それまでの過渡期の技術として、不確実性を許容

しつつ利用することが現実的である。 

4．活用の可能性 

ここまで述べてきたように、生息適地モデルに

は留意すべき点はあるものの、既存情報が少ない

場所についても情報を補完でき、かつ定量的に動

植物の生息・生育ポテンシャルを評価することが

できるため、有効な手法である。また、将来予測
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など、現地調査ができない場面にも対処できる。

以下、今後の活用の可能性について紹介する。 
4.1 効率的・効果的な環境アセスメントの実施 

環境アセスメントとは、一定規模以上の事業

（ダム、道路、鉄道、発電所建設など）を行う際

に実施されるものであり、事業が環境に及ぼす影

響を予測・評価し、影響を回避・低減するための

方法を検討し、対策を実施する。この際、希少種

等の生息環境を適切に予測・評価することが重要

であり、生息適地モデルは、この期待に応えうる。

また平成23年の環境影響評価法改正で新たに加

わった配慮書手続き（事業の計画段階で、事業の

位置や規模等について環境保全に配慮した検討を

行い、配慮書として公表、広く意見を聞くという

手続き）の際の参考資料の一つとしても活用でき

る。具体的には、重要な生息環境が残されている

地域や、逆に、相対的に環境保全上の優先順位が

低い地域（開発を進めても影響が少ない地域）を

予測することができる。 
4.2 自然再生候補地の抽出と効果予測 
 生息適地モデルは、自然再生の現場でも活用さ

れつつある。例えば、ダムに魚道の設置を検討す

る際に、予め生息適地モデルを用いてダム上流部

に潜在的に好適な環境が残されているかどうかを

評価し、魚道の設置効果の高い場所について優先

的に対策を講じようという試み 6)などがある。 
4.3 環境情報の地図化と国土・都市計画への活用 

生息適地モデルを含む、地図化の最大のメリッ

トは、分析結果を視覚的に表示し、関係者間で共

有できる点にある。現在、様々な目的に合わせて

環境情報の地図化が試みられており、例えば、生

物多様性が高いと考えられている里山景観を地図

上から抽出し、地球規模で現状を把握する試み 7)

などがなされている。また、生息適地モデルの予

測条件を変化させることにより、将来予測や開

発・計画シナリオに沿った分析も可能になる。 

5．まとめ 

 本報文では、GISと統計モデルを組み合わせ、

自然環境分野（特に生物の生息環境の評価）に適

用することで、国土管理や都市計画、保護区の設

定、環境アセスメントにおける生物調査の効率

化・重点化、将来予測・シナリオ分析など、様々

な利用目的に応用できることを述べてきた。一方

で、このようなアプローチだけでは不十分なこと

もある。例えばデータ解析により、俯瞰的にある

生物が里山景観に多いというパターンを示すこと

はできても、その原因まではわからない。これを

明らかにするためには、野外に出て生物の生態を

詳細に観察し、得られたデータから現象を丁寧に

解明していくことが不可欠である。予測と実証、

様々なアプローチを組み合わせ、人間と野生生物

がともに暮らしやすい社会を作り、豊かな日本の

自然を次世代につないでいきたいと考えている。 
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歴史的な土木施設における伝統的工法の活用方策 
～歴史的風致維持向上計画認定都市の取組みを例に～ 

木村優介・曽根直幸・栗原正夫
 

1．はじめに1 

2008年の歴史まちづくり法（地域における歴

史的風致の維持及び向上に関する法律）の制定以

降、歴史まちづくりが全国で進められている 1)。

本法では、歴史上重要な建造物とその周辺市街地、

及び伝統工芸や祭事等の活動が一体となった環境

を歴史的風致とした上で、各市町村が方針等を定

める歴史的風致維持向上計画を国が認定し支援す

ることとされている。特に歴史的価値を有する土

木施設に関しては、まちづくりへの活用を視野に

入れた多面的な評価や、保全活用に関する技術の

構築が必要とされている 2)。各地の技術を担う職

人の不足が顕在化する中、貴重な文化財となりう

る施設の評価 3)のみならず、多数の歴史的土木施

設について、施設自体や周辺の歴史的価値に合わ

せて工法を選択し、その整備を歴史まちづくりへ

と結びつけることが求められている。 
そこで本研究では、歴史的風致維持向上計画認

定都市における土木施設を対象として、補修・整

備にあたって配慮した歴史的価値、及び適用され

た技術や工法を整理する。その上で、技術や工法

の選定経緯をもとに、それらが地域の歴史的価値

の向上に寄与する効果を明らかにすることを目的

とする。具体的には、2章ではアンケート調査に

より、整備の実態、効果発現の傾向を把握する。

3章では、代表的な事例を抽出し、主にヒアリン

グを通じて効果の詳細な内容を明らかにする。 

2．歴史的風致維持向上計画認定都市におけ

る土木施設の整備実態 

2.1 認定都市に対するアンケート調査 
はじめに、歴史的風致維持向上計画認定都市に

おける土木施設の整備の特徴を把握するため、

2013年5月末現在の認定都市38市町を対象として

アンケート調査を実施した（調査期間：2013年
──────────────────────── 

Utilization methods of traditional techniques on historical 
infrastructure: municipalities’ efforts based on approved 
plans for the maintenance and improvement of historic 
landscape 

11月6日～29日、回答：16市町より計31施設）。

調査項目は、施設の概要、整備の経緯、整備実施

上の課題、適用工法の選定経緯と技術的特徴、当

該工法を用いたことによる効果とした。 
2.2 土木施設の整備実態と類型毎の適用工法 

整備の概要が得られた30施設の概要を表-1に示

す。表-1の通り、土木施設の類型として、城郭、

道路・街路、河川・砂防、公園、橋梁、塀・垣類、

農業土木の7施設が挙げられる。適用される工法

について、城郭においては、歴史的価値の高い施

設自体の保全を目的として、伝統的な空石積み工

法の採用例が見られる。河川護岸、塀・垣類にお

いては、現行の機能的要件が求められる観点から、

空石積みといった施設本来の伝統的な工法のみに

依ることなく、一部に現代工法を採用している。

一方、道路・街路においては、施設自体ではなく

施設周辺の歴史性に配慮し、舗装路面に各種現代

工法を適用する例が多く見られる。 
2.3 補修・整備による効果  

上記30施設における当該工法を用いた効果を

表-2に示す。施設周辺の歴史的風致や歴史的景観

の魅力が高まったとする効果 (4)が全般にわたり

数多く見られる。代表的な施設毎では、城郭にお

いて、特に歴史的価値の高い施設自体の保全とい

う取組みから、技術・工法の発掘 (6)や人材育成

(7)が図られていることが確認できる。対して、

道路・街路においては、施設周辺の歴史性に配慮

することで、まちの回遊性の向上 (2)、補修・整

備の他施設への波及(5)が特徴として見られる。 
以上の施設に適用される工法については、施設

自体及び施設周辺への歴史的価値に対する考え方

と、使用する材料に基づき、図-1の1)から4)に示

す4類型に分類することができる。すなわち、施

設自体に文化財的価値が認められるような城郭に

対しては、施設本来の部材の使用を原則とする。

一方、施設自体よりむしろ周辺地域に歴史的価値

を認める道路・街路等の場合には、歴史的環境に

配慮し、一般に流通する資材を使用して補修・整

備を行うこととなる。 

報文 
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都市名 施設名称 施設類型 整備の概要 

弘前市 弘前城跡西濠護岸 河川・砂防 他区間の護岸で用いられている伝統的石積み工法により、上部が通路の区間に護岸を新規整備 

白河市 

小峰城道場門遺構 城郭 
現存の石垣は、修復・積替等は行っていないが、石垣の損傷・崩落を防ぐため、石垣天端（上）面や

背面裏込材との境界面に防根シートを敷設し、遺構保護を図った 

新蔵通り 道路・街路 
施工性、耐久性、維持管理、景観等を考慮し、排水性カラー舗装より高級感のある自然石を使用した

ニート舗装により整備 

乙姫桜プロムナード 道路・街路 

特殊母体アスファルト混合物の空隙にセメントミルクを充填、硬化させた全浸透型の半たわみ性舗装

の表面に、ショットブラストとグルービングを施した、半たわみ性景観舗装（グルーブラスト工法）

を整備 

友月山プロムナード 道路・街路 
自然石を用いた工法が本市の歴史的景観の演出に適しており、また耐久性においても優れていること

から、本石石張舗装（インジェクト工法）により舗装を整備 
老舗通り 道路・街路 

一番町大工町線 道路・街路 

 小南湖園路 公園 
歴史的公園内の園路に、特産品である白河石を使用した舗装を整備。また既存の石積み、石段、墓地

部分の石畳と景観上の整合性を図りつつ滑りを防止するため、石材表面はこぶだしのみ仕上げとした 

金沢市 西内惣構(緑水苑) 城郭 

城下町を囲い込んだ堀、土居である惣構を補修。法面勾配1割4分（堀部分）については法面の破損や

崩壊防止のためセメント安定処理にて施工。法面勾配8分（土居部分）については自然な法面を復元

できるよう表面に植栽可能なハニカム・フレームを用いた補強盛土工にて施工 

犬山市 市道犬山396号線(本町通)外 道路・街路 
城下町地区内に数多く点在する歴史的文化に配慮して、脱色アスファルト舗装、半たわみ性舗装、石

張舗装、自然石舗装で道路を修景整備 

恵那市 

中山道大井宿広場 公園 地域住民の活動のための広場として、大井宿の伝統的景観に配慮した木造の休憩所と塀を整備 

岩村町本通り 道路・街路 砂利道をイメージし骨材を大きくした脱色アスファルト舗装、自然石による側溝の修景整備 

市道大井町273号線 道路・街路 中山道の歴史性に配慮して、セラサンド工法＋ロールドアスファルト舗装で道路を修景整備 

岐阜市 川原町通りの町並み 道路・街路 脱色アスファルト舗装、御影石張り舗装、行燈をイメージした街路灯の整備 

彦根市 

彦根城跡石垣 城郭 委員会で工法等を検討し、石垣を解体・復元 

旧城下町区域内の市道 道路・街路 土色の脱色アスファルト舗装を整備 

彦根城跡 表門橋 橋梁 基礎は現代工法で、橋梁は伝統工法で整備 

京都市 翔鸞緯7号線(上七軒通) 道路・街路 石畳風の半たわみ性舗装と表面デザインカッターによる道路整備で、茶屋町の歴史性に配慮 

津山市 津山城宮川門跡石垣 城郭 伝統工法である打ち込みはぎにより、老朽化した石垣を積み直し 

高梁市 

沢柳の滝・頭首工 農業土木 頭首工本体のコンクリート表面に地場の石材を貼り付けて、石積み風に修景整備 

御殿坂 道路・街路 備中松山城登城の入口にあたる御殿坂で、カラー舗装を整備 

武家屋敷通り 道路・街路 灰色のカラー舗装を整備 

竹原市 二級河川本川護岸 河川・砂防 埋め立てにより無くなったかつての雁木を、コンクリートで再整備 

松江市 松江城石垣 城郭 伝統工法である野面積みによる布積みくずしで石垣を補修 

大洲市 桝形修景護岸 河川・砂防 堤防補強工事にあたり、大洲城との調和に配慮して石積み工法を採用 

萩市 

萩城跡石垣 城郭 

基本的には野面積みや打ち込み接ぎを主体とした空積みを用いて、石垣を保存修理。ただし長期的な

維持管理に最低限必要な箇所にのみ不織布を使用する現代工法を採用（石垣上面整備箇所の土砂の石

垣背面への流出防止） 

堀内・平安古地区伝統的建
造物群保存地区土塀等 

塀・垣類 
武家屋敷の伝統的な土塀・石垣の保存修理を伝統工法と現代工法で実施。土塀の基礎や石垣は空積み

であるが、石工の不在から左官による練積みで実施 

市道南ノ総門指月線 
（鍵曲り) 

道路・街路 歴史的な鍵曲りの道路の舗装整備にあたり、土系舗装を使用し、歴史的景観に配慮 

藍場川石積み護岸 河川・砂防 

歴史的な風情ある景観とするため、既設の石を利用した石積みによる復旧工事を実施。ただし空石積

みでは構造上耐えられないため、コンクリート練積みとし、前面にコンクリートが出ないよう空石積

み風に仕上げて配慮 

山鹿市 豊前街道 歴史的小路 道路・街路 
舗装部分は脱色アスファルト舗装（骨材に有色玉砂利を使用し地道風の色あいに）で整備。側溝部分

は遺構排水溝（鍋田石）の一部再利用及び同等品による排水溝を敷設 

施設種類  
(事例数)  

 発現している効果 

城郭 
河川 
砂防 

道路 
街路 

全体 

(6) (5) (15) (30) 

意識 (1) 
施設の歴史資源としての価値が
地域住民等に再認識された 

5 2 9 18 

行動 (2) 
施設周辺のまちの回遊性が高ま
り歩行者が増えた 

2 1 10 15 

景観/
空間 

(3) 
施設の歴史的施設としての価値
を保全できた 

6 2 3 15 

(4) 
施設周辺の歴史的風致や歴史的
景観の魅力が高まった 

5 3 13 25 

(5) 
歴史的風致に配慮した補修・整
備が他施設に波及した 

1 1 9 13 

技術 
(6) 

地域伝統の技術・工法を再発
見・発掘できた 

3 0 0 3 

(7) 
歴史的風致に配慮した技術・工
法の継承、人材育成を図れた 

4 1 1 8 

外部
評価 

(8) 
施設や周辺地域の知名度が向上
し、視察などが増えた 

3 0 3 7 

※着色部分は施設毎の過半数以上の回答を表す  

表-2 補修・整備により発現した効果  

表-1 歴史的風致維持向上計画認定都市における歴史的価値に配慮した土木施設の補修・整備事例 

図-1 歴史的価値及び材料による工法の類型  

 

（城郭） 
1) 歴史的価値を有する施設自体の保全 

のため、本来の部材のみを使用 

2) 歴史的価値を有する施設の外観保全 

のため、本来の部材使用を原則に、 

安全上必要な材料を付加 

3) 施設周辺の歴史的環境に十分配慮し、

本来の又は周辺地域の材料を使用 

4) 施設周辺の歴史的環境に十分配慮し、

主に一般の流通資材を使用 

 

歴史的価値    材料        工法 

施設自体 

文化財的価値 

意匠的価値 

地域的価値 

周辺地区 

本来材料 

一般資材 

（河川、塀類） 

（道路・街路） 
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3．補修・整備事例における工法選定の経緯

と効果 

3.1 各工法の事例に関するヒアリング調査 
2章の整理結果を踏まえ、河川・砂防の石積み、

塀・垣類の石塀（左官）、道路・街路舗装の3工
法について、各工法の特徴と課題、選定の経緯、

地域の歴史的風致に寄与する効果を明らかにした。

調査対象として、山口県萩市藍場川の護岸、同萩

市重要伝統的建造物群保存地区内の石塀、福島県

白河市市街地の街路（4路線）の計3事例を選定

し、行政担当者へのヒアリング調査、及び文献調

査 4)、現地調査を実施した。 
3.2 萩市藍場川護岸（石積みに関する工法） 

山口県萩市城下町の中心部を流れる藍場川は、

江戸中期の開削の際に整備されたと言われている。

藍場川の石積み護岸のうち、下流部の平安古町内

の両岸約140mの空石積みに孕み出しが見られた

め、2009年から2010年にかけて補修が行われた。

当該区域は、山口県立萩美術館・浦上記念館に隣

接し、また萩市景観計画の重点景観計画区域でも

あるため、歴史的な石積み護岸と周辺地域の景観

を一体的に保全することが重視された。実際に、

護岸改修と並行して行われた美術館の増築工事で

は関係者間の調整が行われ、美術館の間を流れる

河川が一体的な景観を形成している（写真-1）。 
工法については、石積み自体の歴史的な景観を

損ねないよう、原位置の石材をできるだけ使用し

た「空石積み風の練石積み工法」が採用された

（図-1 類型3）。バイブレーターの使用を控え、裏 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

込めのコンクリートが極力表面に流れ出ないよう

工夫を行うとともに、将来的な孕み出しの防止が

重視されている（写真 -2）。一部不足する石材に

ついては、周辺の採石場から類似の石を調達し、

基礎付近等の目立たない箇所に使用している。本

工法を採用することで、空石積み風の練石積みの

ノウハウや整備の着眼点という技術的情報が蓄積

されたことに加えて、当護岸工事の下請けとなっ

た地元の石工職人と発注者である萩市とのネット

ワークが構築されたという効果が発現している。 
3.3 萩市重要伝統的建造物群保存地区内石塀 

（左官に関する工法） 
山口県萩市の重要伝統的建造物群保存地区（以

下重伝建）堀内地区は、萩城下町の旧武家屋敷で

あり、屋敷の周囲を取り囲む石塀、土塀が現在で

も多く見られる。近代以降は屋敷跡を転用した夏

蜜柑畑の防風施設としても維持管理されており、

萩を代表する景観としても知られている。1976
年の重伝建指定以降は、市による補助金交付や技

術的支援を通じて、孕み出しや崩れの見られる塀

の保存修理を年次的に実施してきた。 
従来の補修工法では、孕み等が発生した塀を一

部区間にわたって全面的に取り壊した上で、安全

性を確保するため、練石積みで新たに塀を作り直

していた。石工職人の不足により、当工事は左官

職人が担当していたが、丁寧な施工のため逆に従

前の石塀独特の乱雑さが失われるという景観上の

課題があった（写真 -3）。そこで全面改修による

外観の変容を可能な限り防止するため、補修の必

要な箇所をV字状に部分的に取り壊し、使用モル

タル量をできるだけ抑えた練石積みを実施する

「部分改修工法」の採用に至った（図 -1 類型3、
写真 -4）。本工法により、従前の石塀との調和を

保つことが可能になるとともに、左官職人の技術

力向上、ノウハウの蓄積が図られるという効果が

生じている。 
 
 
 
 
 

 
 
 

写真-1 藍場川の様子（左：整備前、右：整備後） 
整備後の赤枠は美術館増築部分  

 

写真-2 整備後の護岸の石積みと目地の様子  
写真-3 全面改修実施区間 写真-4 部分改修実施区間  

V字の白線内を改修 
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3.4 白河市市街地街路（舗装に関する工法） 
福島県白河市の市街地に位置する街路（乙姫桜

プロムナード、老舗通り、友月山プロムナード、

一番町大工町線）は、近世城下町以降の古い道

路・街路とされている。中心部に存在する歴史的

資源を巡る歩行者動線の創出を目指して、平成

9(1997)年度に策定された身近なまちづくり支援

街路事業 5)の整備方針を基に、2006年以降、順次

美装化等の事業が進められてきた。 
2008年以降に整備を進めた老舗通り、友月山

プロムナード、乙姫桜プロムナードでは、自然石

舗装の工法（インジェクト工法）を採用し、自然

石による歴史的景観の演出とともに、長期にわ

たって車両の荷重にも耐えられる耐久性を重視し

ている（図 -1 類型4）。当工法により、当該路線

が歴史的街路であるという認識が地域住民に一定

程度広がるとともに、井戸端会議等の交通以外の

生活空間としての利用が見られており、沿道の景

観形成に対する意識を高める契機として機能する

という効果が生じている。  
 
 
 
 
 
 
 
 

4．まとめ 

本研究では、歴史的風致維持向上計画認定都市

における計30の土木施設の補修・整備内容と効

果を整理した上で、歴史的価値に対する考え方と

材料に基づく工法の4類型を示し、山口県萩市藍

場川の護岸、同萩市重要伝統的建造物群保存地区

の石塀、福島県白河市の市街地街路舗装の3事例

をもとに、各工法を用いる景観上、技術上の効果

を提示した。具体的に、景観上の効果については、

乱雑感等の細やかさを含めた従前施設との調和と

いう観点のみならず、周辺施設との一体的な空間

づくりや、周辺の景観形成に対する意識向上の可

能性が確認できた。技術的な効果については、実

際の現場を通じたノウハウの蓄積、職人と発注者

とのネットワーク形成が図られていた。引き続き、

各事例の工法が歴史的土木施設の価値や周辺地域

の歴史的風致に及ぼす効果の考察を課題としたい。  
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2.4 出典

 

 





2.1 ～ 2.3 に掲載した文献の出典は以下のとおりである。（掲載順に列挙） 

2.1 論文・技術報告 

 1) 園田陽一・中村匡聡・久保満佐子・松江正彦・上野裕介・栗原正夫（2014）糞抽出 DNA

分析による個体識別法の道路環境アセスメントへの適用可能性，土木学会論文集 G（環境），

70（6）：Ⅱ_341-Ⅱ_350． 

 

 2)久保満佐子・飯塚康雄・栗原正夫・大貫真樹子・松江正彦・細木大輔（2014）森林表土利      

  用工による緑化のり面に成立した草本群落の 6年間の変化，日本緑化工学会誌，40（2）：   

   324-330． 

 

 3) 上野裕介・園田陽一・松江正彦・栗原正夫（2015）マイクロチップを用いた小型サンシ

ョウウオ類のモニタリング技術，応用生態工学，17（2）：101-104． 

 

 4) 曽根直幸・上野裕介・栗原正夫（2015）都市における生物多様性保全に向けた緑の基本

計画策定手法の現状と課題，ランドスケープ研究，78（5）：615-618. 

 

 5) 上野裕介・栗原正夫（2015）広域スケールでのオオタカの生息適地予測の有効性と空間

的汎用性・地域性の課題，ランドスケープ研究，78（5）：647-650.   

   2015.6.22 更新済 

 

2.2 学会・シンポジウム要旨 

 

 

 6) 上野裕介・曽根直幸・栗原正夫（2014）都市化が生物多様性に及ぼす影響 ～都市化度

×パッチ面積×分類群の交互作用～,日本景観生態学会第 24回金沢大会講演要旨集：64. 

 

 7) 木村優介・曽根直幸・栗原正夫（2014）歴史的風致維持向上計画認定都市における土木

施設の整備実態と適用工法に関する研究，土木史研究講演集，34：97-98. 

 

 8) 阿部貴弘・木村優介・依田照彦（2014）平成 23年東北地方太平洋沖地震による歴史的土

木構造物の被災状況に関する調査報告（その３），土木史研究講演集，34：299-306. 

 

 9) Y.Ueno・N.Sone・M.Kurihara（2014）Urban ecology in the Tokyo metropolitan area: 

spatiotemporal change of avian diversity during four decades，26th International 

Ornithological Congress：110 

 

10) 上野裕介・森さやか（2014）鳥好きのための GIS 入門，日本鳥学会 2014年度大会講演要  

  旨集：84. 

 

11) 上野裕介・曽根直幸・栗原正夫（2014）人口減少社会における都市緑地デザインと生態

学の融合：生物多様性に配慮した地域づくりのために，景観・デザイン研究講演集，10：

CD-ROM. 

 

12) 曽根直幸・栗原正夫（2014）都市景観の向上に資する公園空間の高度利用方策に関する

研究，景観・デザイン研究講演集，10：CD-ROM. 
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13) 園田陽一・上野裕介・松江正彦・栗原正夫（2015）マイクロチップを用いたサンショウ

ウオ類の生息環境評価と環境保全措置の効果検証，「野生生物と交通」研究発表会講演論

文集，14：25-30. 

 

14) 上野裕介（2015）趣旨説明：都市の生物多様性を軸にした生態学と社会経済，政策の融

合にむけて，第 62回日本生態学会講演要       

    旨集：T06-1. 

 

15) 曽根直幸・上野裕介・栗原正夫（2015）都市の生物多様性保全政策の現状と今後の方向

性，第 62回日本生態学会講演要旨集：T06-7.  

 

 

2.3 雑誌・特集記事等 

16) 山岸裕（2014）都市由来植物廃材のエネルギー利用の現状と課題，土木技術資料，56(7)：

47-48． 

 

17) 飯塚康雄（2014）災害に強い都市緑化樹木-台風、津波災害による被害実態について-，

ベース設計資料，162：37-41. 

 

18) 上野裕介・栗原正夫（2014）GIS と生息適地モデルによる広域スケールでの生物の生息

環境の評価と地図化，土木技術資料，56（11）：22-25． 

 

19) 木村優介・曽根直幸・栗原正夫（2015）歴史的な土木施設における伝統的工法の活用方

策～歴史的風致維持向上計画認定都市の取組みを例に～，土木技術資料，57（1）：42-45． 

－ 120 －



刊行資料（過去 5 年間）

緑化生態研究室で行った技術開発・調査研究の成果をまとめた資料の内、過去 5 年間分

を掲載しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2000 年度からの緑化生態研究室刊行の資料一覧と 2005 年度からの「国土技術政策総合
研究所資料」（2004 年度以前については一部）を、以下に掲載しております。 
緑化生態研究室ホームページ「研究成果」（http://www.nilim.go.jp/lab/ddg/seika.html） 

 
各施策・事業実施の基礎資料として、またその他研究の参考として活用していただけ

れば幸いです。 

 





国土技術政策総合研究所資料 

 

巻号 表  題 概    要 著者名 キーワード 発行年月

845 都市由来植物廃材のエ

ネルギー利用手法等に

関する技術資料 

Technical note on the 

energy application 

methods for plant waste 

materials derived from 

urban areas 

本資料は、都市における地産地消型

再生可能エネルギー活用として、公

園等での利用を想定した都市由来植

物廃材のエネルギー利用についての

検討結果を取りまとめたものである。 

栗原正夫・山

岸裕・曽根直

幸 

植物廃材、エネルギー

利用、バイオマス、地産

地消 

2015.3 

824 緑化生態研究室報告書 

第 29集 

Landscape and Ecology 

Division, Annual 

Research Report (29th) 

 

 

 

 

平成25年度に緑化生態研究室が実

施した、以下のテーマに基づく研究の

成果報告である。   

・地球温暖化対策に関する研究 

・樹木の管理と更新に関する研究 

・生物多様性の確保に関する研究 

・良好な景観の形成に関する研究 

・公共空間の分析と計画に関する研

究 

緑 化 生 態 研

究室 

地球温暖化、緑化、生

物多様性、景観、都市

計画 

2015.1 

808 「まちづくり効果」を高め

る公共事業の進め方

（案）～ 公共事業にお

ける景観配慮の事例に

学ぶ ～ 

How to Enhance the 

Effect of public Works 

on Town Planning and 

Community 

Development  

- A Guidebook for 

Improving the Quality of 

Public works - 

本資料は、平成24年3月31日現在供

用されている道路に植栽されている

樹木について、国土交通省各地方整

備局、北海道開発局、沖縄総合事務

局、地方公共団体、高速道路会社に

対し実施した調査結果を基に、樹木

の本数、樹種、樹木タイプ別等に集

計を行い、全国の街路樹の動向等を

まとめたものである。 

小栗ひとみ・

阿部貴弘・松

江正彦・曽根

直幸・栗原正

夫 

公共事業、景観創出、

効果、取組み手法 

2014.9 

795 野生動物に対する道路

横断施設の設置と事後

調査に関する技術資料 

Technical note of road 

crossing structure for 

wildlife animals and 

post-survey technique 

本技術資料は、道路事業における野

生生物に対する各種の道路横断施

設及び付帯施設の特徴と設置・維持

管理上の留意点、ならびに道路横断

施設の利用実態に関する事後調査

（フォローアップ）の手法についてとり

まとめたものである。 

上野裕介・園

田陽一・松江

正彦・栗原正

夫 

環境保全措置、道路事

業、野生動物、生息地

の分断 

2014.6 

780 わが国の街路樹Ⅶ 

The Roadside Trees of 

Japan Ⅶ 

本資料は、平成24年3月31日現在供

用されている道路に植栽されている

樹木について、国土交通省各地方整

備局、北海道開発局、沖縄総合事務

局、地方公共団体、高速道路会社に

対し実施した調査結果を基に、樹木

の本数、樹種、樹木タイプ別等に集

計を行い、全国の街路樹の動向等を

まとめたものである。 

栗原正夫・武

田ゆうこ・久保

田小百合 

街路樹、樹種、樹木タイ

プ、統計 

2014.2 

－ 123 －



巻号 表  題 概    要 著者名 キーワード 発行年月

771 緑化生態研究室報告書 

第 28集 

Landscape and Ecology 

Division, Annual 

Research Report (28th) 

平成24年度に緑化生態研究室が実

施した、以下のテーマに基づく研究の

成果報告である。   

・地球温暖化対策に関する研究 

・環境影響評価の技術支援に関する

研究 

・外来生物等への的確な対応に関す

る研究 

・景観の保全と再生に向けた技術支

援に関する研究 

・都市緑地の施工・管理の高度化に

関する研究  

緑 化 生 態 研

究室 

地球温暖化、生物多様

性、景観、緑化 

2013.12 

725 緑化生態研究室報告書 

第 27集 

Landscape and Ecology 

Division, Annual 

Research Report (27th) 

平成23年度に緑化生態研究室が実

施した、以下のテーマに基づく研究の

成果報告である。 

 ・地球温暖化対策に関する研究 

 ・環境影響評価の技術支援に関す

る研究 

 ・外来生物等への的確な対応に関

する研究 

 ・景観の保全と再生に向けた技術支

援に関する研究 

 ・都市緑地の施工・管理の高度化に

関する研究 

緑 化 生 態 研

究室 

 

地球温暖化 

生物多様性 

景観 

緑化 

 

2013.2 

723 歴史まちづくりの手引き

（案） 

The Handbook for the 

Historic Preservation 

平成20年5月の「地域における歴史的

風致の維持及び向上に関する法律」

の制定を契機として、全国各地で地

域の歴史・文化を活かしたまちづくり

の取り組みが進展している。こうした地

方公共団体等における歴史まちづくり

の取組みを支援するため、歴史的風

致の形成に資する建造物等に関する

地域特性に応じた具体的な保全・活

用・復元等の実施手法及び実施プロ

セス等を、先進的な取り組み事例とと

もに、『歴史まちづくりの手引き（案）』

として取りまとめた。  

阿部 貴弘 

松江 正彦 

曽根 直幸 

歴史まちづくり 

歴史的環境 

歴史まちづくり法 

手引き 

事例集 

2013.2 

722 地域生態系の保全に配

慮したのり面緑化工の手

引き 

Manul of the slope 

revegetation method for 

conservation of regional 

ecosystem 

建設事業に伴って出現するのり面に

おいては、これまでの外来種を主体と

した緑化が行われてきたことに起因し

て、のり面外に逸出した一部の外来

種の繁茂により地域の生態系に悪影

響を及ぼすことが問題となっている。

本手引きは、このような外来種の問題

に対して、のり面を地域の在来種を利

用して緑化するための具体的な方法

についてとりまとめたものである。  

飯塚 康雄 

栗原 正夫 

大貫 真樹子

久保 満佐子

松江 正彦 

のり面、のり面緑化、在

来種、表土、埋土種子 

2013.1 

－ 124 －



巻号 表  題 概    要 著者名 キーワード 発行年月

721 道路環境影響評価の技

術手法 「13．動物、植

物、生態系」の環境保全

措置に関する事例集  

The Technical Reference 

on Environment Impact 

Assessment Technique 

for Road Project 

Examples of 

Environmental 

Conservation Measures 

on 13.Fauna, Flora, and 

Ecosystem 

本資料は平成25年3月に作成した道

路環境影響評価の技術手法（国総研

資料第714号）13．動物、植物、生態

系の参考として、環境保全措置の事

例をとりまとめたものである。今回は、

平成19年6月に発行した国総研資料

第393～395号（別冊）を基に、動物の

生息地の分断対策について、環境保

全措置並びに事後調査手法に関す

る新たな事例及び知見の追加を行っ

た。  

園田 陽一 

松江 正彦 

上野 裕介 

栗原 正夫 

環境影響評価技術 

環境保全措置 

道路事業 

動物 

植物 

生態系 

2013.3 

720 道路環境影響評価の技

術手法 「１．計画段階

配慮事項」の動物、植物

及び生態系に関する調

査・予測・評価の参考資

料 

The technical Reference 

on Environment Impact 

Assessment Technique 

for Road Project Fauna, 

Flora and Ecosystem on 

1. planning Stage 

Consideration Items 

本資料は平成２５年３月に作成した道

路環境影響評価の技術手法（国総研

資料第７１４号）の第１章 計画段階配

慮事項（全ての影響要因・環境要素

に共通）のうち、動物、植物及び生態

系に係る参考資料として、道路事業

の「配慮書段階の検討」における検討

の考え方と調査、予測及び評価の手

法の例を示したものである。 

山本 裕一郎

井上 隆司 

曽根 真理 

角湯 克典 

栗原 正夫 

松江 正彦 

上野 裕介 

園田 陽一 

計画段階配慮事項 

道路事業 

動物 

植物 

生態系 

2013.3 

714 道路環境影響評価の技

術手法（平成24年度版）

Environmental Impact 

Assessment Tchnique 

for Road Project  

(Edition of FY 2012) 

本資料は、道路事業において環境影

響評価を行う場合の一般的な技術手

法を示したものである。事業特性の把

握、地域特性の把握、調査、予測、環

境保全措置の検討及び評価を行う場

合の具体的手法を示し、その内容に

解説を加えた。平成24年度版におい

ては、「道路事業に係る環境影響評

価の項目並びに当該項目に係る調

査、予測及び評価を合理的に行うた

めの手法を選定するための指針、環

境の保全のための措置に関する指針

等を定める省令」 （平成10年建設省

令第10号、改正：平成25年国土交通

省令第号）の改正及び最新の科学的

知見を反映した改定を行った。 

（13.動物、植

物 、 生態 系）

栗原 正夫 

上野 裕介 

松江 正彦 

園田 陽一 

井上 隆司 

山本 裕一郎

角湯 克典 

曽根 真理  

（14.景観、15.

人と自然との

触れ合いの活

動の場） 

栗原 正夫 

小栗 ひとみ 

環境影響評価技術 

道路事業 

平成24年度版 

2013.3 

669 街路樹の倒伏対策の手

引き 

Manual of the 

countermeasures for 

tree failure of street 

trees 

 

台風等の強風により倒伏する街路樹

は、交通障害や人的障害を引き起こ

す危険性を有している。 

 本手引きは、街路樹の倒伏等に繋

がる危険性を最小のものとするため，

樹体の構造的な欠陥等を把握する診

断方法と危険性を改善する処置方法

を提案したものである。 

飯塚 康雄 

松江 正彦 

街路樹 

危険度 

診断 

維持管理 

倒木 

2012.1 

－ 125 －



巻号 表  題 概    要 著者名 キーワード 発行年月

663 緑化生態研究室報告書 

第 26集 

Landscape and Ecology 

Division, Annual 

Research Report (26th) 

 

平成22年度に緑化生態研究室が実

施した、以下のテーマに基づく研究の

成果報告である。 

・地球温暖化対策に関する研究 

・環境影響評価の技術支援に関する

研究 

・外来生物等への的確な対応に関す

る研究 

・景観の保全と再生に向けた技術支

援に関する研究 

・樹木管理の高度化に関する研究 

緑 化 生 態 研

究室 

地球温暖化 

生物多様性 

景観 

緑化 

2012.1 

623 緑化生態研究室報告書 

第 25 集 

Landscape and Ecology 

Division, Annual 

Research Report (25th) 

 

平成21年度に緑化生態研究室が実

施した、以下のテーマに基づく研究の

成果報告である。 

・地球温暖化対策の技術支援 

・環境影響評価の技術支援 

・外来生物等への適切な対応 

・樹木管理の高度化 

・景観の保全と再生に向けた技術支

援 

緑 化 生 態 研

究室 

地球温暖化 

生物多様性 

緑化 

景観 

2011.1 

621 沖縄における都市緑化

樹木の台風被害対策の

手引き 

Manual of 

countermeasures against 

typhoon damage on 

urban planting trees in 

Okinawa 

台風の襲来を受けることが多い沖縄

地方においては、倒木等による都市

緑化樹木の被害が多く発生し、周辺

施設の破損や道路交通の遮断などの

ほか、人的被害にまで至る可能性も

ある。 

本手引きは、沖縄における都市緑化

樹木の台風被害を軽減させることを目

的として、台風被害の実態調査結果

から被害要因を明らかにした上で、台

風被害に強い樹木を育成するための

緑化手法をとりまとめたものである。 

松江 正彦 

飯塚 康雄 

長濵 庸介 

沖縄 

都市緑化樹木 

台風被害 

緑化手法 

維持管理 

2011.1 
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